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1 情報通信産業の動向
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経済産業省「全産業活動指数」、「鉱工業指数」及び「第３次産業活動指数」により作成 

（％） （前年同月比） 

（年・月） 

① ② ③ ④ 

ICT関連産業活動指数 情報通信サービス業 情報通信製造業 

図表1-1-1 情報通信産業の活動指数の推移

１情報通信業及び情報通信関連サービス業を指している
２鉱工業指数、第3次産業活動指数の中からICT関連業種を抜き出し、それぞれを「ICT関連生産指数」及び「ICT関連サービス業活動指数」として指
数化した。また両指数を合成することでICT関連産業全般の活動指数とした。詳細については付注2を参照
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図表1-1-2 情報通信製造業の生産・出荷・在庫状況
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図表1-1-3 電子タグの出荷枚数の推移
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（出典）（社）日本自動認識システム協会資料

非接触型ICカード バイオメトリクス関連 

図表1-1-4 非接触型ICカード及びバイオメトリクス
関連の出荷金額の推移

３個人を識別する際に、身体的な情報などを判断材料として利用する生体認証技術を指す
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（億円） （％） 

（年度） 
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図表1-1-6 通信・放送産業の設備投資額の推移
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情報関連機器リース システム等管理運営受託 移動電気通信業 

図表1-1-5 情報通信サービス業の活動状況

４財務省「法人企業統計調査」
５総務省「通信産業実態調査（設備投資調査）」
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６株式市場（マザーズ、ナスダック・ジャパン（現ヘラクレス））の業種分類において、「情報・通信業」に分類されている企業を対象としている

情報通信市場の特徴として、ICTベンチャーの創

業や新規参入がある。大学発ベンチャー企業の業種

別の内訳でも、ICTベンチャーの数が最も多い（図

表1）。

情報通信分野は、創意工夫により多様なニュービ

ジネスを生み出す可能性に富んでいる。例えば、後

述するように、ネットワークによる取引では、

Web2.0の特質等を生かすことにより、「ロングテー

ル」と言われる多様で小規模な需要をネットワーク

を活用して集積し、新たな市場を生み出すことが可

能である。また、比較的小規模の資金（初期投資）

で参入可能であることや、マザーズ、ナスダック・

ジャパン（現ヘラクレス）といった資金調達市場が

整備されたことなどもあり、ここ数年、ICTベンチ

ャー企業の参入が相次いだ。景気低迷を反映し、

ICTベンチャーの上場数は減少したものの、2003年

頃を境にインターネット関連を中心として再び上場

数は増加している（図表2）。

ICTベンチャーの参入C O L U M N
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図表1 分野別大学発ベンチャー数
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ベンチャーエンタープライズセンター資料により作成
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半導体／その他電子製品 コンピューター関連 

図表3 ベンチャーキャピタルの情報通信関連事業
者に対する新規投資額の割合の推移
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各証券取引所資料により作成 

新規上場情報通信関連企業数 全新規上場企業数に占める比率 

図表2 新興企業向け証券市場における情報通信関
連企業の新規上場数の推移
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4 情報通信関連の消費動向

5 情報通信関連の投資動向

（％） （％） （後方12か月移動平均、前年同月比） 

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成 
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インターネット接続料 放送受信料 移動電話通信料 固定電話通信料 

図表1-1-7 情報通信消費の変化と全体に占める割合の推移

経済産業省「全産業供給指数」により作成 

（2000年＝100） 

（年） 
（期） 
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図表1-1-8 全産業供給指数（情報化関連投資）の推移

７「情報通信産業連関表」により情報通信関連の民間消費支出を合計した値
８情報通信関連の消費支出は、電話通信料、情報通信関連機器（通信機器、パソコン、ビデオデッキ等）、放送受信料、インターネット接続料、テ
レビゲーム、音楽・映像メディア、映画・演劇等入場料及び書籍・他の印刷物の合計とした。総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世
帯を除く））により作成
９総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））
10「ICTの経済分析に関する調査」
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6 情報通信関連の輸出入動向

7 情報通信関連の物価動向
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（情報通信関連財の輸出：前年同期比） 

輸入比率 輸出比率 情報通信関連財の輸出 

図表1-1-9 情報通信関連輸出の動向と情報通信関連財の輸出入が輸出入総額に占める割合の推移

総務省「消費者物価指数」、日本銀行「国内企業物価指数」及び「企業向けサービス価格指数」により作成 

（％） （前年同月比） 

（年・月） 

－14

－12

－10

－8

－6

－4

－2

0

2001 
・ 
1

 
 
3

 
 
5

 
 
7

 
 
9

 
 
11

2002 
・ 
1

 
 
3

 
 
5

 
 
7

 
 
9

 
 
11

2003 
・ 
1

 
 
3

 
 
5

 
 
7

 
 
9

 
 
11

2004 
・ 
1

 
 
3

 
 
5

 
 
7

 
 
9

 
 
11

2005 
・ 
1

 
 
3

 
 
5

 
 
7

 
 
9

 
 
11

2006 
・ 
1

企業向けサービス価格 国内企業物価 消費者物価 

図表1-1-10 情報通信関連の消費者物価指数、国内企業物価指数及び企業向けサービス価格指数の推移

11財務省「貿易統計」より作成。情報通信関連財の輸出は電算機類、電算機類の部分品、半導体等電子部品、音響機器、映像機器、通信機及び科学
光学機器の合計とした。ただし2003年12月以前は電算機類と部分品を事務用機器のデータで代替している
12財務省「貿易統計」
13総務省「消費者物価指数」により作成。情報通信関連の消費者物価指数は、通信・放送受信料（固定電話通信料等）、情報通信関連機器（通信機
器等の教養娯楽用耐久財）、コンテンツ関連（書籍、新聞等）をウエイト付けして合計したものとした
14日本銀行「国内企業物価指数」により作成。情報通信関連の国内企業物価指数は、電子応用装置、通信機器、民生用電子機器、電子部品、電子デ
バイス等をウエイト付けして合計したものとした
15ただし、本指数はヘドニック指数が採用されている
16日本銀行「企業向けサービス価格指数」により作成。情報通信関連の企業向けサービス価格指数は、通信、放送、広告、情報サービス、情報関連
機器リース・レンタルをウエイト付けして合計したものとした
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図表1-1-11 情報通信関連の東証株価指数の推移

半導体業界では、約4年周期のシリコンサイクルの存在が知られている。半導体は「ムーアの法則」とし

て知られるように、技術革新が早く、製品のライフサイクルは非常に短い 。また、いわゆる部品産業であ

るため、製品機器市場の影響を受けやすく、例えばサイクルの上昇期には大量の見込発注が行われる一方、

下降期には過剰在庫が発生し、その解消のために発注を大幅に減少させるという調整過程が半導体の生産

に大きな変動をもたらす 。これらによって、半導体生産には大きな変動が引き起こされ、約4年周期のシ

リコンサイクルという循環がもたらされる。

このシリコンサイクルと経済変動には密接な関係があるとされており、例えば、鉱工業生産指数とその

うちの半導体の生産指数の前年同期比を比べると2003年以降かい離してきているものの、全体として類似

の動きになっている。

経済産業省「鉱工業指数」、SIA「Total Semiconductor World Market Sales & Shares」により作成 
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図表　鉱工業生産と半導体生産の比較

17中小企業金融公庫調査部（2002）
18住友商事株式会社情報調査部（2001）

シリコンサイクルC O L U M N
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1 国内生産額及び実質GDP

2 情報通信産業の現状

（十億円） 

（年） 
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-13 情報通信産業の実質国内生産額の推移
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-14 情報通信産業の実質GDPの推移
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

研究 情報通信関連建設業 情報通信関連サービス業 情報通信関連製造業 
映像・音声・文字情報制作業 情報サービス業 放送業 通信業 

図表1-1-12 情報通信産業の名目国内生産額の推移

19情報通信産業の名目国内生産額の詳細については、データ6を参照
20情報通信産業の実質国内生産額の詳細については、データ8を参照
21情報通信産業の実質GDPの詳細については、データ9を参照
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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図表1-1-15 情報通信産業の雇用者数
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

全産業 その他の産業 情報通信産業 

図表1-1-16 実質GDP変化に対する情報通信産業の寄与度

22情報通信産業の雇用者数の詳細については、データ10を参照
23以下の情報通信技術が生産性に影響を与える要因（経路）については、篠崎（2005）、宮川（2006）を参考にしている
24同計算に当たっては、総務省作成の情報通信産業連関表の数値を用いている。このため、内閣府により公表されている実質GDPとは数値が若干異
なったものとなっている

1 情報通信産業と経済成長（第一の効果）

3 情報通信が経済成長に与える影響
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2 情報通信資本ストックと経済成長（第二の効果）
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（％） 

電気通信機器 電子計算機本体・同付属装置 ソフトウェア 民間企業設備投資に占める情報化投資比率 

図表1-1-17 実質情報化投資の推移

25情報通信資本ストックの推計方法については付注5を参照
26実質情報化投資額の詳細についてはデータ11を参照
27実質情報通信資本ストックの詳細についてはデータ12を参照
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4.5

（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

民間情報資本ストック 民間資本ストックに占める情報通信資本比率 

図表1-1-18 実質情報通信資本ストックの推移
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

労働 情報通信資本 一般資本 
その他 経済成長率 

図表1-1-19 経済成長率への情報通信資本の寄与度
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

（％） 

ICT資本財寄与度 一般資本財寄与度 
TFP 労働生産性成長率 

図表1-1-20 労働生産性とその要因

（出典）「ICTの経済分析に関する調査」
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労働生産性成長率 一般資本財寄与度 TFPICT資本財寄与度 

図表1-1-21 産業別労働生産性成長率と要因
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3 ICT化と経済成長（第三の効果）
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（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

1995年～2000年 
2000年～2004年 

1990年～1995年 

図表1-1-22 産業別労働生産性成長率に対するICT資本の寄与度の推移

28労働、資本（情報通信資本を含む）といった生産要素の変化では説明されない変化要因を指す。全要素生産性自体は、技術進歩や効率性の改善、
組織や制度変革、景気変動等様々な要因を含むことになるため、第三の効果が、他の要因によって相殺されてしまうなどの可能性があることに注
意が必要である

米国 

 

 

 

 

日本 

1990－1995

1.6 

0.6 

0.5 

0.1 

1.0 

2.0 

2.1 

0.3 

1.9 

－0.1

1995－2000

2.5 

1.1 

0.9 

0.2 

1.4 

1.4 

1.5 

0.3 

1.2 

－0.1

2000－2004

3.5 

1.2 

0.6 

0.5 

2.3 

2.1 

1.3 

0.2 

1.1 

0.8

（単位：％）

労働生産性成長率  

資本深化の寄与度  

ICT資本深化の寄与度 

非ICT資本深化の寄与度 

TFP成長率の寄与度  

労働生産性成長率  

資本深化の寄与度  

ICT資本深化の寄与度 

非ICT資本深化の寄与度 

TFP成長率の寄与度  

※　労働生産性は労働時間当たり実質付加価値額。米国のTFPは、労働構成の寄与度とMFP（Multifactor Productivity)の合計        
　　米国は「Private Nonfarm Business」（農林水産業を除く民間部門）、日本は農林水産業、不動産業を除く民間部門       

米国は「Multifactor productivity trends,2004」(米国労働統計局 2006.3）により作成、日本は「ICTの経済分析に関する調査」 

図表1-1-23 日米の労働生産性成長率の比較
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情報通信産業 3.66

0.31－3.38
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2.87

－0.40
－0.46
－0.05

0.04

0.52
0.42

－0.12
0.13

－0.04
－0.79

－0.15
0.09

1.26

（出典）「ICTの経済分析に関する調査」

1995～2000年 2000～2004年 

図表1-1-24 産業別全要素生産性上昇率

29情報通信機械は除いている
30情報化投資は活発に行われ、情報通信資本ストックが蓄積されているものの、生産性向上が見られないとして、情報化投資とともにどのような対
応を取ればICTユーザー部門でも生産性向上の効果があるかということが現在では議論となっている
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1 インターネット利用者数の増大

第 節 ユビキタスネットワークの普及進展

SECTION 02
2

1 インターネットの普及状況

（％） （万人） 
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1,155

9.2％ 

1,694

13.4％ 

2,706

21.4％ 

4,708

37.1％ 

5,593

44.0％ 

6,942

54.5％ 

7,730

60.6％ 

7,948

62.3％ 

8,529

66.8％ 

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

総務省「通信利用動向調査（世帯編）」により作成 

※　インターネット利用者数（推計）は、6歳以上で、過去1年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査の結果からの推計値。インターネット
接続機器については、パソコン、携帯電話・PHS、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等について
も、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含む 

※　人口普及率（推計）は、本調査で推計したインターネット利用人口8,529万人を、2005年10月の全人口推計値1億2,771万人（国立社会保障・人口問題研究所『我が国
の将来人口推計（中位推計）』）で除したもの 

※　1997～2000年末までの数値は「通信白書」から抜粋。2001～2005年末の数値は、通信利用動向調査における推計値 
※　調査対象年齢については、1999年調査までは15歳～69歳であったが、その後の高齢者及び小中学生の利用増加を踏まえ、2000年調査は15歳～79歳、2001年調

査以降は6歳以上に拡大したため、これらの調査結果相互間では厳密な比較はできない 

インターネット利用人口 人口普及率 

図表1-2-1 インターネット利用者数及び人口普及率の動向

１過去1年の間に、パソコン、携帯電話、PHS、携帯情報端末、ゲーム機等を通じて利用したインターネットの利用率を指す
２携帯電話・PHS及び携帯情報端末。以下、「携帯電話等」としたときは同様とする
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※　契約数、加入可能世帯数共に平成18年3月末の数値 

契約数 
1,452万 
（30.9％） 

加入可能 
世帯数 
4,700万 

契約数 
331万 
（9.7％） 

加入可能 
世帯数 
3,430万 

契約数 
546万 

（13.6％） 

加入可能 
世帯数 
4,020万 

DSL ケーブルインターネット FTTH

図表1-2-4 ブロードバンド回線契約数が加入可能世帯数に占める割合

2 ブロードバンド化
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※　2004年度分以降は電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、 
　　それ以前は事業者から任意に報告を受けた契約数を集計 
 

DSL ケーブルインターネット FTTH 無線（FWA）

図表1-2-3 ブロードバンド契約数の推移

パソコンのみ 
1,585万人【18.6％】 

ゲーム機・TV等 
163万人【1.9％】 

携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末のみ 
1,921万人【22.5％】 

ゲーム機・TV等のみ 
1万人【0.0％】 

パソコン、携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末併用 
4,862万人【57.0％】 

   7万人  
【0.1％】 

  20万人 
【0.2％】 
 

133万人 
 【1.6％】 

パソコン 
6,601万人【77.4％】 

合計 8,529万人 

携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末 
6,923万人【81.2％】 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

図表1-2-2 インターネット利用端末の種類（2005年末）

３DSL、ケーブルインターネット、FTTH、無線（FWA）の合計とした
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 
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※　「変更の予定がある」と回答した利用者の割合 

不明　3.5％ 
 

分からない 
11.7％ 
 
 

変更の予定はない 
60.9％ 
 

変更するかどうか 
検討中 
15.6％ 
 

変更の 
予定が 
ある 
8.3％ 
 

2.30.31.71.7
6.18.0

80.5

図表1-2-5 変更予定の回線（左：回線変更予定の有無、右：変更予定の回線（複数回答））
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3 モバイル化

。

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 
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喫茶店等の飲食店 

空港・駅等の公共空間 
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図表1-2-9 公衆無線LANサービスの利用場所
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携帯電話・PHS 
及び携帯情報端末 
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

（万人） 

（年末） 

 5,722
4,890

3,723

2,439 2,504
2,794

4,484

138 307 364 339 127 163

5,825

6,164 6,416
6,923

6,601

図表1-2-8 インターネット利用端末別の利用人口推移

４「公衆無線LANサービス」とは、飲食店、駅、空港、ホテル等の公共空間から、ノートパソコン等を用いて無線でインターネットに接続できるよ
うにするサービスである
５「WiMAX」は、IEEE（米国電気電子学会）で検討されている高速無線データ通信規格IEEE802.16の通称である。WiMAXは、モビリティを備えた
移動通信ブロードバンドの「IEEE802.16e」（最大通信速度15Mbps、高速移動時にも数Mbpsの高速通信が可能）と固定無線ブロードバンドの
「IEEE802.16-2004」（最大通信速度75Mbps、通信距離最長約48km）の二つのアクセス技術から構成される

（年末） 

（％） 

21.0 23.0

35.9

50.1
57.0

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

0

10

20

30

40

50

60

70

20052004200320022001

図表1-2-7 携帯インターネットの利用率
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※　2004年度分以降は電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた契約数を、 
　　それ以前は事業者から任意に報告を受けた契約数を基に算出 

FTTH DSL

図表1-2-6 DSL・FTTHの契約純増数
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モバイルコンテンツ産業の市場規模C O L U M N

モバイル化の進展は、モバイルコンテンツ産業の

市場の拡大という傾向にも現れている。モバイルコ

ンテンツ市場とモバイルコマース市場からなる我が

国のモバイルコンテンツ産業の市場規模 は2005年

に7,224億円（対前年比39.0％増）となり、市場別

には、モバイルコンテンツ市場で3,150億円（同

21.0％増）、モバイルコマース市場で4,074億円（同

57.1％増）となっている。

（年） 
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2,000
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2005200420032002

モバイルコマース市場 モバイルコンテンツ市場 

※　モバイルコマース市場については、推計における構成項目をそ及して追加し
たため、平成17年版情報通信白書とは数値が異なる 

総務省「モバイルコンテンツ産業構造実態に関する調査研究報告書」
により作成 

（億円） 

4,074

2,593

1,709
1,193

1,793 2,133
2,603

7,224

5,196

3,842

2,986

3,150

図表　モバイルコンテンツ産業の市場規模

６各市場の規模は、通信事業者や業界団体等へのヒアリング及び各種資料から推計したモバイルコンテンツ市場及びモバイルコマース市場を加算し
算出した。モバイルコンテンツ市場は携帯電話インターネットを通じて取引されるデジタルコンテンツ（着信メロディ等、静止画、動画、ゲーム、
占い）の市場を指し、モバイルコマース市場とは、携帯電話インターネットを利用したモバイルコンテンツ以外の、物販系（通信販売）、サービ
ス系（チケット販売）及びトランザクション系（株式売買手数料、オークション手数料）の市場を指す。なお、当該市場規模については、第8節
の消費者向けモバイルコマース市場規模とは推計方法が異なっているため、数値は異なったものとなっている
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1 企業のインターネット利用状況

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編・事業所編）」 

0 20 40 60 80 100（％） 

企業 

事業所 

97.6

0.8 1.3 0.3

85.7

3.8

10.0

0.5

利用している 
利用していないが今後利用する予定がある 

不明 
利用していないし、今後利用予定もない 

図表1-2-10 企業・事業所におけるインターネットの
利用状況

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

50.2

29.2

16.1

15.7

9.6

8.9

3.7

3.1

（％） 0 10 20 30 40 50 60

その他 

CATV回線 

ISDN回線 
（非常時接続） 

ダイヤルアップ 
（電話回線） 

専用線 

ISDN回線 
（常時接続） 

DSL回線 

FTTH回線 
（光回線） 

図表1-2-11 企業におけるインターネット接続回線

2 インターネットの利用状況

（ページビュー） 

一人当たりのページビュー 

19分58秒 
 

35.9

24分04秒 
 

42.7

26分49秒 
 

49.7
34分07秒 

65.5

（出典）Nielsen//NetRatings 家庭からのアクセス 

一人当たりの利用時間 

30

40

50

60

70

2005年1月 2004年1月 2003年1月 2002年1月 
00分00秒 

59分59秒 

図表1-2-12 利用状況（日間）

2 個人・家計のインターネット利用状況

0 20 40 60 80 100（％）

55.3 18.9 8.4 9.7 7.6

43.9 28.5 13.9 8.1

5.6

パソコン 

携帯電話 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査報告書（世帯編）」

毎日少なくとも１回は利用 週に少なくとも１回は利用 
それ以下 無回答 月に少なくとも１回は利用 

図表1-2-13 インターネットの利用頻度

７「ネットレイティングス調べ」
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4 インターネット利用の多様化

3 インターネットのトラヒックの推移

0
20
40
60
80
100
120
140
160
180

1110987654321121110987654321121110987654321121110987654321121110987654321121110987654321121110987654321121110987654321121110987654321

（出典）各IXのデータを参考に作成 

・JPIX　Japan Internet eXchange 
（日本インターネットエクスチェンジ株式会社が運営するIX） 
・JPNAP　Japan Network Access Point  
（インターネットマルチフィード株式会社が運営するIX） 
・NSPIXP  Network Service Provider Internet eXchange Point 
（WIDE Projectが運営するIX） 

115.9Gbps（2005.11） 

１日のピークトラヒックの月平均 
 

１日の平均トラヒックの月平均 
 

158.4Gbps（2005.11） 

（Gbps） 

1997 
 

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
（月） 
（年） 

※IX （Internet eXchange）：インターネット接続事業者間を相互接続する相互接続点 
 

図表1-2-14 国内主要IXにおけるトラヒックの推移

８総務省では、ISP7社及び学界の協力を得て、我が国のインターネットのトラヒック情報の集計・試算を行っている
９ISP同士の相互接続点としてトラヒックの中継を行う地点
10契約者がダウンロードする際の情報量
11契約者がアップロードする際の情報量
12ISP7社が国内主要IXのInのトラヒック総量に占める割合は41.5％であり、ISP7社のブロードバンド契約者のトラヒックが194.2Gbpsであることか
ら、194.2Gbps÷41.5％＝468.0Gbpsと試算できる

ブロードバンド契約者 
（DSL、FTTH）の 
 トラヒック〈7社〉 

ISP同士のトラヒック交換 ISPと契約者との間の 
トラヒック交換 

国内主要IXで 
国内ISPと交換される 
トラヒック〈7社〉 

国内主要IX以外で 
国内ISPと交換される 
トラヒック〈7社〉 

国内主要IXで交換 
されるトラヒック総量 海外ISPと交換される 

トラヒック〈7社〉 

 116.0　 
133.0　 
146.7　 
194.2　 
＋26.5％ 
＋46.0％ 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
Out） 
In） 
Out） 
In） 
Out） 

In） 
 
In） 
 
In） 
 

 38.0　 
 33.0　 
 54.0　 
48.1　 

＋42.1％ 
＋45.8％ 

 55.1　 
 43.3　 
 80.9　 
68.1　 

＋46.8％ 
＋57.3％ 

28.5　 
16.7　 
 57.1　 
39.8　 

＋100.4％ 
＋138.3％ 

 80.3　 
 

115.9　 
 

＋44.3％ 

2004年11月 
 

2005年11月 
 

伸び率（年率） 

※　InはISP7社に流入するトラヒック、OutはISP7社から流出するトラヒック 

（Gbps） 

図表1-2-15 2004年11月と2005年11月のトラヒックの比較

無回答 

分からない 

その他（IP電話などの通話サービスは除く） 

オークション 

電子ファイルの交換・ダウンロード 

ソーシャルネットワーキングサービス 

ブログ（ウェブログ） 

電子掲示板（BBS） 

メールマガジン 

電子メール（メールマガジンを除く） 

ウェブ閲覧 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

（％）
83.9

30.2
53.8
57.7

22.0
9.2
17.4

4.3
13.4

2.3
2.2
0.5

5.4
16.2

18.0
2.5
2.2
0.8
2.1
3.2
7.2

29.2

携帯電話 パソコン 

図表1-2-16 パソコンと携帯電話によるインターネッ
トの利用目的
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1 情報通信機器の世帯普及率

2 情報通信機器の国内出荷

3 情報通信機器の使用年数

3 情報通信機器の普及状況

内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 

（年度末）  2004  2001  1998  1995  1992  1989  1986  1983  1980  1977  1974  1971  1968  1965
0

20

40

60

80

100
（％） 

携帯電話 

パソコン 

ビデオカメラ 

DVDプレーヤー 
・レコーダー 

カラーテレビ 

カラーテレビ DVDプレーヤー・レコーダー 
携帯電話 ビデオカメラ 

パソコン 

図表1-2-17 情報通信機器の世帯普及率
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内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3（台） 

電子レンジ 

電気洗たく機 

電気冷蔵庫 

電気掃除機 

デジタルカメラ 

DVDプレーヤー・ 
レコーダー 

パソコン 

携帯電話 

カラーテレビ 

情
報
通
信
家
電 

参
考（
２
０
０
３
年
度
末
時
点
） 

2.5

1.9

1.0

0.9

0.7

1.5

1.3

1.1

1.0

図表1-2-18 情報通信機器と家電の一世帯当たり保有
台数（2005年度末）

（社）電子情報技術産業協会資料、 
カメラ映像機器工業会資料により作成 

0 2,000 4,000 6,000（万台） 

カーナビゲーション 
システム 

銀塩カメラ 

デジタルカメラ 

携帯電話 
（自動車電話を含む） 

ノートパソコン 

デスクトップパソコン 

MD

CDプレーヤー 

DVDレコーダー 

DVDプレーヤー・ 
レコーダー 

VTR

液晶テレビ 

プラズマテレビ 

ブラウン管テレビ 398.2

46.8

421.7

109.3

713.2

423.8

86.8

161.2

583.8

690.0

4,485.5

844.3

30.2

405.6

図表1-2-19 主な情報通信機器の国内出荷台数
（2005年）

内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 

9.1

6.5

4.3

4.5

3.2

2.6

0 3 6 9 12（年） 

携帯電話 

デジタルカメラ 

パソコン 

DVDプレーヤー・ 
レコーダー 

ビデオカメラ 

カラーテレビ 

図表1-2-21 電気通信機器の使用年数（2005年度末）

－80 －60 －40 －20 0 20 40 60 80

カーナビゲーション 
システム 

銀塩カメラ 

デジタルカメラ 

携帯電話 
（自動車電話を含む） 

ノートパソコン 

デスクトップパソコン 

MD

CDプレーヤー 

DVDプレーヤー・ 
レコーダー 

VTR

液晶テレビ 

プラズマテレビ 

ブラウン管テレビ 

（社）電子情報技術産業協会資料、 
カメラ映像機器工業会資料により作成 

（％） 

－30.8

－40.8

－1.5

－37.6

－45.5

－1.2

－49.5

37.8

58.3

14.2

13.8

3.8

15.7

図表1-2-20 主な情報通信機器の国内出荷台数の対前
年比増加率（2005年）

66.4

47.3

37.4

37.4

21.4

34.7 44.2 20.8

60.9 16.9

49.6 12.7

46.8 14.5

42.7 8.2

0.3

0.8

3.2

1.3

1.8

0.3

25.7 4.7

内閣府経済社会総合研究所「消費動向調査」により作成 

0 20 40 60 80 100（％） 

携帯電話 

デジタルカメラ 

パソコン 

DVDプレーヤー・ 
レコーダー 

ビデオカメラ 

カラーテレビ 

故  障 上位品目への移行 住居の変更 その他 

図表1-2-22 電気通信機器の買換理由（2005年度末
時点）
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13製品を生産した企業の本社所在地でエリアを判断している

2005年の我が国の情報通信機器のグローバル市

場におけるマーケット・シェアを見ると、カーナビ

ゲーションで72.4％、デジタルカメラで70.4％、

DVDレコーダーで62.6％と6割から7割のシェアを

占めており、また薄型テレビでは、プラズマテレビ

で46.8％、液晶テレビで43.9％と4割以上のシェア

を占めているなど、映像関係情報通信機器について

高いシェアを占めている（図表）。一方、携帯電話

のシェアは15.4％、ノートパソコンは10.2％、デス

クトップパソコンは4.2％となっている。

また、ネットワークの運用・管理等の機能を有す

る情報通信機器については、サーバーは7.8％、ル

ーターとスイッチはそれぞれ2.5％となっており、

グローバル市場におけるマーケット・シェアは低

い。

グローバル市場における情報通信機器の状況C O L U M N

0 20 40 60 80 100

スイッチ 

ルーター 

サーバー 

デスクトップパソコン 

ノートパソコン 

カーナビゲーション 

デジタルカメラ 

携帯電話機 

ブラウン管テレビ 

液晶テレビ 

プラズマテレビ 

DVDレコーダー 

※　サーバー、ルーター及びスイッチ以外は生産台数ベース。サーバー、ルー
ター及びスイッチは出荷金額ベース 

※　ルーターの日本のシェアは、全体の上位10位までに含まれる日本企業の
合計 

※　ルーターは企業向けルーターを対象 

サーバー、ルーター及びスイッチ以外は、富士キメラ総研資料、サ
ーバー、ルーター及びスイッチは、ガートナー データクエスト（2006
年2月（サーバー）、4月（ルーター）、2月（スイッチ））により作成 

（％） 

62.6

46.8

43.9

28.8

15.4

70.4

72.4
10.2

4.2

37.4

53.2

56.1

71.2

84.6

29.6

27.6

89.8

95.8
7.8

97.5
2.5

97.5
2.5

92.2

日本 海外合計 

図表　我が国の世界の情報通信機器におけるマー
ケット・シェア
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4 携帯情報通信端末の高機能化の見通し

1 携帯情報通信端末の特性と現状

2 携帯情報通信端末の発展の方向性

14PDA（Personal Digital Assistance）は、個人向け携帯情報端末であり、スケジュールや住所録といった個人情報を扱う小型の機器で、通信機器と
組み合わせて電子メールをやりとりし、パソコンで利用する文書や表計算ソフトのファイルが取り扱えるものもある

ウェブ 

映像 

音楽 

ゲーム 

受信コンテンツ 
のコピー 通話・メール 

・記録容量 
・コンテンツ保存 
・スケジュール管理 
・Windowsアプリ利用 

GPS

・ 
・ 

図表1-2-23 携帯情報通信端末の機能の高度化
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利用している機能 今後利用意向のある機能 

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-2-24 携帯電話・PHSの利用機能と利用意向



平成18年版　情報通信白書28

第

章
1

SECTION 02

第　節2 ユビキタスネットワークの普及進展

ユ
ビ
キ
タ
ス
エ
コ
ノ
ミ
ー 3 携帯情報通信端末の端末機能に対する利用者の

評価

100

1,000

平均有料コンテンツ配信利用料（月額） 

100,000
（円） 

10,000

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

50代以上 40代 30代 20代 10代以下 女性 男性 
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2,446
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255
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2,611 2,637 1,959

1,406

全分析対象者 
 

平均パケット料金（月額） 

平均通話料金（月額） 

図表1-2-25 携帯電話・PHSの月額の平均利用料金
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（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-2-27 回答者端末機能別効用値

コンテンツ重視 
（29.7％） 

音楽・ 
ウェブ閲覧重視 
（15.5％） 

映像・ウェブ・ 
保存・コピー・ 
Winアプリ重視 
（10.2％） 

映像・ 
ゲーム・ 
ナビ重視 
（7.1％） 

通話・メール・ 
ナビ重視 
（8.3％） 

通話・メール 
（14.5％） 

経済性重視 
（8.0％） 

全回答者（1,000人） 

通話 
重視 

（37.5％） 

通話・メール・ 
ウェブ・ナビ重視 
（6.7％） 

映像・ 
音楽重視 
（62.5％） 

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-2-26 クラスター分析による回答者分類

15分析の詳細については、付注7を参照
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第 節 通信・放送の融合・連携の動向

SECTION 03
3

★：主な制度的対応 

通
信
の
動
向 

融
合
・
連
携 

２
０
１
１
年
完
了 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

上
の
映
像
・
音
声 

コ
ン
テ
ン
ツ
配
信 

イ
ン
フ
ラ
共
用
進
展 

放
送
の
動
向 

1995

DSLの普及 

FTTHの普及 

2000 2005

★電気通信事業法改正（規制緩和・公正競争の促進） 
第3世代携帯電話の普及 

1,430万加入 
突破（2005.9） 
390万加入 
突破（2005.9） 
3,800万加入 
突破（2005.9） 

・01/非対称規制拡充 
　　 紛争処理委員会設置 

★利用環境整備に係る法制度整備 

・03/参入許可の廃止 
　  （登録制・届出制へ移行） 
　　 料金・約款規制の原則廃止 

・99/不正アクセス禁止法　・01/プロバイダ責任制限法　・02/特定電子メール法 

・97/接続ルール制度化 ・98/料金届出制移行 

97 交換機のデジタル化完了 

★89 放送法改正（受委託制度創設） 
92 通信衛星によるTV放送開始 

96 CATVを利用したインターネット接続事業開始 

＜衛星放送のデジタル化＞ 

＜ケーブルテレビのデジタル化＞ 

96 CSデジタル開始 

98 一部地域で開始 

00 BSデジタル開始 

＜地上放送のデジタル化＞ 03.1 東名阪で開始 06.04 ワンセグ開始 
06.12 全国県庁所在地 
　　   開始 ★99 放送法改正 

 （デジタル方式のテレビジョン放送等の導入関係） 
★01 電波法改正 
 （地上デジタル放送導入関係） 

★01 電気通信役務利用放送法制定 
02 電気通信役務利用放送開始 

CSデジタル放送 
122社（2005.12） 
提供事業者 
380社（2005.9） 
登録事業者（2005.12） 
衛星：47社、有線16社 

03 TV、電話、ネットの「トリプルプレイ」本格化 
 

05 民放が番組をインターネット配信開始 
　 「GyaO」等ブロードバンド動画配信の本格化
05 ポッドキャスティングの本格化 

（12月：JCOM及びKDDIサービス開始） 

デジタル化の進展 
 

ブロードバンド化の 
進展 

総務省「通信・放送の在り方に関する懇談会」資料により作成 

図表1-3-1 通信・放送の融合・連携に係る動向

１映像符号化技術は、膨大な情報量を持つデジタル映像を圧縮して記録、伝送するための技術である。この技術は数年間隔で新しい国際標準規格が
策定され、その度に符号化性能を向上させてきた。最新規格であるH.264/AVCは、現在、デジタル放送等で利用されているMPEG-2の2倍程度の圧
縮性能を有すると言われており、2006年4月から開始されたワンセグ等で実用化されている

1 通信・放送の融合・連携の背景
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

テレビ東京 

NTT

テレビ朝日 

東京放送（TBS） 

日本テレビ 

フジテレビ 

NHK

NBC Universa 
（GE） 

Viacom

News Corp

Walt Disney

Time Warner

0 40,000 80,000 120,000

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

グーグル 

ヤフー 

イーベイ 

楽天 

ヤフー（日本） 

各社の決算資料等により作成 

※　1ドル115円で換算  
※　売上高は、2005年4月～9月期の連結売上高。ただし、在米企業にあっては、
2005年第2四半期及び第3四半期の合計値。また、時価総額は2006年1月現
在 

 

※　 1ドル＝108.18（2004年1～12月の中心相場月中平均の平均）で換算 

各社のホームページの決算資料等により作成 

（億円） 

（億円） 

5.20
 0.80

1.30
0.36

7.35
2.50

6.78
3.00

15.34
3.40

otherParks and Resorts
EntertainmentAOLPublishing

CableVideoFilm
RadioTVNetwork

other

other

Parks and ResortsEntertainment

Entertainment

AOLPublishing

Publishing

Cable

Cable Cable

Film

Film

Radio

TV

TV

Network

Network

売上高 

時価総額（兆円） 売上高（千億円） 

図表1-3-3 日米の主要メディア企業の規模比較

2 通信・放送の融合・連携の意義

（年度）

（兆円） 

0

5

10

15

20

25

2004200320022001200019991998

総務省「通信産業基本調査」により作成 

3.7
3.8

3.7 3.8
4.0

17.6

3.5

16.3

3.4

14.8

19.1

16.2 16.1 14.6

放送事業 電気通信 

図表1-3-2 通信・放送産業の市場規模（売上高）推移

２2004年度で約4.6兆円
３2004年度で約4兆円
４なお、実質GDPに放送産業が占める割合は、米国がおよそ1.3％であるのに対して、我が国では0.2％程度となっている
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1 映像・音声コンテンツのインターネット配信の
本格化

3 通信・放送の融合・連携をめぐる最近の動向

開始時期 提供主体 名称 サービス概要 受信端末 
 ケイ・オプティコム 

USEN 

 

ソフトバンク、Yahoo 

 

NTTコミュニケーションズ 

ビック東海 

 

ジュピターテレコム 

 

04/09 

05/04 

 

05/12 

 

04/12 

04/12 

 

05/01 

 

パソコン 

 

 

 

 

STB 

 

 

 

 

 

eo光ネット 

GyaO 

 

TVバンク 

 

OCNシアター 

おうちdeシアター 

 

J:COM 
オンディマンド 

映画・ドラマ、音楽、アニメ等6ジャンル 

映画・音楽・ドラマ・アニメ等11ジャンル 
（入会金、会費は不要） 

無料を中心とした約10万本のコンテンツ・広告主から収
入を得るビジネスモデル導入 

100タイトル見放題コース　カラオケ・情報コンテンツ等 

基本料金のみで毎月100タイトル見放題、映画・音楽・ス
ポーツ等最大1,000タイトル 

年間契約サービス・1日視聴サービス等を実施、無料番組、
映画、スポーツ等1,500タイトル以上 

総務省「通信・放送の在り方に関する懇談会」資料により作成 
 

図表1-3-4 主なブロードバンドネット映像配信事業の動向

事業者 配信対象 サービス名 サービス開始時期 主要なコンテンツ 

テレビ朝日 

東京放送（TBS） 

日本テレビ放送網 

日本放送協会 
（NHK） 

フジテレビジョン 

各社ホームページにより作成 

特定のバラエティー番組と連動したVODを提供 

グループのテレビ番組や映像コンテンツを提供 
ニュースや過去の人気テレビ番組等を提供 

権利許諾を得られた約200本の番組を複数のISP
事業者に提供 
1番組100～300円 

スポーツ番組やバラエティー番組を複数のISP事
業者に提供 
1番組210～525円 

テレビ東京 

－ 

TBS BooBo BOX

第2日本テレビ 

－ 

フジテレビ On Demand

テレビ東京ブロードバンド 
を通じた配信サービス等 

2005年8～9月 

2005年11月 

2005年10月 

2005年7月 

2005年7月 

2001年3月 

－ 

パソコン・STB向け 

パソコン向け 

パソコン・STB向け 

パソコン・STB向け 

パソコン・携帯向け 経済ニュースを自社のホームページや証券等の
ホームページを通じて配信。提携配信会社を通
じてアニメ番組を配信。 

図表1-3-5 放送事業者による映像配信サービスの事例

５データを受信しながら同時に再生を行う方式
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2 ネットワーク・端末等の共用化

（参考）インターネット放送とIPマルチキャスト
放送の違い

提供者 ジャンル 番組の概要 

J-WAVE 

エフエム東京 

エフエムインターウェーブ  

日経ラジオ社 

ニッポン放送 

abcdefg*record  

ビーイング（BEING GIZA STUDIO） 

ニフティ 

ライブドア 

ラジオ局系 

 

 

 

 

音楽レーベル系 

  

ポータルサイト 

 「TOKIO HOT 100」等放送中の3番組を再編集 

月曜から金曜までの放送中の「HONDA SWEET MISSION」の土曜版 

Inter FMのDJ陣によるトークや日替わり英会話が中心 

株式情報や競馬情報等、数十分間に及ぶ長い番組が多い 

有名人による独自番組を8タイトル提供 

インディーズレーベルによる所属アーティストの楽曲配信 

所属アーティストの新曲を紹介 

1,500タイトルのポッドキャストを紹介。落語や英会話が人気 

音声コンテンツポータル「ねとらじ」上で提供 

総務省「通信・放送の在り方に関する懇談会」資料により作成 

図表1-3-6 ポッドキャスティングの事例

総務省「通信・放送の在り方に関する懇談会」資料により作成 

ユニキャスト（1対1） IPマルチキャスト（1対多数） 

・5回の送信が必要 
・IPマルチキャス
トと比較し5倍の
帯域が必要 

・1回の送信でOK 
・利用者数にかかわ
らず帯域一定 

マルチキャストルータ
でIPパケットを複製 

提供主体 開始時期 名称 サービス概要 受信端末 

BBTV 

MOVIE SPLASH 

（光プラスTV）   

4th MEDIA 

オンデマンドTV

ビー・ビー・ケーブル 

 
KDDI 

 
オンラインティーヴィー 

アイキャスト 

03/03 

03/12 
 

04/07 

05/06

STB

ベーシック34ch、無料4ch、アラカルト3ch  

ベーシック25ch、オプション5ch
 

  

基本25ch、オプショナル18ch  

ベーシック21ch 

IPマルチキャストとは、ネットワーク上に配置されたIPマルチキャスト対応ルーターにおいてコンテンツ（IPパケット）を複製しながら、
指定された複数の利用者に対してコンテンツを配信する技術 

【例えば 端末5台に配信する場合】 

図表1-3-7 IPマルチキャスト放送の事例
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データセグメント 

ワンセグ 

携帯受信向け番組 ハイビジョン番組 

携帯電話一体型端末等 
による受信 据置型受信機等による受信 総務省「通信・放送の在り方に関する懇談会」資料により作成 

ワンセグの特徴 サービス開始の予定 

地上デジタル放送では、一つのチャンネルを13個のセグメ
ントに分割して、映像・音声・データを伝送 

2006年4月、三大広域圏等から、「ワンセグ」サービス開始。
12月には全国に拡大 

図表1-3-8 ワンセグの概要

ワンセグ開始直前の2006年3月に行われた調査によると、ワンセグの認知度は21.4％で、利用意向（「利

用したい」又は「どちらかと言えば利用したい」）については13.6％となっている。また、サービス内容を

見ないと何とも言えないとする意見も多くなっている（図表2）。

携帯電話等で地上デジタル放送を視聴できることの評価としては、「防災に役立つため良い」（15.9％）や「便利

になるため良い」（11.7％）、「新しいサービスが期待できるので良い」（7.6％）という積極的な評価が35.2％となっ

ている。一方で「小さな画面で視聴しない」（21.8％）や「外出中に視聴しない」（9.7％）という評価もある（図表

3）。

ワンセグの認知度C O L U M N

知っている 
21.4％ 
 

知らない 
76.2％ 
 

不明　2.4％ 
 

図表1 ワンセグの認知

利用したい　2.1％ 
 

どちらかと言えば 
　　利用したい 
　　　11.5％ 

サービス内容 
を見ないと 
何とも言えない 
32.4％ あまり利用 

したいとも 
思わない 
　20.0％ 

利用しない 
11.1％ 

分からない 
・不明　22.9％ 

図表2 利用意向

便利になる 
ため良い 
11.7％ 
 

新しいサービスが 
期待できるので良い　7.6％ 
 

防災に役立つ 
ため良い 
　　15.9％ 
 

外出中に視聴しない　9.7％ 
 

小さな画面で 
視聴しない 
 21.8％ 
 

分からない 
・不明　33.4％ 
 

（出典）総務省「地上デジタルテレビジョン放送に関する浸透度調査」 

図表3 携帯電話等で視聴できる
ことの評価
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3 通信・放送分野における事業者の相互参入・事
業連携

サービス名 電話サービス 
インターネット 
接続サービス 映像配信サービス 

3サービス込みの 
基本料金 ※1

※ぷららネットワークス 

※NTT 西 

※OCN（NTTコミュニケーションズ） 

※KDDI

※KDDI＋連携ケーブルテレビ会社 

※ソフトバンクグループ 

※ジェイコム東京 

ぷらら光　トリプルパック 
 
 

フレッツ光プレミアム※2 

（NTT西＋OCN＋オンデマンドTV） 
 

OCN 光 with フレッツ 
 
 

KDDI 光プラス 
 
 

ケーブルプラス 
 
 
 

Yahoo BB光 TV package 
 

J:COM 
 
 

※ぷららネットワークス提供 

※OCN提供 

※OCN提供 

※KDDI提供 

※KDDI提供 

※Yahoo BB提供 

※ジェイコム東京提供 

ぷららフォン for フレッツ間無料 
国内8.4円（3分間） 
 

ドットフォン間無料 
国内8.4円（3分間） 
 

ドットフォン間無料 
国内8.4円（3分間） 
 

光プラス間等無料 
国内8.4円（3分間） 
 

 県内8.4円（3分間） 
 県外15.75円/3分 
 
 

BBフォン間無料 
国内8.4円（3分間） 
 

市内8.3円（3分間） 
J:COM Phone間 5.3円（3分間） 
 

※ぷららネットワークス提供 

※OCN提供 

※OCN提供 

※KDDI（DION）提供 

※連携ケーブルテレビ会社提供 

※Yahoo BB提供 

※ジェイコム東京提供 

最大100Mbps 
 
 

最大100Mbps 
 
 

最大100Mbps 
 
 

最大1Gbps 
 
 

各ケーブルテレビ会社のサー 
ビスによる 
参考：最大100～20Mbps 
 
 
最大100Mbps 
 
 

最大30Mbps 
 
 

※オンラインティーヴィ（4thMEDIA）提供 

※アイキャスト（多チャンネル放送）、 
　オンデマンドTV（VOD）提供 

※OCN提供 

※KDDI提供 

※連携ケーブルテレビ会社提供 

※ビー・ビー・ケーブル提供 

※ジェイコム東京提供 

多チャンネル放送（50ch以上）、 
VOD（4～5,000本） 
 

多チャンネル放送（21ch、CS番組）、 
VOD（約3,000本） 
 

VOD（100タイトル見放題） 
 
 

多チャンネル放送（30ch、CS番組） 
VOD（約4,500本）、通信カラオケ 
 

各ケーブルテレビ会社のサービスによる 
参考：多チャンネル放送（100ch、地上・ 
BS・CS）等 

多チャンネル放送（41ch、CS番組） 
VOD（約5,000本） 
 

ケーブルテレビ多チャンネル放送（81ch、 
地上・BS・CS番組）、VOD（約3,500本） 
 

9,849円（一戸建） 
7,066円（マンション） 

8,683円（一戸建） 
7,024円（集合住宅） 

8,694円（一戸建） 
6,174円（集合住宅） 

9,555円（一戸建） 
7,245円（マンション） 
（KDDIまとめて割引適用時） 

各ケーブルテレビ会社に 
より料金は異なるがJCN 
千葉の場合 
9,496円 

7,234円（一戸建） 
4,189円（集合住宅） 

11,350円 

 

総務省「通信・放送の在り方に関する懇談会」資料により作成 

※1　テレビ放送にベーシック多チャンネル放送プランを選んだ場合の料金を基本としているが、各サービス内容が異なるため、一概に料金の比較はできない 
※2　フレッツ光プレミアムについては、インターネット接続サービス、映像配信サービスについては、他のサービス提供会社を選択可能 

図表1-3-9 トリプルプレイサービスの事例
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発表時期 事業連携の内容 サービス検討内容 

2005/5

2005/9

2005/9

2005/12

2005/12

2006/2

インデックス、民放キー局等＊を引受先とする第三者
割当増資 
＊スカイパーフェクトコミュニケーションズ、フジテレビジ
ョン、東京放送、日本テレビ放送網、テレビ朝日 

ワンセグなど放送とモバイルメディアが結合する領域
へ積極取組 

東京放送、三井物産 
「携帯電話インターネットサービス事業の新会社TMモ
バイル企画を設立」 

ワンセグのデータ放送領域を活用した携帯電話インタ
ーネットサービス事業における、新たな事業展開を検
討 

東京放送、イーアクセスの携帯電話事業子会社イーモ
バイルに出資 

ワンセグへの対応、モバイルブロードバンドに対応し
たコンテンツサービスの企画、放送とデータ通信が　
連携する、番組連動型サービスの提供等を検討 

インデックス、テレビ局9社＊に第三者割当による新
株発行及び業務提携 
＊朝日放送、名古屋テレビ放送、テレビ東京、讀賣テレビ放送、
関西テレビ放送、毎日放送、東海テレビ放送、中部日本放送、
中京テレビ放送 

ワンセグ向けのシステム開発、テレビとモバイルを連
動させたコマースビジネス、モバイルコンテンツを活
用したテレビとの連携ビジネス 

NTTドコモ、フジテレビジョンの株式を取得 通信と放送が連携した新しいサービスの開発を検討 

NTTドコモ、日本テレビ放送網と業務提携 ワンセグ向けデータ放送とiモードの連携サービス共
同開発。携帯向け配信番組制作のコンテンツファンド
（LLP）設立 

2006/3 KDDIとテレビ朝日 
ワンセグの共同事業検証（業務提携） 

ワンセグサービスとEZweb上の様々なサービスが連
動する試験サービスの実施。ビジネスモデル・サービ
スモデルの確立に向けた共同検討・検証 

2006/5 日本テレビ放送網、リクルート 
「ワンセグ」を活用した「放送・通信連携サービス」で業
務提携  

リクルートの雑誌と日本テレビのワンセグを連携させ
た飲食店検索及びクーポンサービスを提供。ワンセグ
のデータ放送領域内にサイトを共同構築 

 

各社ホームページにより作成 

図表1-3-10 「ワンセグ」に関する放送事業者と他業種の事業連携の事例

4 通信・放送の在り方に関する懇談会
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インターネットの潜在的能力を有効に活用することによって、従来（Web1.0）とは異なる新しいウェ
ブの世界を構築する概念 

→ウェブをプラットフォーム（共通基盤）化することで、ソフト・ハード等の区別による制約を排除し、多様
な知識の集結、多様な形態の協働を実現 

①利用者参加：消費者発信型メディアによる情報発信 
ex.ブログ、SNS、オンライン百科事典（Wikipedia） 

②オープン志向：蓄積された情報（データベース）及び情報技術等の公開 
ex.グーグル、アマゾン等のデータベース及びAPI（自社システムへのアクセス方法等）の公開 

Web2.0の特色を活用し、多様で小規模な商品需要（ロングテール）の市場化 
ex.アマゾンの書籍販売（全体の売上の約1/3が、一般の書店では販売困難な書籍） 
     グーグルの広告商品（多数の消費者発信型メディア（ブログ等）を広告対象） 

基本コンセプト 

特　色 

ロングテール現象 

図表1-4-1 Web2.0の概要

１Web2.0とは、テクノロジー関連のマニュアルや書籍の出版社である米国のO'reilly MediaのCEO、Tim O'Reillyが提唱した概念であり、従来
（Web1.0）とは異なる新しいウェブの世界の特徴、技術やサービスの開発姿勢の総称である

第 節
ユビキタスネットワークによる
新しい潮流

SECTION 04
4

1 Web2.0という新しい潮流
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2 Web2.0の概念

２利用者が各商品に対するコメントを付す機能。掲載された情報は購入に際して参考情報として利用されている
３この開発手法は、「マッシュアップ」と呼ばれている

ウィキペディアは、すべての内容がインターネット上の不特定多数のメンバーの手によって共同制作さ

れるフリーの百科事典である。ウィキペディアには決まった著者はおらず、コミュニティに参加すること

で、誰でも随時、項目の追加や内容の追記・修正を行うことができる。一つの項目について多くの人が関

わり、新たな項目を追加し、間違いや古い項目を修正しながら、絶えず成長していく。内容の信頼性など

について疑問や批判もあるものの、無料でありながら既存の辞書にはない幅広い情報がカバーされている。

ウィキペディアは「利用者参加」と「オープン志向」を体現したWeb2.0の典型的なサービスと言われている。

ウィキペディアC O L U M N
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販売数 

商品種類 
 

残り80％の他商品 上位20％商品 
（売れ筋商品） 

ロングテール 

伝
統
的
市
場 

パレートの法則（伝統的マーケティングにおける経験則） 

アマゾンの書籍販売の例 
売上げの約80％が当該部
分より確保 

需要の小さい商品群であっても、ネット
ワークを活用して需要を束ねることで、
一定の売上規模に達することが可能 

多様で小規模な需要に対応 

売上の80％は、上位20％の商品によりもたらされる 
（下位80％の商品すなわちロングテール部分によりもた
らされる売上は20％に過ぎない） 

ネットワークを活用することで、売上の約3分の１をロ
ングテール部分から獲得 

図表1-4-2 ロングテール現象の概要

４なお菅谷（2006）では、実際のインターネットで販売活動を行っている業者のデータから、ロングテール現象の検証を行っている。これによれば、
インターネット販売が主体の場合、上位20％がもたらす売上は全体の41％となっており、残りの80％のロングテール部分が、売上の過半数の
59％を占めていること、また25万点の商品のうち、「一度も売れたことのない」商品が22万4千点、すなわち全商品の90％も存在していたことが
報告されている
５これは、ウェブ上に追加コストなくほぼ無限に商品を掲載可能であることが背景にある

3 ロングテール現象
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1 インターネットとオープンソース

2 OSSの影響

Linux、FreeBSD、Darwin 

Apache（WWWサーバー） 

BIND（DNSサーバー） 

sendmail（メール・サーバー） 

Zope（アプリケーションサーバー）

Samba（ファイル共有サーバー） 

MySQL、PostgreSQL 

GNOME、KDE 

Mozilla（ブラウザ） 

StarOffice／OpenOffice.org 

　　　　（オフィススイート） 

GIMP（グラフィックス・エディタ）

Perl、Python、Ruby、Tcl／Tk 

 

オペレーティングシステム 

インターネットサーバー 

 

 

 

 

データベース 

デスクトップ統合環境 

デスクトップ・ソフトウェア 

 

 

 

スクリプト言語 

 

 

オープンソース･ソフトウェアの例 分類 

ソフトウェア情報センター「オープンソース・ソフトウェアの現状と 
今後の課題について」により作成 

図表1-4-3 システム別のオープンソース・ソフトウ
ェアの例

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

Eclipse

KDE

Mozilla

MySQL

Tomcat

GNOME

PHP

BIND

PostgreSQL

Perl

Samba

sendmail

Apache

（出典）インプレス／矢野経済研究所「Linuxオープンソース白書2006」

（％）
79.4

70.450.0

46.7
59.3

24.1
44.8

41.2
35.2
36.4

35.8
44.410.2

32.718.5
16.7
22.40.9

3.7
9.3

24.1

 2.8

14.8

25.0
21.2

24.1

23.13.7
20.0

20.0

13.3

11.1
3.7

10.3
1.9 
0.9
7.4
7.4

1.9

商品UNIXWindowsLinux

図表1-4-4 OS別利用オープンソース・ソフトウェア
の種類

６厳密にはOpen Source Initiative（OSI）が定めた「The Open Source Definition（OSD）」と呼ばれる定義を満たすソフトウェアである
７業務系OSSでは、例えば、外食チェーン向けの食材受発注システムの「セルベッサ」や座席予約管理システムの「ガラガラドア」、美容院向け
WebPOSシステムの「フランシーヌ」、日本医師会総合政策研究機構が開発した病院や診療所の医療報酬明細書（レセプト）処理ソフトである
「日医標準レセプトソフト」、長崎県が開発した電子自治体システム等がある。前川（2005）

4 オープン化の流れとコラボレーションの進展
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3 ソフトウェア分野の特色

（出典）経済産業省「平成16年特定サービス産業実態調査（確報）」

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
（十億円） 

2004 （年） 200320022001200019991998

5,147.0 5,496.9 5,707.0
6,763.4 6,868.2 6,637.2 6,786.0

8,292.7

1,506.7

8,081.6

1,444.4

8,299.8

1,431.6

8,246.1

1,482.76,695.26,387.8
6,025.3

878.3 890.9 988.2

受注ソフトウェア開発 ソフトウェア・プロダクツ 

図表1-4-5 ソフトウェア売上高の推移

８ソフトウェアという場合、狭義にはコンピュータ・プログラムと同じであるが、広義にはコンピュータが扱うプログラム以外のデータを含めてソ
フトウェアと呼ぶ場合もある。大きくOSとアプリケーションに分けられる。また、特定の利用者のニーズに合わせて個別に開発されるオーダー
メイドのソフトウェアと、不特定多数の利用者を対象に開発・販売されるパッケージソフトに分けることができる
９中小ベンダーがリスクを負いきれない要因の一つとして、請負契約の形態が挙げられる。ソフトウェア開発の契約は定額契約となることが多く、
この場合、コストを抑えることができれば利益を得ることができるものの、コストが膨らんだ場合には赤字になり、プロジェクトを中断してしま
えば全く対価を受け取ることができなくなる。また、成果物を納品するまで対価を受け取ることができないため、開発期間の長いプロジェクトで
は、資金調達上の制約も生じる
10元請と下請の契約は、人月単価の人材の派遣としての契約であることが多く、利益率は低いものの赤字のリスクも少なく、中小ベンダーが請け負
いやすい

（出典）（社）電子情報技術産業協会、（社）日本パーソナルコンピュータソ
フトウェア協会、（社）情報サービス産業協会「2005年コンピュ
ータソフトウェア分野における海外取引および外国人就労等に関
する実態調査」 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000
（百万円） 

2004 （年） 200320022001

9,263

255,143

9,315

296,253

9,213

290,131

31,990

364,583

輸出 輸入 

図表1-4-6 ソフトウェア輸出入の推移
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※　1999年は出向・派遣者（受入）を除く 
 

（出典）経済産業省「平成16年特定サービス産業実態調査（確報）」

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
（人） 

2004 （年） 20032002200120001999

215,459 218,479 224,237 231,478 240,126 241,317

105,688

569,542567,467

114,798 

569,823

113,676

565,115

111,792110,180

547,928

109,599

9,184 7,633 8,187 7,296
7,398
8,067

90,890 87,600 91,121

90,981

90,708 89,343 94,080 

83,910

36,480

84,227

31,575

91,573

35,09238,797

91,570

32,466

109,619

534,751

システムエンジニア プログラマー 研究員 管理・営業部門 その他 出向・派遣者（受入） 

図表1-4-7 情報サービス業の職種別就業者数

11ネットワーク効果とは、ある財やサービスから得られる個人の効用がそれを利用する者の人数に依存すること等を指す。他の例として電話やFAX
等が挙げられる
12ロックイン効果とは、長期間継続して、同じ財やサービスを利用することで、乗り換え費用が高まり、容易に他の財やサービスに乗り換えること
ができなくなることを指す。他の例としてはキーボード等が挙げられる

ソフトウェアにはネットワーク効果 が働く。数

多くの利用者がいる特定のジャンルのソフトウェア

市場に互換性のない二つのパッケージソフトがあっ

たと仮定した場合、少しでも利用者の多いソフトを

購入した方が便益は大きくなる。ネットワーク効果

が働く市場では、強者はますます強くなり、市場か

ら得られる利益のほとんどすべては勝者が得ること

になる。パソコンのOSやワープロソフト、表計算

ソフトの歴史が良い事例である。

また、ソフトウェアは、ロックイン効果（囲い込

み効果） が発生しやすい。業務等で継続して長期

間ソフトウェアを利用していると、他のベンダーの

ソフトウェアに簡単に乗り換えることはできない。

ソフトウェアが扱うデータの形式やソフトウェアの操作方法等が異なるために、乗り換えるコスト（スイ

ッチング・コスト）が発生するからである。あるソフトウェアの利用者は、そのソフトウェアに習熟すれ

ばするほどスイッチング・コストは高くなる。また、ソフトウェアのベンダーは、新しい機能を追加する

アップグレードを繰り返すことによって高いスイッチング・コストを維持しようとする。

世界におけるOSのマーケット・シェアを見ると、パソコンOSでは米国企業1社で95.9％を占めている。

また、高機能携帯電話OSでは英国企業1社で67.6％となっており、ここ数年シェアを伸ばしている（図表）。

ソフトウェアのネットワーク効果とロックイン効果C O L U M N

パソコンOS

その他 
4.1％ 

※　出荷台数ベース 

その他 
32.4％ 

高機能携帯電話OS

A社（米国） 
95.9％ 

B社（英国） 
67.6％ 

（出典）ガートナー データクエスト（2006年4月（パソコンOS）、
3月（高機能携帯電話OS）） 

図表　世界におけるOSのマーケット・シェア
（2005年）
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2 ブログ

１家電製品等の価格比較情報を提供している「価格ドットコム」や化粧品関連情報を提供する「アットコスメ」の掲示板等消費者の口コミをまとめ
たサイトも、「はてな」等のQ＆Aサイトも、CGMである
２同一のSNSに複数登録をしている人を含む
３ただし、それぞれの数値は、集計方法、集計対象事業者が異なっているため、単純比較できない
４相手のブログの記事にリンクをつけたときに、自動的にその旨を通知する機能。従来のリンクと異なり、相互リンクの形成が容易になり、ウェブ
の構造化に有効になる。ブログの代表的機能の一つ
５RSS（Rich Site Summary）とは、ウェブコンテンツの見出しや要約等のメタデータを記述するための文書フォーマットの総称。しばしば、ブロ
グでの更新情報の配信として用いられている。また、音声データファイルを公開するための方法であるポッドキャスティングにも使われている
６大和総研（2004）

（出典）「ICTと購買行動調査」 

化粧品 
購入者 

電化製品 
購入者 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

22.7

30.9 35.5 27.3 0.8

37.5 30.3 0.8

7.2

1.5

1.6

3.9

１件以下 4～7件 2～3件 
8～10件 21件以上 11～20件 

図表1-5-2 ブログ開設者の1週間当たりの書き込み件数

1 消費者発信型メディアとネットワークの価値

335

111

473
399

868

716 
 

（万人） 

総務省「ブログ及びSNSの登録者数」により作成 

0

200

400

600

800

1,000

2006・3（年月） 2005・92005・3

ブログ SNS

図表1-5-1 ブログ及びSNSの登録者数の推移
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3 SNS

4 ネットワークコミュニティの影響力

７例えば、SNSに登録している無名歌手の中から、利用者のアクセス数が多い歌手を自社のレーベルで売り出している米国の「マイスペース」や、
個人の登録ページを飾るデジタルアイテムの販売を売上げの主軸に置いている韓国の「サイワールド」等が存在する

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」 

新製品の開発 

顧客満足、商品の評判の調査 

顧客の囲い込み 

販売促進 

社内のコミュニケーション、 
ナレッジマネジメント 

広報など企業イメージの向上 

0 2 4 6 8 10 12 14（％） 

8.7 3.2

6.1 3.2 9.3

6.0 3.0 9.0

2.8 2.1 4.9

1.7 3.0 4.7

2.1 2.5 4.6

11.9

自社で開設 自社以外のものを利用 

図表1-5-3 企業のブログ・SNS利用状況
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８服部（2006）
９editorsweblog.orgによるOhmyNews Internationalのディレクター Jean K. Min氏へのインタビュー記事（2005年4月）参照

災害報道

新潟中越地震において、ブロガー（ブログをしている人）は、被害の様子や生活情報、必要とされてい

る支援物資、ボランティアの活動状況など、有益な情報を発信した。また、被災地のブロガーから連絡を

受けたブロガーがまた別のブロガーへと情報のリレーが行われた。

市民ジャーナリズム

韓国では、「オーマイニュース（OhmyNews）」という市民記者の投稿によるニュースサイトがある。

2003年に発足し、サイトに登録した人は誰もが「記者」になる仕組みとなっている。市民記者は、実名を

使えば好きなことをサイトに掲載できる権限を与えられ、その著作権はオーマイニュースとの共有となる。

多いときには、約3万7,000人の市民記者が、毎日150～200本の記事を寄せていた。

ジャーナリズム化しつつある消費者発信型メディアC O L U M N

口コミサイト

口コミサイトは、投稿者が実際に体験した感想や意見等を掲示板に書き込み、閲覧者がそれを商品購入

やサービス利用等の判断材料に使うインターネット上の掲示板のことである。代表例として化粧品関連の

「アットコスメ」や価格比較サイト「価格ドットコム」等がある。

また、口コミサイトは、商品やサービスを提供する企業にとって、消費者の製品評価を容易に知ること

ができるという点で重要なマーケティング手段となっている。さらに、購入動機や商品やサービスの課題、

新商品へのアイデア等の情報を活用して、効果の高いマーケティング戦略を展開することができる。

カリスマ消費者

多様な個人による情報発信が容易になるに従い、

情報の信頼性の確保が重要となる。ネット上の口

コミ情報の信頼性の根拠としては、誰が発言して

いるかという「発言者の信用」が重視されており、

発信者に対する信用は、情報の信頼性と密接に関

係している。

このため、例えば、生活情報サイト「オールア

バウト」では、約300の商品分野について消費者を

専属の「ガイド」として活用し、広く商品の評価

を提供している。この「ガイド」の中には、カリ

スマ的な影響力を持つ消費者もおり、10万人を超

える読者を抱える場合もある。

消費者発信型メディアの台頭C O L U M N

（出典）gooリサーチ「口コミについてのアンケート」 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（％） 

企業やマスコミの公式情報 
と照らし合わせて確認する 

信用できる発信者の発言 
だけを参考にする 

27.45 56.08 16.47

24.12 57.97 17.91

重要視している やや重要視している 
重要視していない 

図表　信頼できるネット上の口コミ情報を得るた
めにしていること（2005年3月）
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地域におけるネットワーク活用C O L U M N

10 総務省「住民参画システム利用の手引き」（http://www.soumu.go.jp/denshijiti/ict/index.html）参照

熊本県八代市「ごろっとやっちろ」

熊本県八代市では、地域ポータルサイト「ごろっとやっちろ」という電子掲示板を立ち上げていたが、

利用者が少なかった。そこでSNSに目をつけた。

実際、SNSを構築したところ、それまでの2倍以上のアクセスが集まり、アクティブ・メンバー数も4倍

近く増えた。また、実名で発言しにくい、トラブルが生じるという掲示板での問題点も解決された。八代

市で使用しているSNSのソースコードは「open―gorotto」として無償公開されており、神奈川県川崎市で

は「open―gorotto」を利用したSNSの構築を開始している。

千代田区・長岡市の地域SNS実証実験　

総務省では、東京都千代田区と新潟県長岡市において、ICTを活用した住民参画を促進するため、地域

SNSと公的個人認証サービスに対応した電子アンケートシステムの実証実験を行った。

千代田区では、地域SNSに903名が参加し、125のコミュニティが設置された（2006年2月15日現在）。具

体的な取組の事例としては、地域で発生した事件に関する情報を「行政のお知らせ」で報道機関より早く

知らせ、それを受けてコミュニティでトピックとして取り上げたこと、公共交通機関の運休や遅延などの

情報をいち早く配信したこと、コミュニティで路上喫煙について議論し、議論の内容を受けて公的個人認

証サービスを活用した電子アンケートを行ったこと、等が挙げられる。

一方、長岡市では、地域SNSに307名が参加し、64のコミュニティが設置された（2006年2月15日現在）。

具体的な取組の事例としては、実際に発生した大規模な停電に関する情報が「行政からのお知らせ」や

コミュニティで配信されたこと、コミュニティで市民から公園の木が倒れかかっているという情報が提供

され、市が迅速に対応したこと、雪壁や道路の凍結等報道では取り上げられない身近な情報が市民から配

信されたこと等が挙げられる 。

○昼夜の人口格差が大きい 
○企業や大学等人材の宝庫である 
○昔からの地域社会もあるが集合住宅も増加 
○全国からの来訪者も多い 
 

○在住区民と昼間区民の交流の促進 
○リアルな地域活動との連動によるコミュニティの 
　活性化 
○観光情報等の発信・受信による産業振興 
○災害時における双方向の情報発信・受信 
 

○地域コミュニティが健在 
○近年、大きな震災、水害を経験 
○合併による市域拡大 
○観光資源（花火大会）や伝統産業の存在 
 

○市民の参加、地図機能との連携による、速やかで 
　分かりやすい災害情報の発信  
○拡大した地域の魅力の発見と再認識  
○地域SNS間連携による地域間での交流 
 

大都市型 
モデル 

地域特性 実証実験での狙い 
千代田区の特性 

地域特性 実証実験での狙い 
長岡市の特性 

地方都市型 
モデル 

図表　実証実験地域モデル
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1993年度を100とした指数 

（出典）総務省「情報流通センサス調査」

60

100

140

180

220

260

300

2004（年度） 20032002200120001999199819971996199519941993

単位情報量当たりの支出 
情報通信メディアにおける情報量 
情報通信関連支出 

図表1-6-1 単位情報量当たりの支出（情報コスト）の推移

1 情報コスト低下の影響
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１購入前の商品情報収集を、「商品の認知」、「商品内容の情報収集」、「購入先の比較」といった段階に分け、調査を行った
２携帯電話からのインターネット利用も含む
３商品の認知において、インターネットから情報を得たと回答している人は38.0％、商品内容の情報収集において、「インターネットのみを活用し
た」人は34.5％、「インターネットと他を併用した」も含めると、インターネットの活用は54.4％になる。購入先の比較検討において、「インター
ネットのみを活用した」人は37.9％、「インターネットと他を併用した」も含めると、インターネットの活用は55.0％となっている

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」

0 10 20 30 40 500 10 20 30 40 500 10 20 30 40 50
（％） （％） （％） 

情報収集は行わなかった 

その他 

インターネットの個人ホームページ・ブログ 

各種サイトのバナー広告や 
ショップからの配信メール 

インターネットの掲示板 

友人や知人からの紹介・口コミ 

通販カタログ・チラシ 

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌 

インターネットのメーカーサイト 

インターネットのショッピングサイト 

店頭（商品そのもの、POP、店員の説明） 

0.0

5.8

1.2

3.9

1.0

3.4

5.5

11.5

10.1

21.7

35.8

20.6

2.4

3.3

4.3

6.2

6.2

8.9

13.2

16.9

28.2

35.3

28.7

2.0

2.2

3.5

4.4

4.7

8.0

9.4

13.7

27.8

30.6

インターネットを活用した情報収集手段 

商品の認知経路 商品内容の情報収集 購入先の比較検討 

図表1-6-2 情報収集の活用手段

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

購入先の比較検討 商品内容の情報収集 商品の認知経路 

62.0 
 

38.0

（％） （％） （％） 

45.6 
 

34.5

19.9

45.0 
 

37.9

17.1

インターネットを活用した認知手段 
インターネット以外を活用した認知手段 

インターネットのみを活用した情報収集手段 
インターネットと他を併用した情報収集手段 
インターネット以外のみを活用した情報収集手段 

インターネットのみを活用した比較検討手段 
インターネットと他を併用した比較検討手段 
インターネット以外のみを活用した比較検討手段 

図表1-6-3 情報収集に関するインターネットの活用状況

2 商品情報の収集とネットワーク
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（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

（％） （％） 

（％） （％） 

（％） （％） 

（％） （％） 

（％） （％） 

商品の認知経路 

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

38.0

37.1

21.6
26.1

37.9

34.4

34.5

28.8
38.0

38.2

26.1
13.9

37.9

34.4

28.8

32.2

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

42.4

32.4

26.1
31.0

37.9

34.4

35.7

38.0

34.5

39.2

34.4

26.1
25.0

39.3

37.9

34.4

34.4

38.0

34.5

39.2

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

48.2
38.0

43.1

26.1

29.9

34.4 
 

40.5 37.9

34.5

35.6

36.1 46.4

44.5
38.0

42.4

34.5

37.9
26.1

34.4

44.5

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

38.0

36.7

16.2

26.1
37.9

34.4

34.5
29.9

26.6

37.1

37.929.3

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

購入後の情報共有 

商品の購入・注文 購入先の比較検討 

商品内容の情報収集 

商品の認知経路 

38.0

34.4

11.7

26.1
37.9

22.7

34.5

18.0

19.3

38.0

34.4

26.1
20.0

37.9

11.8

34.5

19.2

15.9

19.0

30.435.1

28.4 34.5

53.6
38.0
49.9

34.5

51.8

26.1

37.6

34.4

7.4

書籍・雑誌 全体 

化粧品、健康食品 全体 

旅行、イベントチケット 全体 

雑貨、家具 全体 

自動車、自動車用品 全体 

食品、飲料、酒類 全体 

家電、AV機器、パソコン 全体 

CDソフト、DVDソフト 全体 

ゲームソフト、コンピュータソフト 全体 

不動産、住宅 全体 

図表1-6-4 品目別のインターネット活用状況
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3 ネットワーク活用によるマッチングの向上

0

1

2

3

4

5

6

7
（件） 

インターネット 
比較なし 

インターネット 
比較あり 

全体 

1.62

3.82

5.75

（出典）「ICTと購買行動調査」 

図表1-6-5 比較店舗数

（出典）「ICTと購買行動調査」 

－0.10

－0.05

0

0.05

0.10

5件以上 3ー5件 2ー3件 1件 

価
格
に
対
す
る
満
足
度 

店舗比較件数（店頭＋オンライン） 

－0.075
－0.066

0.057

0.095

図表1-6-6 価格満足度と店舗比較件数の関係（平均
からの差分）

4 消費者による情報発信

４実際に複数の店舗を比較することなく購入したケースはサンプルから除いている
５一方、商品の品質・性能や店舗自体の満足度との関係は見られなかった
６ただし、上記結論は、元々商品に対する関心度の高い人が、インターネットを使って多く店舗を比較し、結果満足度も高くなっている可能性を否
定することはできない。分析の詳細については、付注9を参照

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

購入後に使用感・評価等 
の伝達はしなかった 

その他 

インターネットの 
掲示板で伝達した 

インターネットの個人 
ホームページ・ブログ 

で伝達した 

メールで伝達した 

直に話して伝達した 
（電話を含む） 

74.4

1.5

3.4

3.7

6.3

15.4

0 20 40 60 80 100
（％） 

インターネットを活用した情報共有手段 

図表1-6-7 商品の使用感・評価などに関する他者と
の共有手段
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0 20 40 60 80 100

分からない 
そのような企業活動は行っていない 
インターネットを活用する予定はない 
インターネットの活用を検討している 
インターネットを活用している 

製品評価・顧客ニーズ収集 
のためのコミュニティ運営 

一般消費者への販売 

他企業への販売 

他企業からの調達 

自社の顧客サポート 

自社の人材募集 
（求人・採用） 

自社の製品・サービス情報の 
掲載・告知 

自社の会社概要・IR情報の 
掲載・告知 

（％） 

86.4

83.6

73.6

5.8
1.5 5.9

0.4

6.7
2.3 6.7

0.7

7.78.08.4 2.3

48.5

36.6

29.0

29.5

22.8

14.5 14.9 19.3 2.8

13.6 15.4 28.0 6.5

14.3 18.4 31.9 6.5

11.012.3 43.2 3.9

16.8  18.0 35.4 7.0

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」 

図表1-7-2 企業活動別のインターネットの活用状況

0

5.0×1016

1.0×1016

1.5×1016

2.0×1016
情報量（ワード） 

（年度）1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

（出典）総務省「情報流通センサス調査」 

インターネット 
インターネットを除く情報通信メディア 

図表1-7-1 消費者が接する情報量の推移

１「平成17年通信利用動向調査」によれば、85.6％の企業が自社のホームページを開設している

第 節 企業の新しい広告戦略

SECTION 07
7

1 広告活動におけるネットワーク活用
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1 インターネット広告の現状

2 インターネット広告

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（億円） 

2005（年） 200420032002200120001999199819971996
54,000

55,000

56,000

57,000

58,000

59,000

60,000

61,000

62,000
（億円） 

電通資料により作成 

57,715

16 60 114
241

590
735

845

1,183

1,814

2,808

59,961

57,711

56,996 
 

61,102

60,580 
 

57,032

56,841

58,571

59,625

総広告費（右軸） インターネット広告費（左軸） 

図表1-7-3 インターネット広告費の推移

２電通「2005年日本の広告費」（http：//www.dentsu.co.jp/marketing/adex/adex2005/_media5.html#internet）
３同上
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2 インターネット広告事業者

メディアレップ 

インターネット広告専業事業者 

広告主 広告代理店 メディアレップ インターネット媒体 

広告費 

広告企画提案 

広告出稿依頼 

広告企画提案 

広告枠の購入 

広告枠の販売 

広告主 インターネット 
広告専業事業者 

インターネット媒体 

広告費 

広告枠の販売 

広告枠の購入 

広告枠の販売 

図表1-7-6 メディアレップとインターネット広告専業事業者

４サイバーエージェント、サイバー・コミュニケーションズ、セプテーニ及びまぐクリックの4社

その他 
20,306

ラジオ 
1,778

インターネット 
2,808

雑誌 
3,945

新聞 
10,377

テレビ 
20,411

電通資料により作成 

（億円） 

総広告費： 
59,625 

図表1-7-4 媒体別広告費（2005年）

（年度）
0

200
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800

1,000

2004200320022001

各社発表資料及び会社四季報により作成 

（億円） 

295

408

575

889

図表1-7-5 インターネット広告専業事業者の売上高
の合計の推移（大手4社の合計）
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インターネット広告は、インターネット利用者の

クリック数やクリック後の商品の購入の有無等を因

数として広告効果を数値で表すことができるため、

従来の広告と比べて広告効果を把握しやすく、広告

効果を高めるための手法が具体的に確立されつつあ

る。しかし、広告主である企業は一般的にこのよう

な手法に精通していないため、インターネット広告

を行う場合は、インターネット広告事業者、検索エ

ンジンマーケティング（SEM）会社等と取引を行う

ことが多い。

なお、インターネット広告を主な広告手段とする

ネット関連企業は、ここ数年、インターネット広告

事業者に対する出資額を増加させている。

広告主とインターネット広告事業者C O L U M N

20042003200220012000 （年度） 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

20

40

60

80

100

上位10位までの大株主合計 
総合広告会社 
ネット関連企業 
各社の時価総額の合計（右軸） 

各社発表資料及び会社四季報により作成 

4,283

1,434

37％ 

80％ 

72％ 

30％ 

17％ 
10％ 

5％ 3％ 9％ 

505

37％ 

88％ 

884

47％ 

91％ 

1,438

38％ 

94％ 

※　「ネット関連企業」（「総合広告会社」）の数値は、少なくとも一つのインターネッ
ト広告事業者に対して持ち株比率上位10位までに含まれる「ネット関連企業」（
「総合広告会社」）について、各インターネット広告事業者に対する出資額（上
位11位以下に含まれる場合は0）を合計し、全インターネット広告事業者の
時価総額合計で割った比率 

※　「上位10位までの大株主合計」の数値は、持ち株比率上位10位までの出資額の
合計を全インターネット広告事業者について足し合わせたものを、全インター
ネット広告事業者の時価総額合計で割った比率 

※　「各社の時価総額の合計」は、インターネット広告事業者各社の年度末の数値の
合計 

（％） （億円） 

図表　インターネット広告事業者に対する出資額
の推移（大手7社の合計）

５オプト、サイバーエージェント、サイバー・コミュニケーションズ、セプテーニ、デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム、まぐクリック
及びライブドアマーケティングの7社



平成18年版　情報通信白書54

第

章
1

SECTION 07

第　節7 企業の新しい広告戦略

ユ
ビ
キ
タ
ス
エ
コ
ノ
ミ
ー

3 アフィリエイトとリコメンデーション

矢野経済研究所資料により作成 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（百万円） 

2005年度見込 2004年度 2003年度 2002年度 

パソコン 携帯 

3,590 
340 
 

3,250 
 
 

7,670 
600 
 

7,070 
 

17,740 
 

2,610 
 

15,130

31,435 
 

6,260 
 

 
 

25,175

図表1-7-7 アフィリエイトサービス市場規模
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サイト名 運営企業名 サイト内容 

ゴルフダイジェスト・ 
オンライン 

アイスタイル 

ぐるなび 

エン・ジャパン 

ショウタイム 

ゴルフ関連ニュース・情報、ゴルフ用品販売、ゴルフ場予約 

女性向けコスメ情報 

グルメ情報 

新卒、転職、派遣等の求人情報 

エンタメ系映像コンテンツ 

ゴルフダイジェスト・ 
オンライン 

オールアバウト 
ビジネス・住宅・暮らし、パソコン・グルメ・旅行・健康等 
ジャンル別の専門家書き下ろし 

AllAbout

@cosme 

ぐるなび 

［en］ 

Showtime

（出典）みずほコーポレート銀行産業調査部「みずほ産業調査」（2006 No.1 19号） 

図表1-7-9 主要専門ポータルサイトの具体例

サイト名 運営企業名  利用者数（千）  利用頻度（回/人・月） 

ヤフー 

マイクロソフト 

楽天 

NTTレゾナント 

エキサイト 

24,228 

12,773 

12,447 

7,531 

5,541

17.0 

7.5 

6.3 

4.4 

4.2

リーチ（％） 

78.7 

41.5 

40.4 

24.5 

18.0

Yahoo! JAPAN 

MSN 

Infoseek 

goo 

Excite

（出典）みずほコーポレート銀行産業調査部「みずほ産業調査」（2006 No.1 19号） 

図表1-7-8 主要総合ポータルサイトの現状

3 ポータルサイト
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1 検索エンジンの概要

2 進化する検索システム

4 検索エンジン
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3 検索システムの広告への応用

図表1-7-10 検索結果を地図上に表示する検索エンジン

６初期のコンテンツ連動型広告では、対象媒体のウェブサイトの内容にできるだけ即した広告を表示させるべく、同ウェブサイトに対して全文検索
を行い、単語の出現数を基準として出現数の多い単語に関連する広告を表示するといった仕組みになっていた
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Googleは1998年、スタンフォード大学の博士課程に在籍していた2人の学生が、既存のロボット型検索

エンジンの問題解決等を目的として立ち上げた企業である。Googleは「世界中の情報を組織化し、誰でも

アクセス可能とすること」を掲げ、自前の検索エンジンをポータルサイトに供給することからビジネスを

開始した。現在のビジネス領域は、検索結果連動型広告、コンテンツ連動型広告の配信からウェブメール

サービス、地図情報提供サービスに至るまで、多岐にわたっている。同社の収入源の大半は広告収入であ

るが、売上高は急速に増加しており、2005年度には61億3,900万ドルに達している。

Googleは、ウェブをプラットフォームとしてすべてのサービスを提供しており、Web2.0企業の代表格と

なっている。ウェブをプラットフォームとすることで、将来、OSやブラウザ、パソコンや携帯電話といった

ソフトウェアやデバイスの違いは問われなくなる可能性がある。つまりGoogleが展開するウェブプラット

フォームビジネスでは、利用デバイスさえ携帯していれば、どこにいようと世界中の情報の中から必要な

情報にアクセスし、Googleの提供するアプリケーションを利用することができるようになる可能性がある。

Googleが業界や利用者に与えた影響は非常に大きく、「Google効果」とも呼ばれている。主な影響として

は、①ウェブベースでの無料のサービス・アプリケーションの提供、②データベースやAPIの公開、の2点

がある。

ソフトウェアの有料での購入が定着する中、ウェブベースで無料のサービスを提供するというモデルを

採り入れたGoogleの戦略は、Web2.0という新しい潮流を生み出す一つの契機となった。

データベースやAPIの公開も同様に業界へ浸透しており、規模を問わず多くの企業が追随している。その

結果、公開された様々な情報や技術を組み合わせることで、新たなサービスを生み出す「マッシュアップ」

が流行し、個性的な多くの新サービスが登場している。

Googleの概要

GoogleプラットフォームビジネスC O L U M N

0

200

400

600

800

1,000

1,200

Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅳ Ⅲ 
20052004

Ⅱ Ⅰ 

（100万ドル） 

334304
343 346

412 384

530
490

657
584

737

630

885

675

1,098

799

AdSenseGoogle Website

Google IR資料により作成 

図表　売上高の推移
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第 節 市場効率性の向上

SECTION 08
8

1 一般消費者向けの電子商取引の現状

電子商取引化率（%） 
消費者向け電子商取引（2004年)  

前年比（%） 市場規模（億円） 
消費者向けモバイルコマース 

モバイル率（％） 市場規模（億円） 
商品・サービスセグメント 

パソコン及び関連製品 
家電 
旅行 
エンタテインメント 
書籍・音楽 
衣料・アクセサリー 
食品・飲料 
医薬・化粧品・健康食品 
趣味・雑貨・家具・その他 
自動車 
不動産 
金融 
金融（銀行・証券等） 
金融（生損保） 

各種サービス 

合計 

2,620 
1,190 
6,610 
4,210 
2,070 
1,830 
2,990 
2,220 
3,420 
6,560 
10,490 
3,210 
2,110 
1,100 
9,010 

56,430

16.6 
1.8 
4.7 
3.5 
6.7 
1.4 
0.7 
4.1 
1.3 
5.2 
2.4 
1.0 
16.8 
0.4 
1.6 

2.1

1.9 
1.7 
9.5 
49.4 
34.8 
18.6 
7.7 
16.2 
16.1 
3.4 
1.9 
6.5 
― 
― 
45.5 

17.2

111.5 
141.7 
139.5 
127.6 
150.0 
111.6 
136.5 
144.2 
132.6 
108.8 
115.0 
149.3 
144.5 
159.4 
141.2 

127.6

50 
20 
630 
2,080 
720 
340 
230 
360 
550 
220 
200 
210 
― 
― 
4,100 

9,710

（出典）経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、NTTデータ経営研究所「電子商取引に関する実態・市場規模調査」 

図表1-8-1 消費者向け電子商取引及びモバイルコマースの内訳

１経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、NTTデータ経営研究所「電子商取引に関する実態・市場規模調査」

2 一般消費者向け（B2C）の電子商取引

1 取引のネットワーク化
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2 一般消費者向けの電子商取引の利用状況

（億円） （億円） 

（出典）経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、NTTデータ経営研究所「電子商取引に関する実態・市場規模調査」 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2004 （年） 2003200220012000
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

590

8,240 1,205

14,840
3,210

26,850

7,770
44,240

9,710

56,430

消費者向け電子商取引の市場規模（左軸） 消費者向けモバイルコマースの市場規模（右軸） 

図表1-8-2 消費者向け電子商取引の市場規模の推移

（％） 

 音楽のデジタルコンテンツ 
の入手・聴取 

 動画・画像のデジタル 
コンテンツの入手・視聴 

 物品・サービスの 
購入・取引 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

39.7

8.6

19.1

11.2

16.3

26.2

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

パソコン 携帯電話等 

図表1-8-4 端末別ネットショッピングの利用状況

（％） 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

その他 

金融取引 

旅行関係 

食料品 

パソコン関連 

各種チケット・クーポン・ 
商品券 

衣料品・アクセサリー類 

趣味関連品・雑貨 

書籍・CD・DVD

0 10 20 30 40 50

40.4
13.8

38.1
20.7

33.7
27.7
26.3

18.2
25.3

3.4
21.9

8.5
21.5

8.2
14.9

8.3
11.4

4.2

パソコン 携帯電話等 

図表1-8-3 ネットショッピングでの購入品目

２総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」
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3 一般消費者向けの電子商取引の事例

 （出典）NECダイレクトホームページ3

図表1-8-5 パソコンにおけるカスタマイズの例

Amazon.co.jpホームページ4により作成（2006年3月31日時点） 

図表1-8-6 AmazonマーケットプレイスTMの出品例

（出典）Oisixホームページ5

図表1-8-7 Oisix（オイシックス）における商品情報
の提供例

３NECダイレクトホームページ（http://www.necdirect.jp）
４Amazon.co.jpホームページ（http://www.amazon.co.jp）
５Oisixホームページ（http://www.oisix.com）
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（出典）楽天トラベルホームページ6

図表1-8-8 楽天トラベルにおける宿泊の予約例

（出典）ぴあホームページ7

図表1-8-9 ぴあにおけるチケットの引き取り例

６楽天トラベルホームページ（http://travel.rakuten.co.jp）
７ぴあホームページ（http://pia.jp/t）
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4 電子商取引と価格調整

－4,000

－2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
（円） 

C社製 
デスクトップ 
パソコン 

B社製 
デスクトップ 
パソコン 

A社製 
デスクトップ 
パソコン 

C社製 
ノート 
パソコン 

B社製 
ノート 
パソコン 

A社製 
ノート 
パソコン 

（出典）「ICTと購買行動調査」 

※　実店舗平均価格－ネットショップ平均価格の差の値を示している 

－2,042 －2,052

11,989

5,873 6,418

2,237

11,562

7,284

396

3,729

－2,614 －2,327

調整後価格 調整前価格 

図表1-8-10 ネットショップと実店舗の平均価格の差

８電子商取引市場における価格調整プロセスに関する先行研究としてBrynjolfsson and Smith（1999）がある
９輸送費やポイント割引等を考慮して調整を行う前の価格
10平均値の差の検定を行った
11一物一価が成立しない原因として、①消費者が信用できるサイトでしか取引を行わない、②異なるサイトを利用するために、その度クレジットカ
ード等の個人情報を入力する必要があるといった煩雑さ（スイッチングコスト）が存在するため、購入先を変えるにはこれら（スイッチング）コ
ストを超えるだけの価格差がなければ、購入先を変更しない③再販価格制のように自主的な規制によって成立していた一物一価が成立しなくなる、
といったことが要因として指摘されている。館（2002）
12ただし、送料やポイント等を考慮した調整後価格では先と同様に明確な違いは見られなくなった
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1 ネットオークションの現状

ヤフーIR資料により作成 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
（万ブラウザ） （万件） 
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・ 
12
（年・月末） 
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・ 
6
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・ 
12
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6
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・ 
12
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・ 
6

2002 
・ 
12
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・ 
6

0

200

400

600

800

1,000

月間ユニークブラウザ数（左軸） 月間平均出品数（右軸） 

図表1-8-11 ネットオークションへの参加状況

13C2Cとは、eメールベースや掲示板等を通じて行われた個人間取引すべてを指すため、その範囲も多岐にわたる。ここでは、C2Cの代表的な取引
例として、ネットオークション市場の動向のみ扱っている
14経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、NTTデータ経営研究所「電子商取引に関する実態・市場規模調査」
15ユニークブラウザ数とは、重複を省いた利用者数。ユニークオーディエンス（unique audience）やユニークビジター（unique visitor）とも呼ばれ
る

3 ネットオークション
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49.0
46.3

26.1

29.7
27.9

25.9
20.9

15.4
15.7

11.4
5.6
5.0

1.6
3.9
2.0
3.4
4.4
3.2

26.5
20.9 
 

22.5
24.9
22.5

27.7
24.5

22.8

20.2
15.8
15.3

7.4
12.3

4.2 
12.0
17.0

10.1
7.2
7.0

34.8

19.8

29.2

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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0 10 20 30 40 50 60
（％） 

0 10 20 30 40 50 60
（％） 

その他 

自動車、自動車用品 

旅行、イベントチケット 

食品、飲料、酒類 

化粧品、健康食品 

ゲームソフト、 
コンピュータソフト 

CDソフト、DVDソフト 

書籍・雑誌 

家電、AV機器、パソコン 

雑貨、家具 

リサイクルショップ・フリーマーケット ネットオークション 

リサイクルショップ・フリーマーケットでの出品品目 
リサイクルショップ・フリーマーケットでの購入品目 

ネットオークションでの出品品目 
ネットオークションでの落札品目 

図表1-8-13 リサイクルショップ・フリーマーケットとネットオークションの利用品目

2 ネットオークションの利用状況

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

31.1％ 

68.9％ 

0 5 10 15 20

出品のみ利用者 

落札のみ利用者 

出品・落札利用者 

1.7

17.6

11.8

ネットオークション利用者 
ネットオークション未利用者 

図表1-8-12 ネットオークションの利用状況
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451 500401351301251201151101511

（10枚） 

（位）
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20,000
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60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

 

※　2000年～2004年までの各順位の売上枚数を合計したもの 

図表1-9-1 上位500曲の売上枚数の推移

20

40

60

80

上位500位まで 

上位100位まで 

20042003200220012000199919981997199619951994

※　　　　　　　　　　（売上枚数t：チャートt位の売上枚数） 
 
　　をn=100及び500まで計算した値 

（％） 

（年） 

69.4

72.5

62.4
59.2

57.8

57.3

65.1 64.5

59.4

48.9

46.445.1

50.6

 40.8
39.1  38.4

38.0

 44.5
41.7

35.1

29.3

27.6

CDシングル生産枚数 

売上枚数tΣ 
n

t ＝1

図表1-9-2 上位100位及び500位の累計売上枚数シェ
アの推移

１（社）日本レコード協会が発表しているCDシングルの生産枚数と、オリコンのヒットチャート上位曲の年間売上枚数データである

1 コンテンツ配信の現状
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2 コンテンツ流通メディアとしてのインターネット

映画館 出版・販売 レンタル 放送 

利用者参加 

インターネット 
配信 

流通（チャンネル） 

利用者（視聴者・読者） 

ソフト供給会社 

ソフト制作会社 

実演家・クリエーター 
利用料 

出演料等 

投資等 

ファイナンス 
会社 

著作権等 
管理事業者 

投資家 

（出典）総務省情報通信政策研究所「変貌するコンテンツ・ビジネス」 

図表1-9-3 コンテンツ流通の構造

3 コンテンツ市場の現状

（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実
態調査」 

0

2

4

6

8

10

12
（兆円） 

2004 （年） 200320022000

4.6

10.9

4.8

10.8

4.9

10.9

5.1

11.1

0.9

5.0

0.9

5.0

0.9

5.1

1.0

5.3

映像系ソフト 音声系ソフト テキスト系ソフト 

図表1-9-4 コンテンツ市場規模推移と内訳（映像・
音声・文字別）

２情報通信政策研究所（2005）。ここではソフトの制作に際して最初に流通させることを想定したメディア上での流通を「1次流通」、最初に想定し
たメディアとは別のメディアを通じて流通させることを「マルチユース｣と定義している
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態調査」 

0
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15

20

25

30
（％） 

2004（年） 2003200220012000

14.3

17.8
19.5 19.9

図表1-9-6 市場全体に占めるマルチユースの割合の
推移

※デジタル系ソフト：CD、DVD、ゲームソフト、デジタル衛星放送番
組、オフラインDB及び次の通信ソフト 

※通信系ソフト：PCインターネット、携帯インターネット、通信カラオ
ケ、オンラインDBを通じて流通するソフト 

（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実
態調査」 
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2004（年） 200320022000
0.3兆円 
（2.7%） 

1.7兆円 
（15.1%） 

10.9兆円 10.8兆円 10.9兆円 11.1兆円 

0.4兆円 
（3.7%） 

0.5兆円 
（4.9%） 

0.7兆円 
（6.2%） 

1.9兆円 
（17.6%） 

2.1兆円 
（19.6%） 

2.3兆円 
（21.1%） 

通
信
系 

ソ
フ
ト 

デ
ジ
タ
ル
系 

ソ
フ
ト 

メ
デ
ィ
ア･

ソ
フ
ト 

市
場 

図表1-9-5 デジタル系ソフト、通信系ソフトの割合
の推移
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コンテンツの種別ごとの貿易収支を見ると、ゲームソフト（家庭用テレビゲーム）を除くと、映画、音

楽、雑誌、書籍等は輸入超過となっている。コンテンツ市場の海外売上比率は3％であり、現在、海外輸出

コンテンツの中核を占めているのはゲームソフトである。なお、米国のコンテンツ市場の海外売上比率は

17％であり、また、米国NPD Groupの調査によれば、2005年の米国におけるビデオゲームソフトの売上げ

2位、3位は日本発のコンテンツが占めている（図表1）。

国内におけるタイトル数シェアについては、ビデオと音楽は国産タイトルの割合が高く、映画はほぼ拮

抗している。国内売上シェアについては、音楽は国産タイトルの割合が高く、ビデオは国産と海外でほぼ

拮抗している。また、映画は洋画が全興行収入の3分の2を占めている（図表2）。

国際取引C O L U M N

各資料により作成 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
（億円） 

書籍 雑誌 音楽 ゲーム 映画 

68

660

2,327

30 26

288

45
145 107

331

映画（輸出）：2004年（映画年鑑） 
　　（輸入）：2004年洋画配給収入（映画年鑑） 
ゲーム（輸出）：2004年（CESAゲーム白書） 
　　　（輸入）：2000年（知的財産戦略本部資料） 
音楽：2004年（日本レコード協会） 
雑誌：2004年（日本貿易統計） 
書籍：2004年（日本貿易統計） 

輸出 輸入 

図表1 コンテンツ別貿易収支

以下の資料により作成。2001～2005年のデータを利用 
映画：公開本数、興行収入　（社）日本映画製作者連盟資料 
ビデオ：ビデオカセット新作数、出荷額（カセット、DVD等） 
　　　　（社）日本映像ソフト協会資料 
音楽：新譜数、生産金額　（社）日本レコード協会資料 

映画（邦画） 

ビデオ（国産） 

音楽（邦楽） 

46.7％ 

66.6％ 

57.1％ 

35.6％ 

52.4％ 

74.8％ 

発売タイトル数 売上高 

図表2 国内における発売タイトル数と売上高の日
本ソフトのシェア（最近5年間）
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4 家庭におけるコンテンツ利用状況
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・・・・ 

※　「音楽・映像メディア」：2004年までは「オーディオ・ビデオディスク」「オーディオ・ビデオ収録済テープ」の合計、2005年は「音楽・映像収録済メディア」の値 
　　「書籍他の印刷物」：「新聞」「雑誌・週刊誌」「書籍」「他の印刷物」の合計 
 

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
（円） 

2005（年） 2004200320022001200019991998199719961995

6,763 
21,980 
2,706 
55,132 
4,378

6,480 
22,879 
2,735 
55,713 
5,642

5,924 
22,589 
2,663 
55,828 
4,650

5,878 
22,378 
2,921 
56,956 
4,691

5,951 
20,858 
3,063 
54,111 
4,843

5,780 
19,954 
3,655 
55,081 
4,520

5,795 
19,025 
3,256 
56,317 
4,006

5,535 
18,758 
2,984 
56,607 
4,317

5,403 
17,101 
3,143 
56,661 
4,008

5,234 
16,087 
2,681 
55,560 
3,570

4,972 
15,621 
2,603 
55,855 
3,639

映画・演劇等入場料 
放送受信料 
テレビゲーム 
書籍他の印刷物 
音楽・映像メディア 

図表1-9-7 コンテンツ関連の年間消費支出額
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500円以下 500円～  
1,000円以下 

1,001円～  
2,000円以下 

2,001円～  
5,000円以下 

5,001円～  
10,000円以下 

10,001円～  
20,000円以下 

20,001円～  
30,000円以下 

30,001円～  
50,000円以下 

50,000円超 無回答 

10.8

19.1

7.2

19.1

10.9

18.3
20.2

18.5 18.0

9.8
7.7

4.3 3.8
1.4

2.7
0.8

3.1
1.3

15.6

7.4

パソコン平均 
8,338円 

携帯電話平均 
4,108円 

パソコン 携帯電話 

総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」により作成

図表1-9-8 インターネットでのコンテンツの年間購入金額
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（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

10.9

①パソコン又は携帯電話からの購入経験 

②パソコンからの購入経験 

③携帯電話からの購入経験 
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65歳以上 60～64歳 50～59歳 40～49歳 30～39歳 20～29歳 15～19歳 （15歳以上） 13～19歳 6～12歳 6歳以上 

65歳以上 60～64歳 50～59歳 40～49歳 30～39歳 20～29歳 15～19歳 （15歳以上） 13～19歳 6～12歳 6歳以上 

65歳以上 60～64歳 50～59歳 40～49歳 30～39歳 20～29歳 15～19歳 （15歳以上） 13～19歳 6～12歳 6歳以上 

21.2
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3.9
6.6

29.6

42.0

22.6
28.6

34.3
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33.1
38.0

24.6

34.1
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9.911.7
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24.1
27.9

41.1

47.1

34.0
37.3

24.6

32.2

22.8
26.8

8.8 9.2

1.6
6.5

1.5

2004年末 2005年末 

2004年末 2005年末 

2004年末 2005年末 

図表1-9-9 インターネットによるコンテンツの購入経験者の割合
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1 音楽コンテンツ配信の現状

2 音楽コンテンツ配信の利用状況

2 音楽コンテンツ配信

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2006 
・ 
1～3

2005 
・ 

10～12
2005 
・ 
7～9

2005 
・ 
4～6

2005 
・ 
1～3

（社）日本レコード協会資料により作成 

（万円） 

（年・月） 

31,033

23,312

43,671

87,045

122,050

図表1-9-10 インターネットでの有料音楽配信売上実績
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2005 
・ 

10～12
2005 
・ 
7～9

2005 
・ 
4～6

2005 
・ 
1～3

（社）日本レコード協会資料により作成 

（万円） 

（年・月） 

1,092,872

956,924

908,169

737,261

631,645

図表1-9-11 携帯電話等への有料音楽配信売上実績

３携帯電話での有料音楽配信サービスは含まない
４「試聴が充実していること」（18.1％）、「最新の曲が充実していること」（17.6％）、「楽曲の単価が安いこと」（17.4％）、「幅広いジャンルの曲があ
ること」（17.2％）と続いている
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利用したことはなく、 
今後も利用しない 
42.0％ 

利用したことはないが、 
今後利用したい 
38.7％ 

2005年以降に 
初めて利用した 
9.1％ 

2004年以前から 
利用していた 
10.2％ 

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」

図表1-9-12 有料音楽配信サービスの利用状況

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」

1,500円 
以上 
6.2％ 

1,500円未満 
22.8％ 

1,000円未満 
22.3％ 

500円未満 
29.5％ 

0円 
19.2％ 
 

平均料金 
564円 

図表1-9-13 有料音楽配信サービスの1か月当たりの
利用料金

0 5 10 15 20 25 30

その他 

独自の視点でのアーティストや楽曲の紹介があること 

ランキング情報が充実していること 

アーティストや楽曲の紹介が充実していること 

アーティスト情報が充実していること 

昔の曲、懐かしい曲が充実していること 

ダウンロードした楽曲が自由にコピーできること 

マイナーな曲が充実していること 

アーティストや楽曲の検索機能が使いやすいこと 

無料ダウンロードできる曲が充実していること 

幅広いジャンルの曲があること 

楽曲の単価が安いこと 

最新の曲が充実していること 

試聴が充実していること 

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」

（％）
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6.3
4.5
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0.3
0.0

30代 全体 

図表1-9-14 有料音楽配信サービス利用時の重視点

－30 －20 －10 0 10 20

決済方法の利便性 

個人情報保護に対する信頼性 
（不安のふっしょく） 

検索の容易性 
（欲しい音楽のあるサイト検索等） 

視聴セッティングの簡便性 
（視聴ソフトのセットアップ等） 

購入手続きの簡便性 

通信の安定性 
（音が途切れない） 

価格の妥当性 

コンテンツの品ぞろえ 

音質 

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

15.3

1.0

3.4

4.3

－4.7

－4.8

－13.6

4.8

－23.6

図表1-9-15 有料音楽配信サービスのサービス充足度
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3 映像コンテンツ配信

1 映像コンテンツ配信の現状

2 映像コンテンツ配信の利用状況

利用したことはなく、 
今後も利用しない 
31.7％ 
 

利用したことは 
ないが、今後 
利用したい 
23.4％ 

2005年以降に 
初めて利用した 
21.8％ 
 

2004年以前から 
利用していた 
23.1％ 
 

（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 

図表1-9-17 動画配信サービスの利用状況

総務省情報通信政策研究所 
「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」により作成 
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図表1-9-16 映像コンテンツ（インターネット配信）
の市場規模の推移
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（出典）「ユビキタス財利用状況調査」 
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図表1-9-18 動画配信サービスのここ1年の変化
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図表1-9-19 今後視聴したいと思う有料動画コンテン
ツジャンル（2005年）

５図表1-9-4を参照
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コンテンツ制作に関わる事業者数は、2004年時点でおよそ14,000社、従業員数はおよそ25万人となって

いる。一事業所当たりの平均従業員数は約18人であり、かつ、全体の8割の事業所が19人以下の規模という

小規模事業所中心の業界となっている（図表1、2）。

近年のデジタル化の進展や表現手法の高度化等に伴い、コンテンツ制作に必要とされる制作金額（初期

投資）は増加傾向にある。そのため、映画、アニメーション等の制作においては、著作権処理の簡便化を

図るとともに資金調達を容易にするため、映画会社、テレビ局、広告代理店、ビデオ制作会社、商社等の

関係者から構成される「製作委員会」方式が導入されている。この方式は、一つのコンテンツを複数チャ

ンネルで流通させるいわゆるワンソース・マルチユースに適しており、各流通段階の関係企業が参加して

いることから、多面的なプロモーション展開による相乗効果も期待できる。

コンテンツ制作の現状C O L U M N

1事業所 
あたり 
従業員数 

従業員数 
（2001年調査 
　からの伸び） 

事業所数 
（2001年調査 
　からの伸び） 

3,467 

（－3.4%） 

233 

（70.1%） 

7,096 

（－2.9%） 

3,608 

（5.6%） 

14,404 

（－0.3%） 

56,866 

（4.0%） 

4,317 

（－5.2%） 

163,401 

（－3.5%） 

28,327 

（7.7%） 

252,911 

（－0.8%） 

16.4 

 

18.5 

 

23.0 

 

7.9 

 

17.6

映像制作 

 

音声制作 

 

新聞・出版 

 
その他 

付帯サービス 

合計 

 総務省「平成16年事業所・企業統計調査」により作成 

図表1 コンテンツ事業所数と従業員数（2004年）
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新聞・出版 

その他 
付帯サービス 

全　　体 
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204 
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12,083 

～19人 

442 

15 

813 

156 

 
1,426

20～ 
49人 

139 

4 

319 

39 

 
501

50～ 
99人 

74 

6 

180 

15 
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100～ 
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11 

3 

75 

4 

 
93

300人 
～ 

3 

1 

12 

10 
 

26

派遣下請 
のみ 

総務省「平成16年事業所・企業統計調査」により作成 
 
 

 

図表2 コンテンツ事業所における従業員規模
（2004年）
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第 節 ネットワークによる金融取引の進展

SECTION 10
10

1 ユビキタスネットワークと金融

2 電子決済手段

１以下の記述は館（2002）を基にしている
２電子マネーは、広い意味で「お金」や「支払手段」の役割をする電子的なサービスのことを意味しており、既存の手形やクレジットカード、振
替・振込などの金融機関（主として銀行）を経由した決済も、支払指示の電子化という意味では電子マネーに含まれる

電子決済手段 

ストアドバリュー型 

アクセス型 

ICカード型 
 

ネットワーク型 
 
 

オンラインバンキング型 
 

クレジットカード型 
 
 

電子小切手型 
 

電子的価値をICカード上に保存し、ICカードを物理的に提
示して価値を相手に引き渡すことで決済を行う 

電子的価値をパソコンのソフトウェア上に保存し、これを
ネットワーク経由で送信することにより決済を行う 

電子的価値が存在する預金口座に対して、ネットワーク経
由で振替指示を行うことで決済を行う 

クレジットカード情報を小売店に送信し、預金口座間の資
金移動で決済を行う 

小切手情報をネットワーク経由で電子的に送信し、通常の
小切手同様、預金口座間の資金移動で決済を行う 

図表1-10-1 「電子マネー」の分類
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1 電子マネーの現状

2.8％ 
5.5％ 

31.9％ 

17.3％ 

20.8％ 

21.7％ 

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」

500円未満 1,000円未満 3,000円未満 
5,000円未満 1万円未満 1万円以上 

図表1-10-4 電子マネーの利用額（1か月当たり）

（契約数／万） 

NTTドコモ資料により作成 
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200万契約突破 
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約20,000店舗 

2004/12/14 
100万契約突破 

おサイフケータイ 
契約数 おサイフケータイ 

利用可能店舗数 

図表1-10-2 非接触型IC搭載の携帯電話端末（おサイ
フケータイ）の契約台数の推移

60代女性 

50代女性 
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60代男性 

50代男性 

40代男性 

30代男性 

20代男性 

全体 

8.3

10.3

9.9

10.8

15.4

13.6

18.8

21.9

26.2

24.3

15.2

0 5 10 15 20 25 30（％） 

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

図表1-10-3 電子マネーの利用状況

３ビットワレットプレスリリース（2006年4月）
４NTTドコモ報道資料（2006年1月）
５NTTドコモは2004年7月、KDDIは2005年9月、ボーダフォンは2005年11月より当サービスを開始している
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2 ネットバンキングの現状

51.4 48.6

48.5

54.4 45.6

60.7 39.3

62.9 37.1

59.4 40.6

50.2 49.8

55.4 44.6

51.5

46.6 53.4

42.8 57.2

41.2 58.8

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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図表1-10-6 ネットバンキングの利用状況
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（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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図表1-10-7 ネットバンキングの利用額（1か月）

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」
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図表1-10-8 ネットバンキングの利用理由

1,936

3,943

199

7,201

266

10,583

83

144

（万口座） （億円） 

各社IR資料により作成 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

50

100

150

200

250

300

2005・3（年・月） 2004・32003・32002・3

預金残高（右軸） 口座数（左軸） 

図表1-10-5 主なインターネット専業銀行の預金残高
及び口座数

６JR東日本プレスリリース（2006年4月）
７Edy、Suica、ICOCA、おサイフケータイなどプリペイド型のみについての利用である
８回答カテゴリの中央値を基に平均額を算出している
９企業向け貸出業務を行わず、預金・決済業務に特化した銀行を指す。一般的な銀行が金利収入を収益源とするのに対して、決済専業銀行は決済時
の手数料と国債などローリスク商品の運用益を収益源としている
10ジャパンネット銀行、ソニー銀行、イーバンク銀行及びセブン銀行（旧アイワイバンク銀行）の4行
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（出典）日本証券業協会「インターネット取引に関する調査」
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図表1-10-9 インターネット証券口座数

3 ネットトレードの現状

1 インターネット証券の現状
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（出典）日本証券業協会「インターネット取引に関する調査」 
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図表1-10-10 インターネット取引金額

11ただし、当該調査はインターネット利用者に限定されたものであることから、利用状況は実際よりも高い水準となっているものと思われる
12イー・トレード証券、マネックス証券、楽天証券、松井証券及びカブドットコム証券の5社
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2 ネットトレードの利用状況
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（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 
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図表1-10-14 証券取引におけるインターネットの利
用理由
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図表1-10-11 ネットトレード取引金額の対前年度成
長率の推移
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図表1-10-12 有価証券の取引手段

13ただし、当該調査はインターネット利用者に限定されたものであることから、利用状況は実際よりも高い水準となっているものと思われる
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第 節 労働経済への影響

SECTION 11
11

1 求人・求職におけるネットワークの活用

2 職業紹介事業におけるネットワークの活用

１ただし、容易に求人情報が得られるようになることで、よりよい職業を求め離職率が上昇する可能性もあるため、その方向性は一律ではないこと
が指摘されている。大竹（2005）
２第1章第7節1図表1-7-1参照
３ICT化によって求人・求職活動の費用が急激に低下することから生じる問題も存在する。例えば、求人・求職費用の急速な低下（応募費用の低下
等）の結果、求職者から膨大なエントリー情報（応募や問い合わせ）が企業に殺到し、人事担当部門はその対応に多大な業務負荷やコストがかか
るといった問題も指摘されている。大竹（2005）
４（財）社会経済生産性本部（2005）
５職業紹介とは「求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者との間における雇用関係の成立をあつせんすること」（職業安定法第4条1項）であ
る
６（社）全国求人情報協会によると、労働市場サービスの市場規模は情報提供サービスで5,800億円、職業紹介で1,000億円、派遣サービスで1兆
7,000億円となっている。情報提供サービスにおいては、求人情報誌が4,000億円近い売上げであるのに対して、eビジネス専業企業の売上げは50
億円程度となっている

市場/技術動向・顧客ニーズの 
把握、商品開発力強化 

新規ビジネスの展開 

売上高・事業収入の増加 

コスト削減・業務効率化・ 
業務スピードアップ 

ビジネスの地理的範囲の拡大 

製品・サービスの品質向上・ 
高付加価値化 

新規取引先の開拓・既存 
取引先との関係強化 

顧客満足度向上 

新規顧客の獲得 

人材募集（求人・採用） 

企業イメージの向上・投資家 
向け情報提供の強化 

0 20 40 60 80 100

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」 

（％） 

55.9 13.9計69.5

計69.3

計58.4

計60.8

計56.3

計60.2

計57.7

計67.6

計56.6

計48.7

計59.2

15.7
0.9

4.1

1.7

1.6

3.0

2.0

2.9

2.0

3.8

5.1

3.1

51.6 16.1 10.5

47.3 26.0 13.9

49.9 22.8 14.7

44.6 25.7 15.1

49.9 23.4 14.3

43.9 26.0 13.4

47.2 21.0 9.4

46.1 26.3 13.3

38.0 32.2 13.9

13.6

17.7

11.1

10.9

11.7

10.3

13.8

20.4

10.5

10.7

11.5 47.7 24.8 13.0

効果はわからない 
まったく効果はなかった あまり効果はなかった 
ある程度は効果があった 十分に効果があった 

図表1-11-1 インターネットの効果

1 ネットワークと労働市場の効率化
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厚生労働省「ハローワークインターネットサービスの実績」により作成 

（件） 

（年･月） 

（件） 

一日平均アクセス数（右軸） 掲載求人件数（左軸） 

図表1-11-2 ハローワークインターネットサービスの掲載求人件数とアクセス数の推移
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厚生労働省「ハローワークインターネットサービスの実績」により作成 
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500

1,000

1,500

2,000

2,500
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（年･月） 

就職件数 就職件数（累計） 

図表1-11-3 ハローワークインターネットサービスによる就職件数
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1 テレワークの効果

2 テレワークの現状

（出典）国土交通省「テレワーク実態調査」（2006年） 

0 10 20 30 40 50 60 70（％） 

効果として感じられる 
ものは特にない 

その他 

従業員の会社に対する 
信頼感は高まる 

地域活動やボランティア 
の時間が持てる 

情報連絡等について会社でルール 
ができ仕事が円滑 

取引コストが削減される 

顧客サービスが向上する 

家事・家庭生活に対する 
興味や関心が高まる 

居住場所の選択肢が広がる 

個性が活かされ、 
個人の自律性が高まる 

タイムマネジメント（時間管理） 
に対する意識が高まる 

趣味や自己啓発など、 
自分の時間が持てる 

家族とのコミュニケーション 
がとりやすい 

ストレスがなくなり、 
ゆとりが持てる 

仕事の生産性・ 
効率性が向上する 

通勤に関する肉体的・ 
精神的負担が少ない 58.6

44.9

42.9

34.2

28.9

25.9

23.8

20.2

18.2

14.9

9.2

9.2

7.7

4.2

1.8

8.3

図表1-11-4 雇用者にとってのテレワークの効果
（メリット）

（出典）国土交通省「テレワーク実態調査」（2006年） 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） 

その他 

自社以外のテレワークセンター 
やレンタルデスク 

自社のサテライトオフィス、 
テレワークセンター 

インターネットカフェ、 
無線LANコーナー 

顧客先（事務所、 
開発や作業の現場など） 

自分の部署のある場所以外の 
他事業所（自社他事業所） 

移動中（出張を含む） 

自分の部署のある場所/事務所、 
店舗、工場、施設等 

自宅 88.9
97.4

88.4
50.4

34.5
20.0

34.3

25.1
16.5
13.2
9.6
4.5

2.4

1.2

雇用型テレワーカー 自営型テレワーカー 

図表1-11-5 テレワークを行う場所（複数回答）

７働きがいを感じることができる仕事や、生活との両立を図ることができる仕事が強く求められるなど、仕事優先から仕事と生活の調和重視の流れ
があることが指摘されている。（財）社会経済生産性本部、（社）日本経済青年協議会、2005年、「平成17年度新入社員（3,910人）の働くことの意
識」調査
８例えば、テレワークによって、家庭と仕事の両立や女性の自立支援、シニア層のコミュニティビジネスやソーシャルワーカーへの参加等、新しい
時代の要請される働き方を支援することが考えられる
９（社）日本テレワーク協会
10（社）日本テレワーク協会によれば、テレワークの効果として、経営者にとってのメリットとして、①情報共有型の付加価値経営の導入、②組織
変革と経営スピード化、③人材の確保と新しいナレッジの獲得、④オフィスコストの削減等を通じた事業生産性の向上、就業者のメリットとして、
①業務の生産性、効率性の向上、②通勤の肉体的・精神的負担の減少といった業務能率・生産性の改善に加え、③家庭内でのコミュニケーション
良好化、④趣味や自己啓発等余暇時間の増加といった生活環境の改善、社会全体としては、①都市問題の緩和、②地域活性化、③雇用創出と新規
産業の創出等が挙げられている
11平成17年通信利用動向調査
12「平成17年通信利用動向調査（企業編）」によれば、「非常に効果があった」（16.0％）「ある程度は効果があった」（74.7％）となっている
13小豆川（2005）

2 ネットワークと就労環境の変化
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的支援方策検討調査」及び国土交通省「テレワーク実態調査」により作成 

0

100

200

300

400
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600

700
（万人） 

2005 （年） 2002

674

408

図表1-11-7 テレワーク人口の推移

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

0 10 20 30 40 50 60（％） 

通勤弱者への対応 

優秀な人材の雇用確保 

オフィスコストの削減 

勤務者にゆとりと健康的 
な生活の実現 

付加価値創造業務の 
創造性の向上 

顧客満足度の向上 

勤務者の移動時間の短縮 

定型的業務の効率性 
（生産性）の向上 52.0

46.5

20.4

10.1

7.3

6.7

3.9

2.5

図表1-11-8 企業におけるテレワークの導入目的（複
数回答）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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2005（年末） 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

200420032002200120001999

0.8
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7.7
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9.4

8.5

7.1

図表1-11-6 企業におけるテレワーク実施率の推移
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企業内教育の方法としてeラーニング を実施す

る企業がある。eラーニングは、一つの講義を大人

数が受講する「講師側中心」ではなく、その個人に

適した講座内容を双方向で学習する「学習者側中心」

の企業内教育を可能とするもので、高い学習効果が

期待されている 。

また、情報セキュリティ教育やコンプライアンス

教育等、全社員に早急に受講させ、その履行を確認

する必要のある企業内教育にeラーニングを導入す

る例が増えていることが指摘されている 。

企業内教育におけるeラーニングC O L U M N

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

まったく実施していない 
部分的に実施している 
全体的に実施している 

1,000人以上 

300人以上 
1,000人未満 

300人未満 

合計 

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

（％） 

67.324.18.6

74.122.4

3.5

68.124.37.7

46.228.625.2

図表　eラーニングの実施状況

14経済産業省（2005a）によれば「eラーニングとは、情報技術によるコミュニケーション・ネットワーク等を活用した主体的な学習である。コン
テンツは学習目的に従って編集され、学習者とコンテンツ提供者との間にインタラクティブ性が確保されている。このインタラクティブ性とは、
学習者が自らの意志で参加する機会が与えられ、人又はコンピュータから学習を進めていく上での適切なインストラクションが適時与えられるこ
とを指す。」と定義している
15大嶋淳俊（2001）
16経済産業省（2005a）
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（％） 

64.2 35.6

88.8 11.0

0.1

0.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

パソコン 

携帯電話 
・PHS

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

利用している わからない 利用していない 

図表1-11-9 業務における携帯電話・PHS、パソコン
の利用状況

0時間 
14.1%

1～2時間 
19.9%

3～4時間 
16.5%

5～6時間 
20.8%

7～8時間 
21.6%

9～10時間　5.4%

11～12時間　0.8%
15時間以上　0.2%

無効　0.6%

13～14時間　0.0%

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

図表1-11-11 業務におけるパソコンの利用時間

83.6

83.2

79.0

77.1

34.6

20.4

11.0

7.8

3.2

3.8

（％）

いずれも利用していない 

その他 

統計解析ソフトによる分析 

プログラミングツール（C・VB）による 
アプリケーション作成 

ホームページ作成ソフトの利用 

業務専用ソフト（会計ソフト）・ 
データベースソフトによるデータ管理 

表計算ソフトによるデータ管理・分析 

インターネットを活用した情報検索 

ワープロソフト・プレゼンソフトによる 
文章・資料作成 

メールソフトによる連絡 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

図表1-11-12 利用可能なICTスキル

17総務省「勤労者のICT利用状況調査」による
18情報通信リテラシーは、単なるパソコンなど情報通信機器や技術に対する知識や能力を意味するだけでなく、先行研究で指摘されるように、「ICT
を使いこなす人的能力」を含むものである。このため、すなわち情報通信リテラシーの高さが労働者の質や能力の高さと相関があるため、これら
人的能力に対する需要が賃金に反映していると解釈する必要がある

3 雇用者の情報通信リテラシー

必要有り 
68.9%

必要なし 
31.1%

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」

図表1-11-10 業務におけるインターネットの必要性
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19厚生労働省（2001）によれば、IT化が進むことで、定型的な仕事の減少、創意工夫の余地の大きい仕事の増加する傾向があるということが報告さ
れている
20内閣府（2004）においても単純業務は情報化によって代替されやすい一方、人間にしかできない高度な業務は情報化によって必要性が高まるとし
ている。また、奥林（2003）においては、正社員には創造的で企画力を必要とする仕事が集中するとしている

0 20 40 60 80 100

49.432.1 18.5

58.034.9 7.1

53.134.9 12.0

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

計算・設計や分析 
などの専門的業務 

企画等の創意工夫する 
業務に対する影響 

定型的な業務に 
対する影響 

（％）

減った 変わらない 増えた 

図表1-11-13 パソコンやインターネットによる業務
の変化

4 ICT化と労働需要シフト

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

50

75

25

情報関連機器を使いこなす能力 

ソフトウェア・ 
アプリケーション等を 
使いこなす能力 

情報を収集する能力 

収集した情報を整理 
・分析する能力 

整理・分析したものを 
もとに新たな企画を 

生み出す能力 

プレゼン 
テーション能力 

収集した情報 
に基づく迅速な 

判断力 

（％） 

：情報を活用する能力 一般社員クラス 部長クラス 

図表1-11-14 情報化によって重要となる能力
（役職別）
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第 節 企業ネットワークの深化

SECTION 12
12

１経済産業省「平成16年情報処理実態調査」。ただし、ハードウェアについてはリース・レンタルが増加しており、実際の機器の配備状況という点
では過小な評価となっている可能性がある
２経済産業省「平成16年情報処理実態調査」
３サプライチェーンマネジメント（SCM：Supply Chain Management）は、一連の企業内の流通状況を効率的にコントロールし、これを効率化する
ことを目的として、リードタイムの短縮や棚卸資産の圧縮等へ、情報通信技術の活用する方法。1998年から実際に導入事例も出てきている。（財）
日本情報処理開発協会電子商取引推進センター（2004）
４プロダクトライフサイクルマネジメント（PLM）とは、製品開発過程を包括的に管理する手法、最近では、電子タグを活用することで、製造から
リサイクルまでの製品のライフサイクルを管理して物流を効率化といった実験等も行われている

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

製品・サービス開発力強化 

調達・在庫コスト削減 

組織の簡素化・効率化 

人件費などの 
一般管理費の削減 

他社との取引上の必要性 

営業・販売力強化 

業務の効率化・迅速化 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％） 

82.6 

19.0 

14.4

13.5

12.2

8.4

6.8

図表1-12-1 情報化投資の目的

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

新たな事業への進出 

原材料・部品などの 
調達コストの削減 

売上高の増加 

適正な在庫数の確保 
（在庫コストの削減） 

企業イメージや 
認知度の向上 

組織の簡素化・効率化 

顧客満足度の向上 

一般管理費の削減 

受発注や決済時間の短縮 

社内の経営情報や 
ノウハウの共有化の進展 

業務の効率化・迅速化 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％） 

82.6

29.7

20.6

17.2

13.3

13.3

7.7

7.0

5.7

5.6

2.5

図表1-12-2 情報化投資の効果

1 企業のICT化の現状
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1 ネットワークの導入状況

2 企業の情報システムの導入状況

一部の事業所又は部門で構築している 

全社的に構築している 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） 

　 
 

5,000人以上 
 
 

3,000～4,999人 
 
 

2,000～2,999人 
 
 

1,000～1,999人 
 
 

500～999人 
 
 

300～499人 
 
 

100～299人 
 
 

  全  体 
　 70.6

40.4

65.3
40.0

 22.3

13.277.2
36.6

86.1
45.6

89.6
60.2

87.6
57.0 

90.4

96.8

58.9

10.7
73.6

97.3
73.9

97.7
69.4

97.6
79.1

96.3
79.4

8.488.9
43.9

94.4
44.9

 97.6
33.6

96.3
46.0

3.3

19.8

17.0

22.3

28.0

30.0

24.5

45.5

33.4

19.0

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

図表1-12-3 企業通信網の構築状況（上：企業内通信
網、下：企業間通信網、2005年末）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答　　 
接続できないし、今後接続する予定もない 
接続できないが、今後接続する予定がある 
接続できる 

携帯電話から 

パソコンから 

パソコン又は 
携帯電話から 

（％） 

45.5 12.6 41.1

45.1 11.4 42.7

13.9 14.4 68.6

3.2

0.9

0.8

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

図表1-12-5 社外からの企業通信網への接続状況
（2005年末）

５ただし、調査対象企業は従業員100人以上の企業のみ
６総務省「平成17年通信利用動向調査（事業所編）」

無回答 
13.1％ 

分からない 
5.5％ 

その他 
1.6％ 

電話回線 
（ダイヤル 
　アップ） 
6.1％ 

セルリレー 
0.2％ 

フレーム 
リレー 
2.8％ 

専用線 
15.0％ 

インターネット 
VPN 
14.8％ 

IP-VPN 
20.4％ 

広域イーサネット 
20.4％ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

図表1-12-4 企業通信網で幹線系に利用されるサービ
ス（2005年末）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

同一事業所内線 

事業所間内線 

外線 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％） 

31.713.08.9

15.3 12.1 26.9 43.7

49.222.49.915.8

2.6

1.5

2.0

44.9

無回答　　 
導入していないし、今後導入する予定もない 
導入していないが、今後導入する予定がある 
一部の事業所又は部門で導入している 
全社的に導入している 

図表1-12-6 IP電話の導入状況（2005年末）
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2 情報システムにおける設備の配備状況

７経済産業省「平成16年情報処理実態調査」
８経済産業省「平成16年情報処理実態調査」

0 20 40 60 80 100

モバイル端末 
パソコン 
オフコン・ミニコン・ワークステーション 
メインフレーム 

5,000人以上 

1,000人以上 
5,000人未満 

300人以上 
1,000人未満 

100人以上 
300人未満 

100人未満 

全規模 

（出典）経済産業省「平成16年情報処理実態調査」 

（％） 

21.3 37.5 39.5

1.7

8.8 29.0 61.4

0.8

16.1 35.9 46.6

1.4

25.2 39.2 34.0

1.6

31.3 43.0 23.5
2.3

31.7 43.8 20.7
3.9

図表1-12-7 総従業員別に見たハードウェア利用
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顧客管理 

営業支援 

生産・サービス提供 物流 

在庫管理 

調達・仕入れ 

商品開発 

35
30

40

45

50

55

60

65（％） 

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」 

全体 製造 
運輸、卸小売 金融保険、不動産 

図表1-12-9 業種別情報システムの構築方法（オーダ
ーメイドの割合）

3 ソフトウェアの開発・利用状況

９情報処理実態調査報告書では「規模が小さい企業においては自社開発のための要員や設備等を確保することが難しいことに加え、パッケージソフ
トが比較的安い価格で購入でき、かつシステム構築の手間もかからない」ことを導入しやすい理由として挙げている
10受注ソフトウェア開発が多い理由として、パッケージソフトを利用すれば、ソフトウェア構築費用は大幅に下げることができるが、企業の情報シ
ステムの場合、売れ行きの良し悪しといったリスクを避けるため個別に開発しているケースが多くなっているという指摘や、エンドユーザーのリ
テラシーや技術レベルが高くないために、パッケージソフトに業務を適合させることができないという指摘等がある

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

研修 

商品開発 

物流 

生産・ 
サービス提供 

調達・仕入れ 

営業支援 

在庫管理 

顧客管理 

情報共有 

給与・人事 

経理・会計 

全体 

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」

（％）

32.9

34.6

25.7

15.7

13.0

15.9

14.3

12.7

12.5

12.2

15.4 33.6 35.7 15.3

37.5 39.3 11.0

30.1 50.0

32.2 47.3

32.5 44.5

32.2 43.7

31.9 49.8

30.5 47.4

34.2 33.8

33.6 26.5

33.5 28.6 5.0

5.4

6.3

6.5

5.2

8.1

8.7

7.8

7.4

19.7 32.8 40.0 7.5

パッケージソフトを利用し、カスタマイズなし 
パッケージソフトを利用し、カスタマイズも積極的に実施 
パッケージソフトを利用せず、オーダーメイドで構築 
わからない 

図表1-12-8 情報システムにおけるソフトウェア利用
の状況
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0 20 40 60 80 100

1,000億円以上 

300億円以上～1,000億円未満 

　100億円以上～300億円未満 

　50億円以上～100億円未満 

　10億円以上～50億円未満 

3億円以上～10億円未満 

3億円未満 87.0

85.7

81.1

77.3

70.2

60.7

44.3 25.5 18.2

16.8 15.9

11.5 16.8

10.0

3.4

4.5
2.6

5.0 9.4 3.1
1.3

6.4
1.8

0.8

1.9

3.6
0.5

0.0

0.0 0.8

4.7

7.8

0.9
3.6

0.0

2.6
3.9

0.6

1.7

0.0

4.5 3.4

Windows系 商用UNIX系（Solaris、AIXなど） フリーUNIX系（FreeBSD、Linuxなど） 
MacOS系 その他 わからない 

図表1-12-10 サーバーOSにおけるオープンソースソフトウェアの利用状況（経理・会計システム、売上高別）

11（社）情報サービス産業協会（2005）を基にしている
12（社）情報サービス産業協会が会員向けに行ったアンケート調査では、BPOは現在の主力業務として18.5％であるのに対し、今後力を入れたい業
務として26.0％となっている。また、同調査において今後の情報サービスのニーズとして、BPOのニーズがこれまで以上に高まると考えている企
業が48％と約半数に達している

ソフトウェア産業は、近年BPO（Business Process Outsourcing）や海外アウトソーシング（オフショア

リング）と呼ばれる外注化の進展が著しい。

BPOは、情報システムの運営管理を請け負う従来のアウトソーシングと異なり、事務や顧客対応などを

含めた業務プロセス全体を請け負うビジネスのことである 。今後一層拡大することが予想される が、長

期的には企業内部のICTに関するノウハウ、能力等の低下へとつながることも考えられる。また、開発コス

ト削減のための海外アウトソーシング（オフショアリング）については、実施企業の割合が2002年の

22.1％から2004年には24.2％と近年伸びている。

BPO、海外アウトソーシングの進展C O L U M N

（出典）（社）電子情報技術産業協会、（社）日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会、（社）情報サービス産業協会「2005年コンピュ
ータソフトウェア分野における海外取引および外国人就労等に関する実態調査」 

 中国  

 米国  

 インド  

 オーストラリア  

 イギリス 

 フィリピン  

 韓国  

 フランス  

 カナダ  

 ベトナム  

 その他  

 計 

 9,833 

 3,260 

 1,908 

 0 

 20 

 1,864 

 1,952 

 0 

 496 

 30 

 888 

 20,251

 2002 年 

 26,280 

 4,988 

 6,312 

 2,626 

 1,827 

 2,494 

 1,871 

 834 

 616 

 30 

 1,082 

 48,960

 2003 年 

 33,241 

 5,147 

 4,255 

 3,133 

 2,126 

 2,117 

 1,415 

 548 

 262 

 216 

 237 

 52,697

（63.1％） 

（9.8％） 

（8.1％） 

（5.9％） 

（4.0％） 

（4.0％） 

（2.7％） 

（1.0％） 

（0.5％） 

（0.4％） 

（0.5％） 

 

 126％  

 103％  

 67％  

 119％  

 116％  

 85％  

 76％  

 66％  

 43％  

 720％  

 22％  

 108％ 

 2004 年 

 調査対象年（暦年） 2004年 
前年比 

国・地域名 

（単位：百万円） 

（構成比：％） 

図表　海外アウトソーシングの規模
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中国においてソフトウェア分野が急速に発展している。

中国ソフトウェア産業協会によると、中国のソフトウェア市場は、2001年に796億元、2005年には3,900

億元と4年で約5倍に拡大している。また、ソフトウェア輸出についても一貫して増加しており、2001年に

7.2億ドル、2005年には35.9億ドルとなった（図表1、図表2）。

日本と中国は、地理的近接性、言語、文化面の共通性等を背景とし、ソフトウェアに関する強い相互関

係が構築されている。日本のオフショアリング先としては、中国が最も多く約63％（332.4億円）を占めて

おり、続いて米国、インドとなっている。オフシ

ョアリングは、国内企業へアウトソーシングする

場合と異なり、言葉や考え方の違いに課題があり、

選定に当たっては「技術者の質・量が十分である

こと」、「日本語が理解できること」、「取引金額が

妥当であること」が重視されている 。

また、中国ソフトウェア産業協会によると、中

国のソフトウェア輸出先としては、2005年輸出額

において日本が約59％と最も多く、続いて欧米が

約20％、日本を除くアジアが14％となっている

（図表3）。

中国におけるソフトウェアをめぐる状況C O L U M N

13（社）電子情報技術産業協会、（社）日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会、（社）情報サービス産業協会（2005）

（億元） （％） 

34.2％ 
38.2％ 

45.5％ 

73.8％ 

40.3％ 

796
1,100

1,600

2,780

3,900

※　2001～2005年の中国ソフトウェア産業規模及び年増加率の推移      
※　2004年全国第一回経済調査の統計方法が変わり、調査対象が増加した
ため、中国情報産業部は、2004年の産業規模を2,003億元から
2,780億元に調整した 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2005（年） 2004200320022001
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

中国ソフトウェア産業協会資料により作成 

売上高（億元） 増加率 

図表1 中国ソフトウェア産業の売上高の推移

（億米ドル） （％） 

80.0％ 

7.2

100.0％ 

15.0
33.3％ 

20.0 40.0％ 

28.0

28.2％ 

35.9

※　2001～2005年の中国ソフトウェア輸出額及び年増加率の推移 
※　2004年の全国第一回経済調査の統計方法が変わり、調査対象が増加した
ため、中国情報産業部は2004年のソフトウェア輸出額を26億米ドルか
ら28億米ドルに調整した 

2005（年） 2004200320022001
0
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20
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40
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100

中国ソフトウェア産業協会資料により作成 

ソフトウェア輸出額（億米ドル） 増加率 

図表2 ソフトウェア輸出規模

その他　7％ 

日本 
59％ 

欧米 
20％ 

アジア 
（日本を除く） 

14％ 

中国ソフトウェア産業協会資料により作成 

図表3 輸出先の主な内訳
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4 ユビキタスツールの導入の状況

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

非接触型ICカード 

電子タグ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％）

79.114.7

0.2 2.6 3.4

71.214.87.9

3.0 3.0

無回答 
導入していないし、今後導入する予定もない 
導入していないが、今後導入する予定がある 
一部の事業所又は部門で導入している 
全社的に導入している 

図表1-12-11 電子タグ及び非接触型ICカードの導入
状況（2005年末）

無回答 
5.6％ 

現在は置いていないし、 
今後も設置する予定はない 
72.4％ 

現在は置いて 
いないが今後 
設置する予定 
がある 
6％ 

専任ではないが業務の一部を 
ICT（IT）関連に費やしている 
兼任のCIOがいる 
12.5％ 

専任ではないが業務の大半を 
ICT（IT）関連に費やしている 
兼任のCIOがいる 
1.5％ 

専任のCIOを 
設置している 
2％ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

図表1-12-12 CIOの設置状況（2005年末）

無回答 
15.6％ 

その他 
7.4％ 

執行役員クラス 
29.6％ 

専務・常務クラス 
39.1％ 

副社長クラス 
4.6％ 

社長クラス 
3.5％ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

図表1-12-13 CIOの役職（2005年末）

3 企業ICT化の推進体制

14総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」
15総務省「通信利用動向調査（企業編）」。なお、経済産業省「『CIOの機能と実践に関するベストプラクティス懇談会』報告書」では約5割となって
いる。同報告書では「全上場企業」を調査対象としているのに対して、通信利用動向調査では「事業所・企業統計調査」のリストを用いている点
で異なる
16経済産業省「平成16年情報処理実態調査」。本調査での一企業当たりの情報処理要員数は509.2人であることから、従業員100人当たりの人数を計
算
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2004200320022001200019991998

（兆円） （％） 

（年） 

102.7

77.4

46.3

34.0

21.60.2
12.38.6

9.5

7.9

4.7

4.0

93.2

69.5

41.6
30.021.4

12.38.6

（出典）経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、（株）NTTデータ
経営研究所「平成16年度　電子商取引に関する実態・市場規模
調査」 

3.8

5.0

7.1

 11.2

14.7

1.5

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

2

4

6

8

10

12

14

16

eマーケットプレイス取引金額規模 
電子商取引化率 　 

図表1-12-14 B2B-ECの市場規模（狭義）及び電子
商取引化率（狭義）の推移

17「異なる組織間で、取引のためのメッセージを、通信回線を介して標準的な規約（可能な限り広く合意された各種規約）を用いて、コンピュータ
（端末を含む）間で交換すること」をEDIという。EDI推進協議会ホームページを基に記述（http://jedic.ecom.jp/edi/about.html）
18この理由としては、ネットワーク等のコスト削減を目的としたIP化の場合と受発注指示にとどまらず商品情報に係る企業間連携等を通じた全体最
適を目的として回線速度の高速化とシステムの刷新まで含めたIP化の場合がある。（「電子商取引に関する実態・市場規模調査」）
19経済産業省「平成16年情報処理実態調査」。なお、資本金規模が大きくなるほど利用する企業も多くなる傾向がある
20分析の詳細に関しては付注12を参照のこと
21同様の観点から分析を行っている先行研究として、経済企画庁（2000）、内閣府（2004）、篠崎（2005c）、峰滝（2005）が挙げられる。いずれに
ついても同様の結果が得られており、情報通信技術の導入は、それに見合った企業及び組織改革を伴うことで効果を発揮することが示唆されている

4 企業間取引のネットワーク化（企業間（B2B）電子商取引）

5 企業ICT化と生産性
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209.9

151.1

88.3
100.0

TFP成長率（ユビキタス化進展せず&企業組織変革なしの企業群を100とした指数） 

図表1-12-15 「ユビキタス化」、「企業再編」と生産性
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40.4

100.0

TFP成長率（ユビキタス化進展せず&該当賃金体系でない企業群を100とした指数） 

図表1-12-16 「ユビキタス化」、「賃金体系」と生産性
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第 節
ユビキタスネット社会実現に
向けた課題

SECTION 13
13

1 情報セキュリティに関する被害状況

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50（％） 

特に被害はない 

その他 
（著作権の侵害等） 

ウェブ（BBS等）上 
でのひぼう中傷 

不正アクセス 

個人情報の 
不正利用、漏えい 

ウイルスに 
1度以上感染 

迷惑メールを受信 

ウイルスを発見 
又は感染 

21.7
28.1

20.6
22.6

7.0
11.7

1.2
1.3

1.1
1.8

0.2
0.3

0.1
0.1

45.3
35.3

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

2005年調査 2004年調査 

図表1-13-1 個人のセキュリティ被害状況の有無
（複数回答）

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90（％） 

特に被害はない 

その他 

ホームページの改ざん 

故意・過失による 
情報漏えい 

DoS攻撃 

不正アクセス 

スパムメールの 
中継利用・踏み台 

コンピュータウイルスに 
1回は感染した 

コンピュータウイルスを 
発見・感染しなかった 

ウイルスに感染又は 
ウイルスを発見 

65.5

76.439.1
38.4

29.4
41.7

3.7
5.0
2.8
3.8
1.8
4.0
0.7
0.8
0.1
0.5
0.6
2.7

31.9
19.5

2005年調査 2004年調査 

図表1-13-2 企業のセキュリティ被害状況の有無
（複数回答）

1 安心・安全の観点から見たICT利用
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2 ウイルス及び不正アクセス

シマンテック社及びトレンドマイクロ社資料により作成 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000
（件） 

2005（年） 2004200320022001

43,384

74,978
68,624

121,404

85,700

図表1-13-3 ウイルス被害届出数の推移

0
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20
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40
50
60
70
80
90
100
110
120

国家公安委員会・総務省・経済産業省報道資料により作成 

（件） 

2005（年） 2004200320022001
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
110
120
（人） 

35

51
58

65

94

51

69
76

88

116

検挙事件数 検挙人数 

図表1-13-4 不正アクセス禁止法違反の検挙事件数等
の推移

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

0 10 20 30 40 50 60 70（％） 

無回答 

何も行っていない 

その他 

アカウントごとに 
パスワードを複数使い分け 

パスワードの定期的な変更 

メールソフトの 
アップデートや変更 

スパイウェア対策 
ソフトの導入 

ファイル等のバックアップ 

ファイアウォールの使用 

OS、ブラウザの 
アップデート 

プロバイダ等提供 
ウイルスチェックサービス 

メールや添付ファイル等を 
不用意に開かない 

ウイルスチェック 
ソフトの導入 

何らかの対策導入 57.0
59.6

35.7
35.9

30.2
34.3

17.3
19.8
17.1
19.4

14.4
12.3
8.3
8.1
8.0

6.1
5.6
2.7
2.1
2.3
1.7
1.4
1.6

22.1
14.6
20.9
25.8

2005年調査 2004年調査 

図表1-13-5 個人のウイルス・不正アクセス対策
（複数回答）

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90（％） 

無回答 

特に対応していない 

分からない 

その他の対策 

不正侵入検知システム 
（IDS）の導入 

ウイルスチェック対応 
マニュアルを策定 

認証技術の導入による 
利用者確認 

回線監視 

セキュリティ監査 

データやネットワークの 
暗号化 

代理サーバー等の利用 

セキュリティ管理の 
アウトソーシング 

外部接続の際に 
ウイルスウォールを構築 

アクセスログの記録 

社員教育 

セキュリティ 
ポリシーの策定 

OSへのセキュリティ 
パッチの導入 

ID、パスワードによる 
アクセス制御 

ファイアウォールの設置 

サーバーにウイルス 
チェックプログラムを導入 

パソコン等の端末（OS、 
ソフト等）にウイルスチェック 

80.5

64.3

46.8

44.6

39.4

28.9

26.4

23.7

20.4

11.7

11.2

10.7

9.4

9.0

8.2

6.9

4.8

3.4

1.0

2.3

1.8

81.0

59.0

46.4

37.6

40.0

19.8

23.7

20.9

19.4

10.3

10.0

6.1

7.7

7.6

6.0

7.7

4.1

1.8

1.2

3.7

1.7

2005年調査 2004年調査 

図表1-13-6 企業のウイルス・不正アクセス対策
（複数回答）

１シマンテック社及びトレンドマイクロ社に届出のあったウイルスを発見し又はウイルスに感染した件数の合計
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3 迷惑メール

4 フィッシング

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50（％） 

無回答 

何も行っていない 

その他 

アドレスの 
周期的更新 

メール指定受信 
機能使用 

未承諾広告拒否 
機能使用 

メール指定拒否 
機能使用 

アドレスを複雑化 9.7
10.0

8.0
6.3

4.5
3.4

2.0
1.1

1.6
0.6

4.3
3.1

45.1
42.2

30.1
36.3

2005年調査 2004年調査 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

図表1-13-7 個人の迷惑メール対策（パソコン）
（複数回答）

0 5 10 15 20 25 30 35（％） 

無回答 

何も行っていない 

その他 

アドレスの 
周期的更新 

メール指定受信 
機能使用 

未承諾広告拒否 
機能使用 

メール指定拒否 
機能使用 

アドレスを複雑化 26.9

31.8
12.1
10.7

7.2
8.3

5.4
6.1

2.7
3.8

1.8
1.4

27.5
23.1

29.3
28.9

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」

2005年調査 2004年調査 

図表1-13-8 個人の迷惑メール対策（携帯電話）
（複数回答）

金銭的な被害を 
受けたことがある 

0.2％ 

個人情報を入力 
してしまった 
ことがある 
0.3％ 

フィッシングと 
思われるメールを 
受け取ったことが 

ある 
15.3％ 

遭ったことはない 
84.2％ 

（出典）総務省「平成17年度第1回電気通信サービスモニターに対する
アンケート」 

図表1-13-9 フィッシング被害の有無

（出典）総務省「平成17年度第1回電気通信サービスモニターに対する
アンケート」 

0 10 20 30 40 50 60（％） 
n＝580

特に注意はしていない 

その他 

不審な点を感じたら、 
電話で問い合わせをす 
るようにしている 

暗号化された通信以外 
では個人情報を入力し 
ないようにしている 

インターネット上で 
個人情報の入力はしな 
いよう心掛けている 

49.3

42.1

20.7

6.6

11.4

図表1-13-10 フィッシング被害防止に対する意識
（複数回答）

２総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」。図表1-13-1参照
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5 個人情報保護

6 情報セキュリティ関連市場

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％） 

無回答 

分からない 

特にない 

 

その他 

プライバシーマークの取得 

外注先の選定要件の強化 

システムや体制の再構築 

必要な個人情報の絞り込み 

プライバシーポリシーの策定 

個人情報保護管理責任者の設置 

社内教育の充実 

何らかの対策を実施 

4.1

73.2
56.5

45.7
30.9
41.4

23.4
29.7

13.6
27.8

20.0
20.0
19.2

7.0
4.5
5.8
5.0
8.7
6.8

18.0
34.5

4.2
4.9
4.6

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

2005年末 2004年末 

図表1-13-11 企業の個人情報保護対策の実施状況
（複数回答）

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

0

20

40

60

80

100
（％） 

56.5

73.2

51.7

68.768.6

84.3

60.2

76.0

67.9

88.8

79.9

89.689.2
92.5

2,000人 
以上計 

1,000～ 
1,999人 

500～ 
999人 

300～ 
499人 

300人 
以上計 

100～ 
299人 

全体 

2004年末 2005年末 

図表1-13-12 従業者規模別の個人情報保護対策の実
施状況

0 10 20 30 40

無回答 

1億円以上 

5,000万円～1億円未満 

1,000万円～5,000万円未満 

500万円～1,000万円未満 

100万円～500万円未満 

100万円未満 

投資なし 

（出典）総務省「平成16年情報セキュリティに関する実態動向調査」

（％） 

6.2

0.7
2.7

2.2
3.4

14.4

7.1
6.7

12.1
19.8

34.2
32.9

15.5
17.6

18.7

5.7

1,000万円以上  
本調査 ：24.8%  
2001年度調査 ：17.3% 

2001年度調査 本調査 

図表1-13-13 上場企業における情報セキュリティ対
策関連投資額

（出典）矢野経済研究所「2005情報セキュリティソリューション市場の
実態と戦略展望」 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000
（百万円） 

70,030 81,770 90,142

100,300

190,442

91,550

173,320

79,040

149,070

2005年度見込み 2004年度 2003年度 

製品 サービス 

図表1-13-14 セキュリティ製品・サービス市場の市
場規模
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2 デジタル・ディバイドの状況

1 インターネット利用状況
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80歳以上 70-79歳 65-69歳 60-64歳 50-59歳 40-49歳 30-39歳 20-29歳 13-19歳 6-12歳 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

（％） 

（％） （％） 

（％） 

世代別 

所属世帯年収別 

男女別 都市規模別 
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80

90

女性 男性 
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10

20

30

40

50

60

70

80

90

町・村 その他の市 特別区・政令指定 
都市・県庁所在地 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2,000 
万円以上 

1,500～2,000 
万円未満 

1,000～1,500 
万円未満 

800～1,000 
万円未満 

600～800 
万円未満 

400～600 
万円未満 

200～400 
万円未満 

200 
万円未満 

70.3

62.865.9

90.7 93.9 92.395.0 90.5 92.8
84.8
90.6

65.8
75.3

49.0
55.2

27.3

42.0

15.419.3

6.9 7.2

75.1
79.8

64.0
68.4

78.279.3

68.0
73.5

56.9

81.4

48.1

63.4
55.8
64.0

68.8
74.9 72.4

76.7 74.1
78.7 75.6

80.3 79.3
85.1

77.5

2005年末 2004年末 

2005年末 2004年末 

2005年末 2004年末 2005年末 2004年末 

図表1-13-15 インターネットの利用状況
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2 ブロードバンド利用状況 3 携帯インターネット利用状況
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100

0
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40

60

80

100

女性 男性 
0
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60

80

100

町・村 その他の市 特別区・政令指定 
都市・県庁所在地 

80歳以上 70-79歳 65-69歳 60-64歳 50-59歳 40-49歳 30-39歳 20-29歳 13-19歳 6-12歳 

2,000 
万円以上 

1,500～2,000 
万円未満 

1,000～1,500 
万円未満 

800～1,000 
万円未満 

600～800 
万円未満 

400～600 
万円未満 

200～400 
万円未満 

200 
万円未満 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 

（％） 

（％） （％） 

（％） 

31.6

13.5

40.8

19.2

72.3 70.1

23.0

42.3

73.8 70.5 65.9

14.9

34.0

7.6

27.9

49.2

17.6

46.2

24.1

48.9

22.9

44.1

19.2

37.0

15.5

33.2

13.8
21.9

8.7

20.6

69.5 67.9 70.4 69.1
75.3 74.1 71.3 74.3

7.7

14.0

37.5

77.2
69.8 71.2 72.8 72.5 69.8 67.2 64.4

57.5 61.9

24.2

50.1

26.0

51.5

22.3

49.5

21.1

47.0

13.7

33.4

7.6

20.6

4.4
10.9

2.4 3.7 0.0  1.1

年齢階級別 

世帯年収別 

性別 都市階級別 

2005年末 2005年末（ブロードバンド化率） 2002年末 

2005年末 2005年末（ブロードバンド化率） 2002年末 

2005年末 

2005年末（ブロードバンド化率） 

2002年末 2005年末 

2005年末（ブロードバンド化率） 

2002年末 

図表1-13-16 ブロードバンドの利用状況
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町・村 その他の市 特別区・政令指定 
都市・県庁所在地 

80歳以上 70-79歳 65-69歳 60-64歳 50-59歳 40-49歳 30-39歳 20-29歳 13-19歳 6-12歳 

2,000 
万円以上 

1,500～2,000 
万円未満 

1,000～1,500 
万円未満 

800～1,000 
万円未満 

600～800 
万円未満 

400～600 
万円未満 

200～400 
万円未満 

200 
万円未満 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（世帯編）」 
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（％） （％） 

（％） 
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23.2

 60.3

24.6 26.8

61.6

23.2

55.8

20.2
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66.5
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26.1

62.2
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56.7
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45.8
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22.5
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44.4

84.9

42.6

82.3

32.3

77.0

14.7
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34.9

2.8
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9.4

0.0 3.4
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性別 都市階級別 
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2005年末 2002年末 

2005年末 2002年末 2005年末 2002年末 

図表1-13-17 携帯インターネットの利用状況
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※　事業者情報、国勢調査データ等から、町丁目ベースの加入可能世帯数を積算。なお、ADSLについては、サービスの提供地域内であっても、収容局からの距離が

4kmを超える世帯については信号の減衰が大きく実用に適しないことから、「未提供」に含めてある 
※　グラフ内の数値については世帯数（万世帯） 
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FTTHサービス（光ファイバ）が提供されている地域の世帯 
 

BBサービス未提供地域の世帯 
FTTHサービスは未提供だが、ADSL、ケーブルインターネット等の何らかのBBサービスが提供されている地域の世帯 
 

図表1-13-18 都道府県別ブロードバンド整備状況（世帯カバー率ベース）

0

20

40

60

80

100

沖
縄
県 

鹿
児
島
県 

宮
崎
県 

大
分
県 

熊
本
県 

長
崎
県 

佐
賀
県 

福
岡
県 

高
知
県 

愛
媛
県 

香
川
県 

徳
島
県 

山
口
県 

広
島
県 

岡
山
県 

島
根
県 

鳥
取
県 

和
歌
山
県 

奈
良
県 

兵
庫
県 

大
阪
府 

京
都
府 

滋
賀
県 

三
重
県 

愛
知
県 

静
岡
県 

岐
阜
県 

長
野
県 

山
梨
県 

福
井
県 

石
川
県 

富
山
県 

新
潟
県 

神
奈
川
県 

東
京
都 

千
葉
県 

埼
玉
県 

群
馬
県 

栃
木
県 

茨
城
県 

福
島
県 

山
形
県 

秋
田
県 

宮
城
県 

岩
手
県 

青
森
県 

北
海
道 

（％） 

総務省「ブロードバンドサービス等の契約数」により作成 
※　データは2005年12月末現在 

FWAケーブルインターネット FTTHDSL

図表1-13-19 ブロードバンド契約の回線シェア（都道府県別）

＜光ファイバの整備状況＞ ＜ブロードバンドの整備状況＞ 

全市町村（3,123団体） 

30万人超（75団体） 

10万人以上30万人未満（169団体） 

5万人以上10万人未満（234団体） 

1万人以上5万人未満（1,180団体） 

1万人未満（1,465団体） 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 1000 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） （％） 

61.8（906団体） 29.5（432団体） 

69.7（823団体） 

78.2（183団体） 

84.6（143団体） 

76.0（57団体） 

67.6（2,112団体） 

87.7（1,285団体） 
7.8（114団体） 

11.0（344団体） （光ファイバ、ADSL、ケーブルインターネットなど） 

4.5 
（66団体） 

10.3（122団体） 
54.2（639団体） 35.5（419団体） 

67.5（158団体） 29.1（68団体） 

63.9（108団体） 36.1（61団体） 
3.4（8団体） 

64.0（48団体） 36.0（27団体） 

61.9（1,932団体） 27.1（847団体） 

30.2（356団体） 
21.8 21.8 

（5151団体団体） 
15.4 15.4 

（2626団体団体） 

21.8 
（51団体） 

15.4 
（26団体） 

24.0（18団体） 

28.3（883団体） 

0.1 
（1団体） 

8.7（127団体） 

4.1 
（128団体） 

全ての地域で加入不可能 一部の地域で加入不可能 全ての地域で加入可能 

※　データは2006年3月末現在 
　　可能な限り詳細な整備状況を把握するため、市町村の区分については、2004年4月1日現在を基準としている。（3,123団体） 

図表1-13-20 ブロードバンドサービスの提供状況（人口規模別）
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1第 節 電気通信事業

SECTION 01
1 電気通信市場　

0

100,000

200,000

2004200320022001

（億円） 

※　電気通信サービスに係る売上高を集計 

総務省「通信産業基本調査」により作成 

（年度） 
（速報値） 

161,403

145,767

162,195

190,554

図表2-1-1 電気通信事業の売上高※の推移

各社資料により作成 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） 

2005

2004

2003

2002

2001

2000

（年度） 

51.2 48.8

46.4 53.6

44.9 55.1

42.0 58.0

42.3 57.7

42.7 57.3

固定通信 移動通信 

図表2-1-2 主要電気通信事業者の固定通信と移動通
信の売上比率
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58.4 6.06.5 29.1

72.3 10.1 7.3 10.3

68.0 16.8 6.4 8.8

66.1 19.5 5.7 8.7

総務省「通信産業基本調査」により作成 

（年度） 
0 20 40 60 80 100

2004

2003

2002

2001

（％） 

※　2003年度までは、改正前の電気通信事業法に基づく第一種電気通信事業にお
ける売上高 

音声伝送役務 データ伝送役務 
専用役務 その他 

図表2-1-3 売上高における役務別比率の推移

（円 /人） 

各社資料により作成 

（年度） 

8,235
7,853 7,570

7,0041,346
1,607

1,805
1,740

6,889
6,245

5,766
5,263

6,769

1,867

4,902

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

20052004200320022001

音声ARPU データARPU

図表2-1-4 携帯電話の1契約当たりの売上高における
役務別比率の推移

電気通信事業者数 

インターネットサービス 
提供事業者数 

4,726 

1,703

6,024 

2,661

6,780 

3,365

7,900 

4,234

9,350 

5,612

10,520 

6,741

11,318 

7,527

12,518 

8,860

13,090 

9,111

13,774 

9,681

（年度末） 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

（社） 

図表2-1-5 電気通信事業者数の推移

1 概況

2 電気通信サービス

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

IP電話 

移動通信 

固定通信 

2005200420032002200120001999199819971996

（万加入） 

（年度） 

2,691

3,826

4,731 5,685

 6,678
7,482

8,112
8,665

9,147
9,648

6,264 6,285 6,263  6,223

 6,196

6,133 6,077 6,022 5,961 5,808

1,146
831

528

図表2-1-6 固定通信と移動通信の加入者数の推移
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20052004200320022001200019991998199719961995
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

6,111 6,153 6,045
5,856

5,555
5,226 5,100 5,116 5,159 5,163 5,058

53 111 240
 407

668
970 1,033 961 863 798 750

（万加入） 

（年度末）

ISDN加入電話 

図表2-1-7 加入電話とISDNの加入者数の推移

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

2005

2004

2003

2002

2001

2000

2,000 1,000 0

（年度末） 

（万加入） 

東・西NTT資料により作成 

ISDN（事務用） 
加入電話（住宅用） 
ISDN（住宅用） 

加入電話（事務用） 

506 
 

1,349  3,860 450 
 

568 1,237 3,837 455 
 

586 1,175 3,898 368

584 
 

1,129 3,966 272

579 
 

561 
 
 

1,082

1,022

3,950 210

3,669 166 
 

図表2-1-8 NTT固定電話サービスの推移

１事務用と住宅用の加入者数は東・西NTTに関する状況のみを示している
２一部事業者については、音声定額制プランや高速データ通信機能を生かしたインターネットサービスにより加入者数を対前年度比約28.4％増（約
86万加入増）と急激に伸ばしている
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※　2000年度以前は東・西NTT、日本テレコム及びKDDI（1998年11月以前は、日本高速通信）、2001年度は東・西NTT及び日本テレコム、2002年度以降は東・西
NTTの合計 

 
各社資料により作成 

（万台） 

（年度末） 

82.9 83.3 83.1 82.7 82.1 80.2 80.1 79.5 77.8 75.5 73.7 70.7 68.1

58.4
50.3

44.2
39.3

図表2-1-9 公衆電話施設数の推移

※　アナログ公衆電話には、赤電話、青電話及び黄電話を含む 
※　東・西NTTはICカード型を2005年度末で終了 

東・西NTT資料により作成 

0
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400,000

600,000

800,000

1,000,000
（台） 
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（年度末）
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820,131

0 
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800,772

0 
47,180 
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0 
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793,870

0 
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777,200

217 
115,421 
638,233 
753,871

18,342 
111,385 
606,085 
735,812

34,192 
109,398 
563,643 
707,233

51,051 
105,515 
524,069 
680,635

59,851 
101,010 
423,301 
584,162

57,157 
98,716 
347,262 
503,135

44,273 
96,976 
301,053 
442,302

－ 
111,661 
281,405 
393,066

ICカード型 
デジタル 
アナログ 
　合計 
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図表2-1-10 東・西NTTにおける公衆電話施設構成比の推移

（年度末） 

NCC比率（％） 

1,020.4 
587.3 
51.6％ 

2,087.7 
1,067.3 
47.5％ 

3,152.7 
1,065.0 
43.0％ 

4,153.0 
1,000.3 
42.5％ 

5,113.9 
960.9 
42.6％ 

6,094.2 
980.3 
40.9％ 

6,912.1 
817.9 
41.0％ 

7,565.7 
653.6 
42.0％ 

8,152.0 
586.3 
43.6%

8,699.7 
547.7 
44.9 %

9,179.2 
479.5 
44.3%

加入者数（万加入） 
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47.5%

43.0% 42.5% 42.6% 40.9% 41.0% 42.0% 43.6% 44.9% 44.3%

20052004200320022001200019991998199719961995

（社）電気通信事業者協会資料により作成 

加入者数 
純増数 
NCC比率 
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図表2-1-11 携帯電話の加入者数の推移
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（社）電気通信事業者協会資料により作成 

図表2-1-12 PHSの加入者数の推移

（万加入） 

（社）電気通信事業者協会資料により作成 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2006・3 （年・月） 2005・32004・32003・32002・3

4,833

2,183

2,650

3,035

1,793

1,242

1,669

318

1,351716

36
681

8.9
0
8.9

W-CDMA CDMA2000

図表2-1-13 第3世代携帯電話加入者数の推移
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（契約） 

※　衛星移動通信サービス契約数は、イリジウム、オーブコム、オムニトラックス、N-STAR、インマルサット（船舶地球局、航空機地球局及び携帯移動地球局）の合計 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2005（年度末） 200420032002200120001999199819971996

49,544

55,206

45,180
41,73740,75339,130

34,149

28,953

20,656

11,287

図表2-1-14 衛星移動通信サービス契約数の推移

 
運用者／事業者 
 

サービスエリア 
 
サービス内容

 
 
サービス開始 
高度（軌道） 
衛星数 

衛星名 インマルサット N-STAR オーブコム 

インマルサット 
（日本ではKDDI） 

 

全世界 
 

電話、テレックス、 
ファクシミリ、データ通信 

1982年2月 
約36,000km（静止） 
4+5（予備） 

 
NTTドコモ 

 
全国及び日本沿岸海域 
並びにこれらの上空 
電話、ファクシミリ、 

データ通信 
1996年3月 

約36,000km（静止） 
2+1（予備） 

オーブコム 
（日本ではオーブコムジャパン）

 

 
全世界 
 

データ通信 
 

1999年3月 
825km（周回） 

30

イリジウム 
米イリジウム 

（日本ではKDDIネットワーク 
＆ソリューションズ） 

全世界 
 

音声、データ通信、 
ページング、測位 
2005年6月 

780km（周回） 
66+13（予備） 

 

図表2-1-15 衛星を利用した移動通信システムの概要

３050-××××-××××の11桁で利用される番号
４03-××××-××××等の10桁で利用される番号
５「0AB～J型IP電話」には、東・西NTTの「ひかり電話」、KDDI「光プラス電話」、ケイ・オプティコムの「eo光電話」等がある。また、中継網を
IP化した0AB～J電話サービスもある
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（年・月末） 
0

200

400

600

800

1,000

1,200

2006.32005.122005.92005.62005.32004.122004.92004.62004.32003.12

※　2003年度分については、「電気通信事業分野の競争状況の評価に関する平成16年度実施細目」に基づくアンケート調査により集計したもの 

総務省「IP電話の利用数の状況（2006年3月末）」により作成 

（万件） 

433.1 527.6
603.7

702.5
783.0 811.8 869.1

925.8
975.1

142.4

18.7 
32.3

51.0
85.2

830.5
901.4

976.7
1,060.4

1,145.7

1,003.3  
 

0AB～J型IP電話 050型IP電話 

図表2-1-16 IP電話の利用状況

品質等の基準は満たさないためIP電話として番号は付与されないものの、IP技術を利用したより安価なコ

ミュニケーションサービスとして最近普及が著しいのがPtoP（Peer to Peer）型IP電話である。PtoP型IP電

話は、インターネット上の発信者のパソコンと着信者のパソコンの通信（音声パケットの交換）であるた

め、事実上、世界中どこへでも無料通話が可能となる。最近では、テレビ電話タイプやパソコンに電話機

を接続できるタイプが提供されている。

PtoP型IP電話C O L U M N

（万回線） 
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合　計 
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32.4 
2.0 

103.3

69.2 
34.4 
2.6 
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69.7 
34.8 
4.0 

108.5

70.2 
31.9 
7.1 

109.2

69.0 
29.3 
12.8 
111.1

65.7 
26.0 
19.3 
111.0

61.7 
21.7 
25.5 
108.9

62.9 
25.5 
52.2 
140.6

56.0 
20.6 
61.5 
138.1

49.7 
18.1 
67.2 
135.0

44.5 
15.2 
62.6 
122.3

40.8 
12.5 
52.9 
106.2

37.4 
10.7 
44.1 
92.1

高速デジタル伝送 

一般専用（帯域品目） 

一般専用（符号品目） 

・・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・ 

・・・・ 
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・・・・・・ 
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・・・・ 

・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・・・ 
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・・・・ 
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・・・・ 

・・・・ 
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図表2-1-17 国内専用回線数の推移
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（回線） 

0

500

1,000

1,500

2,000

2004（年度末） 200320022001200019991998199719961995199419931992

1,170 1,2011,134

1,367

1,5771,619
1,696

1,8071,771
1,6911,6441,6761,654

※　音声級回線は、帯域品目で主に電話に利用されている 
※　電信級回線は、速度200bps以下の符号品目で主にテレタイプ通信、データ伝送に利用されている 
※　中・高速符号伝送用回線は、通信速度1,200bps～600Mbpsの回線で、主にデータ伝送、高速ファイル転送、テレビ会議に利用されている 

435 
268 
951 
1,654

328 
245 
1,103 
1,676

285 
212 
1,147 
1,644

189 
185 
1,317 
1,691

190 
164 
1,417 
1,771

158 
128 
1,521 
1,807

147 
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1,444 
1,696
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30 

1,480 
1,619

92 
13 

1,472 
1,577
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9 

1,251 
1,367

105 
7 

1,022 
1,134

47 
6 

1,117 
1,170

92 
4 

1,105 
1,201

中・高速符号伝送用回線数 
電信級回線数 
音声級回線数 

合　計 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

図表2-1-18 国際専用回線数の推移
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総務省「ブロードバンドサービス等の契約数（2006年3月末）」により作成 
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86

231

96

237

106

244

117

249

126

262

138

264

150

271

160

（千契約） 

（年・月末） 

IP-VPNサービスの契約数 広域イーサネットサービスの契約数 

図表2-1-19 IP-VPNサービス・広域イーサネットサービス契約数の推移



1 総通信回数・総通信時間

SECTION 01

第　節1 電気通信事業

第

章
2

情
報
通
信
の
現
況

平成18年版　情報通信白書114

3 電気通信の利用状況

（億回） 

0

500

1,000

1,500

2004（年度）20032002200120001999

1,300.0 
 
1,264.8

1,323.91,384.0
1,447.5

1,344.0

※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計（なお、2004年度集計から
IP電話を含む。） 

46.9 
333.9 
963.2 
1,344.0

35.9 
438.3 
973.3 
1,447.5

26.2 
452.4 
905.4 
1,384.0

22.2 
474.5 
827.2 
1,323.9

21.3 
504.4 
774.4 
1,300.0

17.2 
516.8 
730.7 
1,264.8

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

PHS 
携帯電話 
固定端末 
総回数 

・・・・・・・・・ ・・・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・・ 

・・ 

・・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・・・ 

・・ 

・・ 

・・・ 

・・・ 

図表2-1-20 通信回数の推移（発信端末別）

（億時間） 

2004（年度）20032002200120001999

46.7
52.0

57.5

65.7
70.3

61.5

0

20

40

60

80

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

1.0 
10.4 
50.2 
61.5

1.1 
13.4 
55.7 
70.3

1.2 
15.2 
49.4 
65.7

1.5 
16.0 
40.0 
57.5

2.3 
16.6 
33.2 
52.0

1.5 
16.7 
28.5 
46.7

※　「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計（なお、2004年度集計から
IP電話を含む。） 

PHS 
携帯電話 
固定端末 
総時間 

・・・・・・・・・ ・・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 
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・・ 

・・ 

・・・・・ 

図表2-1-21 通信時間の推移（発信端末別）
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20042003200220012000

（分） 

（年度） 

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

※　IP電話は、2004年度から集計。そのため、2003年度以前の数値には含まれていない 

35分49秒 

26分40秒 

22分30秒 
20分25秒 

17分56秒 

5分34秒 
6分57秒 6分52秒 

8分30秒 

4分38秒 

10分24秒 11分23秒 

3分57秒 
3分8秒 

3分50秒 
3分16秒 

3分28秒 
3分28秒 

5分15秒 
3分16秒 

4分2秒 

IP電話 PHS携帯電話 ISDN加入電話 

図表2-1-22 1契約当たりの1日の通信時間の推移

６「固定端末」は加入電話、公衆電話及びISDNの総計（なお、2004年度集計からIP電話を含む。）
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（年度） 

【MA単位】 

0 20 40 60 80 100（％） 

54.3 13.7 32.0

56.1 13.5 30.3

57.8 13.4 28.8

59.7 13.2 27.1

61.0 13.2 25.7

61.0 13.6 25.3

60.1 14.4 25.5
（年度） 

【都道府県単位】 

0 20 40 60 80 100（％） 

70.9 29.1

72.5 27.5

74.1 25.9

75.7 24.3

77.0 23.0

77.4 22.6

77.7 22.3

2004

2003

2002

2001

2000

1999

1998

2004

2003

2002

2001

2000

1999

1998

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

同一MA 隣接MA その他 県内 県外 

図表2-1-23 固定通信（加入電話・ISDN）の距離区分別通信回数構成比の推移

（年度） 

【携帯電話の距離区分別トラヒック】 

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

0 20 40 60 80 100（％） 
（年度） 

【PHSの距離区分別トラヒック】 

0 20 40 60 80 100（％） 

85.7 14.3

74.6 25.4

69.7 30.3

73.4 26.6

77.3 22.7

80.5 19.5

81.3 18.7

78.5 21.5

80.0 20.0

80.6 19.4

80.9 19.1

81.1 18.9

80.0 20.0

79.0 21.0

2004
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1999
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県内 県外 県内 県外 

図表2-1-24 携帯電話・PHSの距離区分別通信回数構成比の推移
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（億回） 

（時） 
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～24～23～22～21～20～19～18～17～16～15～14～13～12～11～10～9～8～7～6～5～4～3～2～1

固定 

移動 

総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

図表2-1-25 固定通信と移動通信の時間帯別通信回数の比較

（百万時間） 

（時） ～24～23～22～21～20～19～18～17～16～15～14～13～12～11～10～9～8～7～6～5～4～3～2～1

固定 

移動 
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200
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総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

図表2-1-26 固定通信と移動通信の時間帯別通信時間の比較

（秒） 

（時） ～24～23～22～21～20～19～18～17～16～15～14～13～12～11～10～9～8～7～6～5～4～3～2～1

固定 

移動 

0

50

100
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総務省「トラヒックからみた我が国の通信利用状況」により作成 

図表2-1-27 固定通信と移動通信の平均通信時間の比較
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20,000 10,000

2004

2003

2002

2001

0 10,000 20,000 30,000
（百万回）

（年度） 
27,51218,257

23,79514,492

20,77612,210

17,52010,129

東・西NTT「電気通信役務通信量等状況報告」により作成 

住宅用 事務用 

図表2-1-28 事務用・住宅用の別で見た通信回数

0 50,000 100,000 150,000

2004年 

2003年 
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2001年 

250,000 200,000 150,000 100,000 50,000
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（年度） 

（万時間） 

96,534199,580

79,155132,526

65,19795,187

48,04764,952

住宅用 事務用 

東・西NTT「電気通信役務通信量等状況報告」により作成 

図表2-1-29 事務用・住宅用の別で見た通信時間
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2004200320022001

東・西NTT「電気通信役務通信量等状況報告」により作成 

（秒） 

（年度） 

157

132

112

92

39
454851

事務用 住宅用 

図表2-1-30 事務用・住宅用の別で見た1通信当たり
の通信時間（平均保留時間）
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（年） 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

120,556 

43,912 

76,644 

3,610,841 

3.34

122,453 

48,829 

73,624 

3,650,436 

3.35

118,783 

51,034 

67,749 

3,631,473 

3.27

110,486 

54,828 

55,658 

3,673,550 

3.01

103,504 

64,894 

38,610 

3,704,298 

2.79

98,373 

69,791 

28,582 

3,805,600 

2.58

90,676 

－ 

－ 

3,876,091 

2.34

83,853 

－ 

－ 

3,938,235 

2.13

82,165 

－ 

－ 

3,999,759 

2.05

73,959 

－ 

－ 

3,946,187 

1.87

67,944 

－ 

－ 

3,948,741 

1.72

電話通信料  

 　（うち）固定電話通信料 

　 （うち）移動電話通信料 

世帯消費支出  

世帯消費に占める 
電話通信量の割合（％）  

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成 

図表2-1-31 電話通信料の推移と世帯支出に占める割合

（円） 

総務省「家計調査」（二人以上の世帯（農林漁家世帯を除く））により作成 

0

50,000

100,000

150,000

70～ （歳） 60～6950～5940～4930～39～29

109,961
117,533

104,265

55,886

96,447

128,398

99,708

122,340

100,521

38,291

17,561
15,538

14,771
10,082

6,423

89,173

75,932

106,374
115,720

90,129

62,164

29,709
34,253

21,174
11,822

43,382

67,282

84,639
93,16190,650

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 

図表2-1-32 世帯主年齢別の移動電話通信料への年間世帯支出の推移
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1 国内料金

4 電気通信料金

200520042003200220012000

日本銀行「企業向けサービス価格指数」により作成 
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企業向けサービス価格指数（2000年基準）における 
固定通信料金水準の推移 

企業向けサービス価格指数（2000年基準）における 
移動通信料金水準の推移 
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図表2-1-33 日本銀行「企業向けサービス価格指数」による料金の推移
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市内通話　昼間3分当りの通話料（NTT） 

テレコムデータブック2006、NTT資料により作成 

図表2-1-34 東・西NTT加入電話の市内通話の料金水準の推移
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（料金：円） 携帯電話　月額基本使用料の推移（NTTドコモの標準的なプラン） 
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1994年4月～　  デジタル（800M)  
2005年11月～　mova・FOMA共通  
の標準的な料金を示す 

 

テレコムデータブック2006、NTT資料により作成 

IDO、セルラー参入 

デジタル化、  
端末売り切り制 

パケット  
定額制 

iモード開始 無料通話分600円を 
含むプラン 

通話料2ヶ月 
くりこし 

30,000円 
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13,000円 

8,800円 

7,800円 
6,800円 

5,800円 
4,900円 

4,600円 
4,500円 

図表2-1-36 携帯電話の基本料金の推移

0

100

200

300

400

（料金：円） 
450円 

東京～大阪　昼間3分当たりの通話料（NTT、NTTコミュニケーションズ） 

1985.71983.8 1988.2 1990.3 1992.6 1996.3 1998.2 2001.3 2005.1

400円 
360円 

330円 

280円 

240円 

200円 
180円 

140円 
110円 

90円 80円 

テレコムデータブック2006、NTT資料により作成 

図表2-1-35 東・西NTT加入電話の長距離通話の料金水準の推移
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（円） （円） 

【住宅用の加入時一時金、基本料金】 【市内・長距離通話料金（平日12時の3分間の料金）】 

8.5

1,610

36,800
1,700

5,882

12,828

6,374
1,622

1,795

1,871

3,574

7,162

2,099

80

10
125

15

22
47

15

43

20

14

20

40,000 15,000 10,000 5,000 0 0 50 100 150

※　米国及びフランスでは基本料についてユニバーサルサービス基金等による補てんがある　 
※　市内・長距離通話料金は、平日12時に3分間通話した場合の料金。長距離通話料金は、最遠距離区分による 
 

総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

ジュネーブ 

デュッセルドルフ 

パリ 

ロンドン 

ニューヨーク 

東京 

加入時一時金 基本料金（住宅用） 市内通話料金 長距離通話料金 

図表2-1-37 個別料金による国内電話料金の国際比較（2004年度）

【デジタル1.5Mbps】 
（万円／月） 

15.2

19.4

11.3

23.9

17.8

27.3

18.2

27.4

18.3

0 10 20 30 40

デュッセルドルフ 

パリ 

ロンドン 

ニューヨーク 

東京 
36.6

※　都市によりバックアップ及び故障復旧対応等のサービス品質水準が異なる場合
がある 

 
総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

15km 50km

図表2-1-38 個別料金による国内専用線料金の国際比
較（2004年度）

※　電気通信サービスの利用料金の国際比較を行うため、我が国における利用パター
ンを基に、1月当たり通話106分、メール100通、データ39,000パケットを
利用した場合の各国の料金を比較した 

※　ただし、携帯電話の料金体系は基本料金に定額利用分を組み込んだ様々なパッケ
ージ型のものが主流であり、利用パターンや使用量によって順位が変わることが
ある 

 
総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（百円／月）

ジュネーブ 

デュッセルドルフ 

パリ 

ロンドン 

ニューヨーク 

東京 41

37

39

36 50

44 68

65 957 22

10 14

5 8

6222

6 12 55

24 65

音声 メール データ 

図表2-1-39 東京モデルによる携帯電話料金の国際比
較（2004年度）
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※　料金の算出に当たっては、各都市において利用可能な最安料金時間帯の3分間に
換算 

 
総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」により作成 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180（円） 

東京←→ 
　　　ジュネーブ 

東京←→ 
　　　デュッセルドルフ 

東京←→パリ 

東京←→ロンドン 

東京←→ 
　　　ニューヨーク 

32

36
80

111
80

15
80

50

170

50

各都市から東京へ 東京から各都市へ 

図表2-1-40 個別料金による東京・各都市間での国際
電話料金（2004年度）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2006（年） 200520042003200220012000

（円） 

「情報通信ハンドブック2006年版」及び総務省資料により作成 

4.95

7.65

4.60

5.88

4.50
4.78 4.80

5.79

5.18

6.17

5.32

7.09

5.05

6.84

市内交換機 市外交換機 

図表2-1-41 NTTアクセスチャージの推移（加入電話
3分当たり）

総務省「平成16年度電気通信事業分野における競争状況の評価」及び
NTTドコモ報道発表資料（2006年3月9日）により作成 

0

10

20

30

40

50

60
（円/3分） 

2005（年度） 20042003200220012000

45.72

57.60

39.24

49.86

37.08

47.34

35.82

45.36

34.74

41.76

33.84

39.42

会社内接続 会社外接続 

図表2-1-42 NTTドコモの接続料の推移

７会社外接続料は、複数のドコモ地域会社を経由する通話に適用。会社内接続料はそれ以外の通話に適用
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1 加入者系ネットワーク

2 通信衛星
3 無線局

※　主要エリアは、加入者の50％以上が事業所であるエリア 

全エリア 

 主要エリア（ビジネスエリア） 

全エリア 

 主要エリア（ビジネスエリア） 

 その他 

全国 

人口10万以上の都 
市等 

政令指定都市及び 
県庁所在地級都市 

区分 

カバー率 年度末 

2005

95 

98 

90 

89 

69 

86

2004

95 

98 

88 

89 

65 

84

200320022001200019991998199719961995

94 

97 

86 

87 

59 

80

89 

97 

73 

85 

49 

72

77 

95 

54 

77 

38 

59

61 

94 

40 

72 

22 

43

56 

93 

31 

72 

14 

36

44 

92 

22 

69 

8 

27

34 

89 

13 

59 

6 

19

28 

74 

11 

48 

5 

16

21 

47 

11 

23 

3 

13 

（％）

図表2-1-43 都市規模別光ファイバ網カバー率の推移

5 電気通信ネットワーク
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（万局） （％） 

※1　陸上移動局：陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局（携帯電話端末等） 
※2　簡易無線局：簡易な無線通信を行う無線局（パーソナル無線等） 

2005（年度末） 20042003200220012000199919981997199619951994
0

20

40

60

80

100

777 
136 
133 
8 
30 
71.8％ 

1,419 
135 
117 
30 
30 
82.0％ 

2,598 
130 
110 
53 
31 
88.9％ 

3,619 
122 
102 
73 
31 
91.7％ 

4,381 
111 
94 
79 
32 
93.3％ 

5,445 
101 
86 
84 
32 
93.3％ 

6,379 
90 
74 
82 
33 
95.8％ 

7,171 
81 
71 
79 
33 
96.4％ 

7,793 
72 
67 
76 
33 
96.9％ 

8,499 
66 
65 
74 
33 
97.3％ 

9,439 
60 
64 
67 
34 
97.7％ 

10,212 
56 
65 
62 
36 
97.9％ 

1,083
1,732

2,921

3,948
4,697

5,748

6,657
7,435

8,042
8,737

9,664
10,430

97.7％ 97.9％ 97.3％ 96.9％ 96.4％ 95.8％ 
93.3％ 93.3％ 91.7％ 88.9％ 

82.0％ 

71.8％ 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

陸上移動局※1 
アマチュア局 
簡易無線局※2 
基地局 
その他 
陸上移動局の割合 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

    ・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・ 

図表2-1-45 無線局数の推移

※1　通信衛星については、現用衛星を掲載 
※2　N-SAT-110については、ジェイサットがJCSAT-110、宇宙通信がスーパーバードD号機と呼称 

通信衛星※1 JCSAT-1B 

JCSAT-2Ａ 

JCSAT-3 

JCSAT-4A 

N-STARa 
 

N-STARb 
 

N-SAT-110※２ 
 

スーパーバードA 

スーパーバードC 

スーパーバードB2 

PAS-2 

PAS-4R 

PAS-8

ジェイサット 

 

 

 

ジェイサット 
NTT東日本 
NTT西日本 
NTTドコモ  

ジェイサット 
宇宙通信 

宇宙通信 

 

 

パンアムサット・イ
ンターナショナル・
システムズ・エルエ
ルシー（米） 

 

－ 

16 

12 

－ 

6 
 

6 
 

－ 
 

－ 

－ 

－ 

16 

24 

24

32 

16 

28 

32 

8 
 

8 
 

24 
 

23 

24 

23 

16 

24 

24

－ 

－ 

－ 

－ 

Ka(11) 
S(1) 

Ka(11) 
S(1) 

－ 
 

Ka(3) 

－ 

Ka(6) 

－ 

－ 

－ 

Cバンド Kuバンド 

トランスポンダ数 
区分 衛星の名称 運用会社 

その他 

図表2-1-44 国内サービスに使用中の主な静止衛星の概要（2005年度末）
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2第 節 放送事業

SECTION 02
1 放送市場

0

20,000

40,000

60,000

※1　衛星系放送事業者は、委託放送事業及び電気通信役務利用放送事業に係る営業収益を対象に集計 
※2　ケーブルテレビ事業者は、自主放送を行う許可施設のケーブルテレビ事業者のうち、ケーブルテレビを主たる事業とする営利法人のケーブル事業に係る営業収益を対象

に集計 
※3　NHKの値は経常事業収入（出典「NHK年鑑」各年度版） 

（億円） 

（年度） 200420032002200120001999199819971996

32,773 34,298 34,083
35,124

37,378 37,689 37,355 38,356
39,698

　　 

地上系放送事業者 衛星系放送事業者※1 ケーブルテレビ事業者※2 NHK※3

図表2-2-1 放送産業の市場規模

地上系放送事業者 
対前年度比 
（うちコミュニティ放送） 
対前年度比 
衛星系放送事業者※1 
対前年度比 
ケーブルテレビ事業者※2 
対前年度比 

NHK※3 
対前年度比 
合計※4 
対前年度比 

25,523 
3.3％ 
60 

87.4％ 
913 

33.2％ 
1,644 
16.6％ 
6,218 
4.3％ 
34,298 
4.7％ 

24,488 
－4.1％ 

75 
23.8％ 
1,327 
45.4％ 
1,931 
17.5％ 
6,337 
1.9％ 
34,083 
－0.6％ 

24,823 
1.4％ 
91 

21.7％ 
1,607 
21.1％ 
2,244 
16.2％ 
6,450 
1.8％ 
35,124 
3.1％ 

26,466 
6.6％ 
125 

38.2％ 
1,891 
17.7％ 
2,463 
9.8％ 
6,559 
1.7％ 
37,378 
6.4％ 

25,960 
－1.9％ 
137 
9.0％ 
2,335 
23.5％ 
2,718 
10.4％ 
6,676 
1.8％ 
37,689 
0.8％ 

24,863 
－4.2％ 
139 
1.3％ 
2,769 
18.6％ 
3,076 
13.3％ 
6,750 
1.1％ 
37,355 
－0.9％ 

25,229 
1.5％ 
141 
2.0％ 
2,995 
8.2％ 
3,330 
8.2％ 
6,803 
0.8％ 
38,356 
2.7％ 

26,153 
3.7％ 
140 

－1.0％ 
3,158 
5.4％ 
3,533 
6.1％ 
6,855 
0.8％ 
39,698 
3.5％ 

年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

民
間
放
送
事
業
者 

※1　衛星系民間放送事業者は、委託放送事業及び電気通信役務利用放送事業に係る営業収益を対象に集計 
※2　ケーブルテレビ事業者は、自主放送を行う許可施設のケーブルテレビ事業者のうち、ケーブルテレビを主たる事業とする営利法人のケーブル事業に係る

営業収益を対象に集計 
※3　NHKの値は経常事業収入（出典「NHK年鑑」各年度版） 
※4　放送大学学園は含まない 

図表2-2-2 市場規模内訳
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2 事業者数

3 放送のデジタル化

・・・・・・・・・・・・・・ ・・ 

・・ 

・・・・・ 

・・・ 

・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・ 

・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・ 

－40

－20

0

20
（％） 

2004（年度） 2003200220012000

－24.0 
－22.0 
11.8 
－5.3

－39.8 
－10.9 
9.6 

－1.1

－31.1 
－6.2 
7.9 
3.9

－26.4 
－2.9 
8.0 
8.2

－17.0 
－0.7 
8.5 
8.2

※1　CS放送は2002年度から110度CS放送を含む 
※2　コミュニティ放送を除く地上放送 
 
（社）日本民間放送連盟「日本民間放送年鑑」及び総務省「一般放送事業

者及び有線テレビジョン放送事業者の収支状況」により作成 
 

－24.0

－39.8

－31.1－26.4

－17.0

－0.7

8.2

8.5

－2.9

8.0

8.2

－6.2

7.9

3.9

－10.9

－1.1

9.6

－22.0

－5.3

11.8

BS放送 
CS放送※1 
地上放送※2 
ケーブルテレビ 

図表2-2-3 民間放送事業者の売上高営業利益率の推移

年度末 1997 1998 1999 2000 2001 2002 200520042003

290 

88 

81 

－    

513 

－    

－    

2 

886

317 

117 

124 

－    

524 

－    

－    

2 

967

333 

130 

146 

－    

526 

－    

－    

2 

1,007

337 

138 

155 

－    

512 

－    

－    

2 

1,006

348 

151 

146 

2 

517 

－    

－    

2 

1,013

358 

161 

137 

24 

528 

2 

1 

2 

1,026

386 

189 

136 

49 

530 

16 

4 

2 

1,059

373 

177 

135 

45 

547 

11 

3 

2 

1,061 

 

 

 

362 

166 

134 

37 

571 

9 

2 

2 

1,072

地上系放送事業者 

　（うちコミュニティ放送の開局数） 

衛星系放送事業者 

　（うち電気通信役務利用放送事業者数） 

ケーブルテレビ事業者※1、※2 

電気通信（有線）役務利用放送事業者 

　（うちIP方式の事業者数） 

NHK及び放送大学学園 

合計 

民
間
放
送
事
業
者 

※1　自主放送を行う許可施設（引込端子501以上の施設）のケーブルテレビ事業者 
※2　電気通信役務利用放送事業者のうち、有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式を用いている事業者を再計上している（2002年度1社、2003 

年度6社、2004年度7社、2005年度11社） 

図表2-2-4 放送事業者数の推移

１BSデジタル委託放送事業者のうち、World Independent Networks Japan社以外のBSデジタルラジオ放送事業者は、2006年3月末をもって放送を終
了
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386社 
（373） 

1社 
（2） 

1社 
（1） 

アナログ 
放送 

デジタル 
放送 

アナログ 
放送 

デジタル 
放送 

14社 
（18） 

1社 
（1） 

1社 
（1） 

16社 
（17） 

106社 
（105） 

530社 
（547） 

2社 
（2） 

地上系放送事業者 衛星系放送事業者 

東経110度 
CS放送 

その他の 
CS放送 

ケーブルテレビ事業者 

委
託
放
送
事
業
者 

衛
星
役
務
利
用
放 

送
事
業
者 

受
託
放
送
事
業
者 

※　（　　）内は2004年度末の事業者数 
※　NHK及び放送大学学園は含んでいない 
※　衛星系放送事業者については複数の放送サービスを提供している事業者があるため、数字を合計しても図表2-2-4の衛星系放送事業者数とは一致しない 

BS放送 CS放送 

図表2-2-5 民間放送事業者の内訳（2005年度末）

1950 
（昭和25） 

1960 
（昭和35） 

1970 
（昭和45） 

1980 
（昭和55） 

1990 
（平成2） 

2000 
（平成12） 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
（平成23） 

（年） 

地
上
放
送 

衛
星
放
送 

ケ
ー
ブ
ル 

テ
レ
ビ 

2011年7月 
アナログ放送終了予定 1953年 地上テレビジョン放送 

2003年12月 地上デジタルテレビジョン放送 

2006年4月 ワンセグ（携帯端末向け 
地上デジタルテレビジョン放送）開始 

2003年10月 地上デジタル音声放送（実用化試験放送）開始 

1984年 BSアナログ放送 

2007年11月30日 
アナログハイビジョン終了予定 

2011年7月 
アナログ放送終了予定 

2000年 BSデジタル放送 

1996年 CSデジタル放送 

2002年 東経110度CSデジタル放送 

2004年 2.6GHz帯衛星デジタル音声放送 

1955年 ケーブルテレビ 2003年 有線役務利用放送（BB放送） 

2010年末 
フルデジタル化 

※　実線がデジタル放送、点線がアナログ放送を示している 

図表2-2-6 デジタル化スケジュール
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1 公共放送（NHK） 2 地上民間放送

2 放送サービス

0

3,000

6,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

事業収入 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

※　普通契約　：衛星によるテレビジョン放送の受信及び地上波によるテレビジョン放送のカラー受信を除く放送受信契約 
※　カラー契約：衛星によるテレビジョン放送の受信を除き、地上波によるテレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約 
※　衛星契約　：衛星及び地上波によるテレビジョン放送（カラー又は普通）の放送受信契約 
※　特別契約　：地上波によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域又は列車、電車その他営業用の移動体において、地上波によるテレビジョン放送の受信を除き、

衛星によるテレビジョン放送の受信を含む放送受信契約 

（万件） （億円） 

3,582 3,628 3,660 3,688 3,727 3,768 3,795 3,816 3,792 3,751

5,876
6,130 6,260 6,335

6,526 6,576 6,648 6,694 6,667
6,343

2004 200520032002200120001999199819971996

39 
2,518 
1,235 
1 

6,667

36 
2,461 
1,253 
1 

6,343

41 
2,574 
1,200 
1 

6,694

44 
2,593 
1,157 
1 

6,648

48 
2,603 
1,115 
1 

6,576

54 
2,611 
1,061 
1 

6,526

61 
2,620 
1,006 
1 

6,335

67 
2,647 
945 
1 

6,260

73 
2,675 
878 
2 

6,130

80 
2,684 
816 
2 

5,876

（年度） 

（万件） 
（万件） 
（万件） 
（万件） 
（億円） 

普通契約 
カラー契約 
衛星契約 
特別契約 

図表2-2-7 NHKの放送受信契約数・事業収入の推移
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視聴可能なチャンネル数 

（参考）地上テレビジョン放送サービスの世帯カバー率※ 

6チャンネル 

5チャンネル 

4チャンネル 

3チャンネル 

2チャンネル 

1チャンネル 

都道府県数 

6 

14 

13 

9 

3 

2

世帯カバー率 

31.8％ 

38.1％ 

19.2％ 

7.5％ 

2.1％ 

1.2％ 

※　世帯カバー率は、「住民基本台帳」（2004年度末）を基に算出 

図表2-2-8 地上民間テレビジョン放送（アナログ放送）の視聴可能なチャンネル数
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・・・ 
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・・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・ 

・・・・ 

・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（億円） （％）

2004
（年度）

20032002200120001999

20,436 
1,795 
22,231 
85.0 
 
 

19,480 
1,807 
21,287 
84.4 
 
 

19,351 
1,837 
21,188 
85.2 
 
 

20,681 
1,998 
22,679 
87.4 
 
 

20,793 
 2,071 
22,864 
86.4 
 
 

19,121 
 2,043 
21,164 
85.3 
 
 

※　地上テレビジョン広告費、地上ラジオ広告費を民間地上放送事業者の広告収入と
した 

※　棒グラフの値は、地上テレビジョン広告費と地上ラジオ広告費の合計 
 
総務省「一般放送事業者及び有線テレビジョン放送事業者の収支状況」
及び電通資料により作成 

85.3 86.4 87.4 85.2 84.4 85.0

売上高に占める 
広告費の割合 

地上テレビジョン放送 
地上ラジオ放送 
合計 

図表2-2-9 地上系民間放送事業者の売上高に占める
広告収入の割合
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・・・・・・ 
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・・・ 

・・ 

・・・・・・ 

 

・・・・・・・・ 

・・ 

・・ 

・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

（億円） （％）

2004
（年度）

200320022001200019991998199719961995

22,093 

 

1,960 

1,933 

25,985 

7.4

21,309 

  

1,960 

1,794 

25,063 

7.2

21,214 

 

2,019 

1,471 

24,704 

6.0

22,070 

 

2,174 

1,566 

25,810 

6.1

22,616 

 

2,328 

1,377 

26,321 

5.2

21,079 

 

2,299 

1,332 

24,710 

5.4

20,647 

 

2,463 

1,184 

24,295 

4.9

21,545 

 

2,613 

1,276 

25,434 

5.0

20,769 

 

2,661 

1,225 

24,655 

5.0

19,157 

 

 2,554 

1,103 

22,813 

4.8

（社）日本民間放送連盟「日本民間放送年鑑」により作成 

5.0 5.0 4.9
5.4 5.2

6.1 6.0

7.2

4.8

7.4

放送外収入率 
合計 

テレビジョン 
放送事業収入 

ラジオ放送事業収入 
放送事業以外の収入 

図表2-2-10 地上系民間放送事業者の放送事業収入と
事業外収入の推移
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各社資料により作成 

－400

－200

0

200

400

2004（年度） 2003200220012000

102

215
161 156

182

－98

－317

－240

－181
－137

（億円） 

BS民放売上高 BS民放営業損益 

図表2-2-11 民間BSデジタル放送事業者5社の売上
高、営業損益
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・・・・ 

・・・ 

 

・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・ 

・・・・・・・・・・ 

（年度） 

－59.7％ 

－47.1％ 

－55.0％ 

2,346
2,199

1,945

1,438

1,117

－22.0％ 

－10.9％ 

－3.0％ －0.6％ 
2.3％ 

（億円） （％） 

123 
2,223 
－55.0 

 
2.3 
 
 

110 
2,089 
－47.1 

 
－0.6 

 
 

110 
1,835 
－59.7 

 
－3.0 

 
 

－ 
1,438 
－ 
 

－10.9 
 
 

－ 
1,117 
－ 
 

－22.0 
 
 

110度CS放送 

その他のCS放送 
営業利益率 

その他CS放送 
110度CS放送 
営業利益率 

図表2-2-12 CS放送の売上高、売上高営業利益率

２BSデジタル委託放送事業者のうち、World Independent Networks Japan社以外のBSデジタルラジオ放送事業者は、2006年3月末をもって放送を終
了
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4 ケーブルテレビ

JCSAT-2A 
CSデジタル放送   196ch 

PCM放送 
音声（PCM） 10ch 
データ 1ch 
 

1992年5月 放送開始 SUPERBIRD-C 
CSデジタル放送 
TV 3ch 
音声 419ch 
データ 2ch 
 

2001年5月 放送開始 MBSAT 
デジタル音声放送 
簡易動画付 8ch 
音声のみ 37ch 
データ 2ch 
 

2004年10月 放送開始 

1989年6月 放送開始 
PAS-8 

CSデジタル放送 
TV 3ch

2002年12月 放送開始 

東経110度 

東経124度 東経128度 
東経144度 

東経154度 

東経166度 
○ JCSAT ：ジェイサット 
○ SUPERBIRD ：宇宙通信 
○ N-SAT-110 ：ジェイサット・宇宙通信 
○ BSAT-1a ：NHK・WOWOW・放送衛星システム 
○ BSAT-2a ：放送衛星システム 
○ PAS-8 ：パンアムサット・インターナショナル・システムズ・インク 
○ MBSAT ：モバイル放送 

BSAT-1a、1b 
BSアナログ放送 
NHK SDTV 2ch 
 HDTV 1ch 
WOWOW   SDTV 1ch 
 

2000年12月 放送開始 

2002年3月 放送開始 

N-SAT-110 
CSデジタル放送 
HDTV 13ch 
STTV 81ch 
データ 2ch

1996年6月 放送開始 

JCSAT-3 
CSデジタル放送 
TV 117ch 
音声 102ch 
データ 21ch

1998年4月 放送開始 

JCSAT-4A 
CSデジタル放送 
TV 73ch 
データ 16ch

BSAT-2a、2c 
BSデジタル放送 
HDTV 7ch 
SDTV 21ch 
音声 5ch 
データ 5ch 

 
 

図表2-2-13 衛星放送に用いられている衛星（2005年度末現在）

0

100

200

300

400

500
（社） （万契約）

2005（年度末）200420032002200120001999
0

100

200

300

400

500

21.6

78.4

145.6

206.9

257.8

295.9

330.9

89

201

252
282

307

372 377

提供事業者数 ケーブルインターネット契約数 

図表2-2-14 ケーブルテレビインターネット提供事業
者数と契約数の推移

※　自主放送を行う許可施設を有する営利を目的としたケーブルテレビ事業者及び自主放送を行う許可施設を有する地方公共団体に対するアンケート調査結果 

年度末 2000 

109,962 

26,649 

24.2％ 

1999 

96,228 

17,080 

17.7％ 

2001 

119,809 

31,350 

26.2％ 

 

2002 

145,987 

40,940 

28.0％ 

2003 

155,866 

45,549 

29.2％ 

2004 

164,755 

49,601 

30.1％ 

伸び率 

5.7％ 

8.9％ 

－ 

幹線路（km） 

　  うち光ファイバ（km） 

幹線光化率 

図表2-2-15 ケーブルテレビの幹線光化率の推移
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※　地上放送の加入者数は、NHKの全契約形態の受信契約件数 
※　地上デジタル放送の加入者数は、地上デジタル放送受信機の出荷台数 
※　NHK-BSの加入者数は、NHKの衛星契約件数 
※　BSデジタル放送の加入者数は、BSデジタル放送受信機の出荷台数 
※　WOWOWの加入者数は、WOWOWの契約件数 
※　CSデジタル及び110度CSの加入者数は、スカイパーフェクTVの契約件数 
※　ケーブルテレビの加入者数は、自主放送を行う許可施設の契約件数 
 

（万件） 

（年度） 2004 20052003200220012000199919981997

3,751.2

991.4
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373.7 
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3,628.3 
ー 

879.6 
ー 

240.0 
63.1 
ー 

668.3 
 

3,659.7 
0 

946.4 
0 

253.4 
111.3 
0 

789.4

3,687.8 
ー 

1,006.9 
ー 

250.2 
182.3 
ー 

942.9 
 

3,727.4 
ー 

1,062.1 
162.4 
265.3 
261.8 
ー 

1,044.2 
 

3,767.9 
ー 

1,116.4 
267.5 
266.7 
304.2 
ー 

1,299.8 
 

3,795.3 
ー 

1,157.7 
392.3 
249.9 
338.3 
4.2 

1,513.8 
 

3,815.7 
107.2 
1,200.9 
545.6 
248.5 
352.3 
12.3 

1,653.8 
 

3,792.1 
402.8 
1,235.9 
839.3 
246.1 
362.1 
20.3 

1,788.2 
 

・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・ 

3,751.2 
 991.4 
1,254.3 
1,242.5 
238.2 
 373.7 
  32.1 
1,912.8 

 

地上放送 
地上デジタル放送 
NHK-BS 
BSデジタル放送 
WOWOW 
CSデジタル 
110度CS 
ケーブルテレビ 
 

 

図表2-2-16 放送サービスの加入者数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

※　放送サービスに対する総支出には、NHK受信料、ケーブルテレビ受信料、その他の放送受信料が含まれる 
 

総務省「家計調査」（総世帯）により作成 

（円） 

18,395

5,215

13,180

18,737

5,412

13,325

20,113
1,525

4,939

13,648

20,300
1,345

5,784

13,170

20,492
1,280

6,107

13,104

19,442
1,200

6,446

11,796

2004 20052003200220012000 （年） 

NHK放送受信料 ケーブルテレビ受信料 その他の放送受信料 

図表2-2-17 家計の放送サービスに対する総支出

3 放送メディアの利用状況
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2 視聴時間

NHK放送文化研究所「2005年6月　全国個人視聴率調査」により作成 

0:00

1:00

2:00

3:00

4:00

5:00
（時間：分） 

2005（年） 20042003200220012000199919981997199619951994
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図表2-2-18 1日当たりのテレビジョン放送視聴時間の推移（週平均）
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NHK放送文化研究所「2005年6月　全国個人視聴率調査」により作成 

図表2-2-19 30分ごとの平均視聴率（平日平均）
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4 放送の国際展開

八俣送信所 
（茨城県古河市） 

①イギリス中継局 

②アセンション中継局 
（英領アセンション島） 

③ガボンモヤビ中継局 
（ガボン共和国） 

④ダバヤ中継局 
（UAE） 

⑤エカラ中継局 
（スリランカ） 

⑥クランジ中継局 
（シンガポール） 

⑦サックビル中継局 
（カナダ） 

⑧ボネール中継局 
（蘭領ボネール島） 

⑨モンシネリ中継局 
（仏領ギアナ） 

・使用言語　22言語 
　日本語、英語、アラビア語、ベ
ンガル語、ビルマ語、中国語、フ
ランス語、ドイツ語、ヒンディ語、
インドネシア語、イタリア語、ハ
ングル、マレー語、ペルシャ語、
ポルトガル語、ロシア語、スペイ
ン語、スワヒリ語、スウェーデン
語、タイ語、ウルドゥ語、ベトナ
ム語 
 
・放送区域 
　一般向け（全区域） 
　地域向け（17地域） 
 
・送信施設 
　国内送信所（八俣送信所）1か所 
　海外中継局9か所 

日本から送信 

中継局から送信 

図表2-2-20 「NHKワールド・ラジオ日本」放送エリア（2005年度末現在）

HotBird-6 PAS-10 Echo-3Echo-9 Echo-7Echo-1PAS-8 PAS-9

・使用言語　2言語 
　　日本語、英語 
 
・使用衛星 
　パンアムサット衛星 
 （PAS-8、9、10） 
　エコースター衛星 
 （Echo-1、3、7、9） 
　ホットバード衛星（Hot Bird-6） 

図表2-2-21 「NHKワールドTV」放送エリア（2005年度末現在）

３NHKワールド・ラジオ日本（http://www.nhk.or.jp/rj/index_j.html）
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3第 節 郵便事業

SECTION 03
1 郵便事業財政

科目 
（参考） 

Ⅰ営業収益 
Ⅱ営業原価 
　　営業総利益 
Ⅲ販売費及び一般管理費 
　　営業利益 
Ⅳ営業外収益 
Ⅴ営業外費用 
　　 経常利益（又は経常損失） 
Ⅵ特別利益 
Ⅶ特別損失 
　　当期利益（又は当期損失） 

2004年度 
19,248  
17,941  
1,306  
998  
307  
81  
127  
262  
68  
47  
283 

収益（Ⅰ＋Ⅳ＋Ⅵ） 
費用（Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅴ＋Ⅶ） 
当期利益（又は当期損失） 

19,398  
19,115  
283 

2003年度 
19,666  
18,136  
1,530  
925  
605  
55  
205  
455  
43  
235  
263 

19,766  
19,502  
263 

日本郵政公社「郵便2003」、「郵便2004」及び「郵便2005」により作成 

（単位：億円） 

※　上記金額には、消費税等を含んでいない 

※　公社化に合わせ、企業会計原則に基づく会計処理に変更したことから、2003年度以降の計数と2002年度までの計数との単純比較はできない　 

－700
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－500

－400

－300

－200

－100

0

100

200

300

400
（億円） 

198

－625
－553

－100

－225

80

263 283

2004（年度） 2003200220012000199919981997

図表2-3-1 郵便事業損益（決算）の推移

１JPS（JAPAN POST SYSTEM）とは、作業の標準化等に関して多くの民間企業で成果を上げているトヨタ生産方式を参考・応用することにより、
郵便物の引受け・取集から、運送、配達までの全作業工程を見直し、郵便物が水のようによどみなく流れる仕組みを作り、その中でムダ・ムラ・
ムリを徹底的に排除して、生産性の向上を図る取組のこと
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図表2-3-2 総引受郵便物数の推移
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第一種（封書） 第二種（はがき） 年賀 その他※ 

図表2-3-3 内国郵便物数の推移

2 取扱郵便物数
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郵便局 
郵便ポスト 
郵便切手類販売所・印紙売りさばき所 
ゆうパック取扱所 

郵
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所
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ゆ
う
パ
ッ
ク
取
扱
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25,000

30,000

2005（年度末） 20042003200220012000199919981997
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

24,689 
171,168 
151,134 
81,075

24,732 
173,206 
150,595 
82,423

24,764 
175,570 
151,482 
83,667

24,774 
177,217 
151,838 
82,419

24,773  
178,160  
151,722  
78,939 

24,752  
185,966  
150,617  
71,194 

24,715 
186,200 
148,889 
65,850

24,678 
188,458 
147,410 
53,209

24,631 
191,423 
155,069 
68,225

図表2-3-4 郵便を取り扱う施設数の推移

普通郵便局 

　（うち）集配局 

　（うち）無集配局 

特定郵便局 

　（うち）集配局 

　（うち）無集配局 

簡易郵便局 

　　合　　計 

1,320 

1,265 

55 

18,764 

3,655 

15,109 

4,605 

24,689

1,311 

1,257 

54 

18,832 

3,656 

15,176 

4,589 

24,732

1,307 

1,256 

51 

18,878 

3,651 

15,227 

4,579 

24,764

1,308 

1,257 

51 

18,916 

3,641 

15,275 

4,550 

24,774

1,308 

1,257 

51 

18,934 

3,627 

15,307 

4,531 

24,773

1,310 

1,260 

50 

18,941 

3,563 

15,378 

4,501 

24,752

1,304 

1,257 

47 

18,917 

3,438 

15,479 

4,410 

24,631

区別 
年度末 

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2005

1,308 

1,261 

47 

18,923 

3,465 

15,458 

4,447 

24,678

2004

1,310 

1,262 

48 

18,935 

3,530 

15,405 

4,470 

24,715

2003

図表2-3-5 郵便局数の推移

3 郵便局ネットワーク
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4 信書便事業

2005（年度末） 20042003
0

20

40

60

80

100

120

140
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41 
 

111 
 

159

図表2-3-6 特定信書便事業者数の推移（2005年度末）

北海道 

東北 

関東 

信越 

北陸 

東海 

近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

合計 

6 

3 

56 

4 

6 

12 

40 

12 

1 

17 

2 

159

図表2-3-7 本社所在地別事業者数内訳（2005年度末）

役務種類別 事業者数 

 

１号役務（長さ・幅・厚さの合計が90cmを
超え、又は重量が4kgを超える信書便物を送
達する役務） 

２号役務（信書便物が差し出された時から3
時間以内に当該信書便物を送達する役務） 

３号役務（国内において、その料金の額が
1,000円を超える信書便物を送達する役務） 

132　　 

63　　 

73　　 

計 268　　 
※　複数役務を提供する事業者がいるため、参入事業者とは一致しない 

図表2-3-8 役務種類別事業者数内訳（2005年度末）
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4第 節 研究開発・人材育成

SECTION 04
1 情報通信分野の研究

その他の製造業 
55.0％ 

（全産業：12兆4,349億円） 

その他 
の産業 
  7.2％ 

新聞・出版・その他の情報通信業 
0.1％ 

放送業 
0.1％ 

ソフトウェア・ 
情報処理業 
2.7％ 

通信業 
2.4％ 

電子部品・ 
デバイス工業 
5.7％ 

電気機械 
器具工業 
8.4％ 

情報通信機械 
器具工業 
18.4％ 

総務省「平成17年科学技術研究調査報告書」により作成 

※　情報通信産業の研究費とは、情報通信機械器具工業、電気機械器具工業、電子
部品・デバイス工業、情報通信業（ソフトウェア・情報処理業、通信業、放送業、
新聞・出版・その他の情報通信業）の研究費を指す 

図表2-4-1 情報通信産業の研究費の割合（2004年度）

（億円） 

総務省「平成17年科学技術研究調査報告書」により作成 

2004 （年度）200320022001

22,520

19,743

6,787

3,506
52,556

4,099
54,148

6,799

20,699

 22,551 24,921

20771

7,682

5,828

59,202
6,369

61,880

8,252

21,333

 25,926

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

ナノテクノロジー・材料 環境 
ライフサイエンス 情報通信 

図表2-4-2 特定目的別研究費（企業等、非営利団
体・公的機関、大学等　2004年度）

１ここでいう研究費は、「社内研究開発費（支出額）」に「輸入対価支払額」を加えたものを指す
２科学技術研究費（企業等、非営利団体・公的機関、大学等）は、16兆9,376億円（対前年度0.8％増）となっている
３情報通信分野、ライフサイエンス分野、環境分野、ナノテクノロジー・材料分野の4分野
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ナノテクノロジー・ 
材料 

環境 ライフサイエンス 情報通信 

文部科学省「大学等における産学連携等実施状況報告書」により作成 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
（件） 

1,016
792

2,509

3,165

1,1201,235

1,771

1,144

受託研究 共同研究 

図表2-4-3 重点4分野に対する共同研究及び受託研究
の状況（2004年度）

0

400

800

1,200

文部科学省「大学等における産学連携等実施状況報告書」により作成 

（件） 

2004 （年度） 20032002

649 658

792

995 999 1,016
共同研究 

受託研究 

図表2-4-4 重点4分野に占める情報通信分野の共同研
究及び受託研究の割合の推移

特許庁「重点8分野の特許出願状況」により作成 

15,037

5,907 5,982

2,8592,3362,312

4,795

13,679 

7,239

13,828

7,135 7,562

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（件） 

ナノテクノロジー・材料関連 環境関連 ライフサイエンス関連 情報通信関連 

2005年 2004年 2003年 

図表2-4-5 重点4分野の特許登録件数の状況（2005年度）

４ここでの共同研究とは、大学等と企業等とが共同で研究開発に当たり、当該企業等からそのための経費が支弁されているものを指し、受託研究と
は、国立大学等が国や民間企業等からの委託により、主として大学のみが研究を行い、そのための経費が支弁されているものを指す
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2 技術貿易5

その他の製造業 
81.3％ 

その他の産業 
1.2％ 
 

新聞・出版 
・その他の 
情報通信業 
0.1％ 
 

放送業　0.0％ 

ソフトウェア・ 
情報処理業 
0.2％ 
 
通信業　0.0％ 
 

電子部品・ 
デバイス工業　2.9％ 
 

電気機械 
器具工業 
3.7％ 

情報通信 
機械器具 
工業 
10.5％ 
 

その他の製造業 
41.1％ 

その他 
の産業 
5.7％ 

新聞・出版 
・その他の 
情報通信業 
0.3％ 

放送業 
0.0％ 

ソフトウェア・ 
情報処理業 
6.4％ 

通信業 
0.0％ 

電子部品・ 
デバイス工業 
5.9％ 

電気機械 
器具工業 
7.2％ 

情報通信 
機械器具工業 
33.3％ 

その他の製造業 
81.3％ 

情報通信 
機械器具 
工業 
10.5％ 

その他の製造業 
41.1％ 

情報通信 
機械器具工業 
33.3％ 

※　ここでの情報通信産業とは、情報通信機械器具工業、電気機械器具工業、電子部品・デバイス工業、情報通信業（ソフトウェア・情報処理業、通信業、放送業、新聞・
出版・その他の情報通信業）を指す 

総務省「平成17年科学技術研究調査報告書」により作成 

輸出（全産業：1兆7,694億円） 
輸入（全産業：5,676億円） 

図表2-4-6 技術貿易額（2004年度）

1 研究者 2 就職

3 人材育成

５技術貿易額とは、外国との間におけるパテント、ノウハウや技術指導等の技術の提供（輸出）若しくは受入れ（輸入）に係る対価受取額と対価支
払額のこと。また、情報通信機械器具工業、電気機械器具工業、及び電子部品・デバイス工業は製造業
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文部科学省資料により作成 

0

6,000

12,000

18,000
（人） 

2004（年度）20032002200120001999

12,650
13,509

14,808 15,318

1,790

15,706
16,567

1,8841,9241,6631,6371,568

ICT関連修士課程修了者数 ICT関連博士課程修了者数 

図表2-4-8 情報通信分野の修士・博士課程修了者数
の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

200520042003

文部科学省「平成17年度学校基本調査」により作成 

（人） 

（年度） 

2,900 2,495 2,520

11,745

17,127

31,392

11,093

14,561

28,149 

12,690 

15,532

31,122

その他 工学 理学 

図表2-4-9 情報通信業に就職する新卒（修了）者数の推移

その他の産業　6.0％ 

総務省「平成17年科学技術研究調査報告書」により作成 

※　情報通信産業の研究者とは、情報通信機械器具工業、電気機械器具工業、電子
部品・デバイス工業、情報通信業（ソフトウェア・情報処理業、通信業、放送業、
新聞・出版・その他の情報通信業）に従事する研究者を指す 

（全産業の研究者数：455,868人） 

その他の製造業 
51.5％ 

新聞・出版・その他の情報通信業 
0.2％ 

放送業　0.1％ 

ソフトウェア・情報処理業 
4.9％ 
通信業　1.2％ 

電子部品・デバイス工業 
7.4％ 

電気機械 
器具工業 
10.0％ 

情報通信 
機械器具工業 
18.8％ 

図表2-4-7 情報通信産業の研究者数の割合（2004年度）

博士課程修了 
0.4％（114人） 

修士課程修了 
15.3％（4,814人） 

大学（学部）卒業 
84.3％（26,464人） 

博士課程修了 
2.3％（8,746人） 

修士課程修了 
12.5％（48,357人） 

大学（学部）卒業 
85.2％（329,125人） 

文部科学省「平成17年度学校基本調査」により作成 

全産業 情報通信業 

図表2-4-10 情報通信業に就職する新卒（修了）者の課程別（学部卒業、修士・博士課程修了）の割合（2005年
3月卒業（修了））
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1 行政サービスの電子化の状況 2 情報システムの構築状況

総務省「行政手続オンライン化法に基づき行政機関等が公表した事項等の
概要」により作成 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000
（件） 

  2004 （年度）   2003 

13,317 
（96.1％） 

10,993 
（60.9％） 

13,669 
（96.2％） 

11,388 
（63.6％） 

13,853

18,045

14,205

17,895

実施手続 対象手続 

図表2-5-1 国の行政機関が扱う行政手続のオンラ
イン化件数の推移（左：申請・届出等、
右：申請・届出等以外）

0 10 20 30 40

（出典）総務省「平成17年度　電子政府基本調査（国の行政機関）」

（％）
11.6
8.6
7.7
7.2
6.5
6.3
6.0
5.8
5.1
5.1
4.6
3.5
3.5
2.8
2.6
2.6
2.6
2.3
2.1
2.1
1.6
1.2
1.2
0.9
0.9
0.9
0.7
0.5

26.5

0.2不明 
 

その他（LAN、WAN、認証局等の 
システム共通基盤） 

外交 
市場資産管理 

法 
消費者の安心・安全 
エネルギー/資源管理 

地方自治 
環境管理 
産業支援 

通商 
輸送 

社会活動の支援 
歳入徴収 

開発・科学 
教育、訓練 
市場の管理 

保険 
災害等管理 

自然 
情報システム管理 

公衆衛生 
公共資産管理 
人事・給与 

調査 
調整 

雇用管理 
政策評価等、広報 
公安、社会秩序 

会計 

図表2-5-2 適用業務

１行政手続オンライン化法に基づき行政機関等が公表した事項等の概要

5第 節 政府・公共分野の情報化

SECTION 05
1 電子政府
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3 情報化推進のための組織体制

4 セキュリティポリシー等の策定状況

0 20 40 60 80 100

情報システム調達におけるRFP 
（調達仕様書・提案依頼書）の策定や、ベンダ選定 

情報システムの開発作業 

実績評価を踏まえた情報システムの改善 

最適化計画などの計画で定めた 
成果目標に対する実績評価 

情報システムに係る監査計画の策定 

情報システム運用・保守作業 

監査結果を踏まえた情報システムの改善 

情報システム担当者養成やユーザー部門の 
職員に対する情報リテラシー能力向上研修の企画 

情報システムの導入/再構築の予算要求 

セキュリティポリシーの策定や見直し 

業務・システムの最適化計画などの導入 
又は再構築の計画の策定 

（出典）総務省「平成17年度　電子政府基本調査（国の行政機関）」 

（％） 

100.0

94.7

63.2

57.9

52.6

47.4

47.4

47.4

47.4

42.1

36.8

図表2-5-3 CIOの権限・機能

0 20 40 60 80 100

（出典）総務省「平成17年度　電子政府基本調査（国の行政機関）」

（％） 

79.0  10.5  10.5

策定する明確な予定はない 
策定を検討中である 
現在、策定を進めている段階である 
既に作成している 

図表2-5-4 情報セキュリティ対策に関する規定類策
定状況

２平成14年9月18日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部長決定
３2005年4月1日現在

1 行政サービスの電子化の状況

2 電子自治体

※　（　）内の数値は団体数 

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」

0

20

40

60

80

100
（％） 

2005 （年度） 2004

38.3％ 
（18） 

3.8％ 
（120） 
 

78.7％ 
（37） 
 

20.4％ 
（493） 

都道府県 市区町村 

図表2-5-5 汎用受付システムの導入率の推移（都道
府県、市区町村）
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2 情報システムの構築状況

3 情報化推進のための体制

※　（　）内の数値は団体数 
 

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」
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の 
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子
申
告 

電
子
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（
非
公
共
事
業
） 

電
子
入
札 

（
公
共
事
業
） 

44.7％ 
（21） 

2.3％ 
（56） 

21.3％ 
（10） 

0.5％ 
（11） 

12.8％ 
（6） 
0.4％ 
（9） 

10.6％ 
（5） 
0.1％ 
（3） 

61.7％ 
（29） 

25.2％ 
（609） 

100％ 
（47） 

44.2％ 
（1,068） 

都道府県 市区町村 

図表2-5-6 業務別の実施率（都道府県、市区町村）

４2005年4月1日現在

（出典）総務省「地方自治情報管理概要」

0

20

40

60

80

100
（％） 

2007年度以降 
制定予定 

2006年度 
制定予定 

2005年度 
制定予定 

制定済み 

85.1％ 
（40） 

14.4％ 
（347） 

87.2％ 
（41） 

22.5％ 
（545） 

89.4％ 
（42） 

26.8％ 
（648） 

89.4％ 
（42） 

29.7％ 
（717） 

都道府県 市区町村 

※　（　）内の数値は団体数 

図表2-5-7 通則条例の制定状況（都道府県、市区町村）
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1 医療分野におけるICTの活用

2 教育分野におけるICTの活用

3 公共分野

（出典）厚生労働省調査 

0

5

10

15

20

25
（％） 

9（年･月） 52005･382004･382003･3

2.1

4.7

9.6

11.7

17.5

19.3

21.5

図表2-5-9 全国の病院レセプトのレセプト電算処理
システム普及率

５厚生労働省、2003年「平成14年医療施設静態調査」
６内閣官房、2005年「世界最先端のIT国家の達成度に関する調査」
７高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、2005年「評価専門調査会報告書」
８400kbps以上の回線速度

（出典）「消費者のICTネットワーク利用状況調査」 

0 10 20 30 40 50 60 70（％） 

特に期待する分野・ 
サービスはない 

環境 

就労・労働 

食 

教育・学習 

娯楽 

金融 

生活 

交通・観光 

災害対策 

防犯 

行政サービス 

医療・看護 61.6

49.7

46.0

42.8

33.7

30.9

29.5

26.6

26.1

21.2

19.4

17.5

15.5

図表2-5-8 ユビキタスネットワークに期待するサー
ビス
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3 防犯・防災分野におけるICTの活用
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0

2

4

6

8
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12

14

20042003200220012000

文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」 
により作成 

（％）（台） （人／台） 

（年度末） 

1学校当たりの教育用コンピュータ平均設置台数（台） 
LANに接続している普通教室の割合（％） 
インターネット接続率（％） 
うち高速インターネット接続率（％） 
コンピュータを使って教科指導等ができる教員数の割合（％） 
教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数（人／台）（右軸） 

図表2-5-10 教育機関の情報化の状況

大阪府 
インターネットデータセンター 

保護者 
インターネット網 
携帯電話網 

公園公園 公園 

又は 
光ファ イ バ ー 

校門 

通過 

通過 

管理センター 
（防犯） 

地域ネットワーク 

小学校 

無線ネットワーク 

見守りロボット 

見守りロボット 

見守りロボット 

無線ネットワーク 

見守りロボット 

光ファイバ 

大阪府ホームページ11により作成 

図表2-5-11 ユビキタス街角見守りロボット全体構成イメージ図

９独立行政法人メディア教育開発センター2006年「高等教育機関におけるIT利用実態調査（2004年度）」
10独立行政法人メディア教育開発センター2006年「eラーニング等のITを活用した教育に関する調査報告書（2005年度）」
11大阪府ホームページ（http://www.pref.osaka.jp/fumin/doc/houdou_siryou1_08519.pdf）
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総務省では、畜産業務への電子タグ利用の有効性や課題等を把握するため、岐阜県畜産研究所の協力を

得て、牛体内へ電子タグを投入する実証実験（2005年7月～2006年2月）を行った（図表）。

実証実験は、牛体内に温度センサー付電子タグを投入してその個体識別と健康管理を行うとともに、枝

肉にも温度センサー付電子タグを貼付して枝肉単位で保管時の温度管理を行うことにより、電子タグの利

活用技術とシステムの運用・機能性能等の検証を実施した。

今後の課題としては、「電子タグの安定的な読み取り精度の検証」、「屋内での環境変化にも対応できる環

境を検証」、「継続した運用による評価」、「適用フィールドの拡大」が挙げられている。

畜産物のトレーサビリティC O L U M N

生産 

加工 物流 

販売 

消費者 

・体温センサー 
・電子タグ（134kHz） 

・u-CODE（個体識別） 
・体温/体重 

閲覧 

検索・逆検索 

閲覧 

・体温/体重の蓄積 

データ送信 

取得 

・枝肉番号 
・枝肉保存温度 

取得 データ送信 

・保存温度の蓄積 

2005年度実証実験 

2004年度実証実験 

図表　（実証実験）電子タグによる牛のトレーサビリティシステム
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1 市場規模

2 電話の普及状況

１ITU（International Telecommunication Union：国際電気通信連合）資料
２ITUホームページ（http://www.itu.int/ITU-D/ict/statistics/）

6第 節 海外の動向

SECTION 06
1 海外の情報通信市場
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ITUホームページ2により作成 
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※　固定電話は国際電話を除いた数値となっている 
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図表2-6-1 電気通信市場（サービス）の伸び
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３この普及率は、契約数を総人口で割ったもの。インターネットは世帯財であるため、実際に利用している人の率は高い

3 インターネットの普及状況
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1,400
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2,000

2004 （年） 200320022001200019991998

ITUホームページにより作成 

（百万回線 
／利用者） 

846 

318
183

905

490

277

 983  1,053

740

399

955

502

1,086
1,166

619

1,140

1,414

724

1,207

1,758

863

インターネット 携帯 固定 

図表2-6-2 固定電話、携帯電話及びインターネットの契約数／利用者数

“The Internet of things”, （ITU Internet Reports 2005）により作成 

アフリカ 
92,788 
3％ 

南北アメリカ 
668,466 
23％ 

アジア 
1,250,701 
44％ 

欧州 
851,839 
29％ 

オセアニア 
32,843 
1％ 

（単位：千回線） 

図表2-6-3 電話契約者（固定＋携帯）の地域別比率
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“The Internet of things”,（ITU Internet Reports 2005）により作成 
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図表2-6-4 電話契約（固定＋携帯）の普及率
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図表2-6-5 地域別に見たインターネット普及率3とブ
ロードバンド率
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4 電気通信事業者の動向

Pacific Telesis

NCR NCR
Lucent Technologies

AT&T Broadband

AT&TAT&T AT & T

GTE

TCI

SNET

Comcast Comcast
Media One

Southwestern Bell

Ameritech

Bellsouth

US West

Qwest

LCI

1984年 

1991年 
1994年 

1999年 2004年 

Vodafoneと共同出資 2000年 

2000年 

2002年 2004年 

2006年 

2005年 

2005年 

2000年 
共同出資 

2006年 
合併発表 

1998年 

1997年 

1998年 

1997年 

1998年 

2000年 

1996年 
資本分離 

1999年 2000年 

2002年 
資本分離 

Bell Atlantic

Nynex

WorldCom WorldCom 経営破綻 MCI

Bell Atlantic

Qwest Qwest

Verizon Verizon

Verizon Wireless

SBC AT&T 
（SBCはAT&Tブランドを採用） 

MCI

Sprint

Nextel

Cingular Wireless

McCaw Cellular

Cingular Wireless

SprintNextel

AT&T Wireless 
 

A
T
&
T

2002年 

2001年資本分離 

　：携帯電話事業者、 ：CATV事業者、 ：ベンダ 　※ 

図表2-6-6 米国の電気通信業界の動向（概要）
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5 国際的なデジタル・ディバイドの状況

※　高所得国…国民1人当たりGNI9,076ドル以上 
　　上位中所得国…国民1人当たりGNI2,936～9,075ドル 
　　下位中所得国…国民1人当たりGNI736～2,935ドル 
　　低所得国…国民1人当たりGNI735ドル以下 

　 
“The Internet of things", （ITU Internet Reports 2005）により作成 
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上位中所得国 高所得国 

図表2-6-7 世界の所得グループ別※人口・固定電話回
線数・携帯電話加入数・推計インターネ
ット利用者数の比率（2004年）
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（出典）OECD Communications Outlook 2005

図表2-6-8 100人当たりの固定電話回線数と1人当た
りGDP（米ドル）、2003年

（出典）OECD Communications Outlook 2005

500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000
0

5

10

15

20

（100人当たりのインターネット利用者数） 

（1人当たりGDP（米ドル）） 

図表2-6-10 100人当たりのインターネット利用者数と
1人当たりGDP（米ドル）、2003年
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（出典）OECD Communications Outlook 2005

図表2-6-9 100人当たりの携帯電話加入数と1人当た
りGDP（米ドル）、2003年
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1 海外の情報通信に関する国家戦略

2 米国の情報通信政策の動向

2 海外の情報通信政策の動向
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3 EUの情報通信政策の動向

2005年11月－ 
2006年1月 

五つの指令及び関連市場勧告の見直しの論
点に関する意見募集 

2006年2月 

2006年3月 

市場分析の実施状況に関する報告 

上記の意見募集結果の公表 

2006年6／7月 電子通信市場に関する第一次報告 

2006年7月－ 
2006年9月 

見直し提案に関する意見募集 

2006年第4四半期 
・意見募集結果の公表 
・電子通信市場に関する第二次報告 
・電子通信規制枠組みの見直し案の公表 

図表2-6-11 EUの電子通信規制パッケージの2006年
見直しの主なスケジュール

イコールアクセス事務局 
（EAO） 

イコールアクセス 
  委員会（EAB） 

Ofcom

年次報告 報告、助言 

サポート 

監視※1

　Openreach（AS） 
（アクセス　 
　サービス） 

その他 

BT Group plc 
 

BT Global 
 Services 

（国際企業向け 
サービス） 

BT Exact 
（R&D, エンジ 
　ニアリング） 

BT Retail 
（小売） 

BTWS 
（BT Wholesale    
のSMP商品を 
管理※2）       

BTS 
（他の通信事業者に 
   とって重要なその 
    他の製品を管理） 

BT Wholesale 
（卸） 

※1　EABは、BTによる「公約」及び「服務規程」の遵守全般を監視し、また、BTWS
のSMPプロダクトも監視対象となるが、特にインプットの同等性とOpenreach
の運営に重点を置く  

※2　公約に従いBTSが管理するものを除く 
 

KDDI総研資料により作成 

図表2-6-12 BTグループの組織構成
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4 中国の情報通信政策の動向

5 韓国の情報通信政策の動向

2005200420032002200120001998

規
制
監
督 

事
業
運
営
体 

電子工業部 

鉄道部 

郵電部 

94.2～00.4 
中国郵電 
電信総局 

（中国電信） 
※運営部門を 
 企業登記 

独占 競争導入競争導入 

電子工業部等 

上海市政府、 
広播電影電視総局 
中国科学院、鉄道部 

固定固定・ 
携帯分離携帯分離 

衛星通信 

移動体通信 

市内、長距離、 
国際通信、 
データ 

政企政企 
分離分離 

南北南北 
分割分割 

統合統合 

98.4～　情報産業部 

ペ
ー
ジ
ン
グ
 

00.4～　中国移動通信集団公司 
　（中国移動、チャイナ・モバイル） 

00.7～　中国衛星通信集団公司 
（中国衛通、チャイナ・サットコム） 

（南部21市省自治区） 
中国電信集団公司 

（中国電信、チャイナ・ 
テレコム）02.5～ 

（北部10市省自治区） 
中国網絡通信集団公司 
（中国網通、チャイナ・ 
ネットコム）02.5～ 

 00.12～　中国鉄通集団公司 
（集団公司化は04.8） 

（中国鉄通、チャイナ・ティエトン） 

00.5～02.4 
中国電信 
集団公司 

（中国電信） 

94.7～　中国聯合通信有限公司（中国聯通、チャイナ・ユニコム） 

99.8～02.4　 
中国網絡通信有限公司 

94.1～02.4　吉通通信有限責任公司 

６
大
事
業
者 

携
帯 

携
帯 

固
定 

固
定 

～1994

競争導入 

固定・ 
携帯分離 

政企 
分離 

南北 
分割 

統合 

図表2-6-13 中国における電気通信事業者の変遷
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6 インドの情報通信政策の動向

移動通信/テレマティクス機器 
広帯域/ホームネットワーク機器 
デジタルTV/放送機器 
次世代コンピューティング/周辺機器 
知能型ロボット  
RFID/USN機器 
IT SoC/融合部品 

Embedded ソフトウェア 
デジタルコンテンツ/ 

ソフトウェアソリューション 

9大 
新成長 
動力 
 

W-CDMA 
WiBro 
DMB 

地上DTV  
ホームネットワークサービス 
テレマティクスサービス 
RFID活用サービス 

  インターネット電話（VoIP） 

BcN 
USN 
IPv6

次世代移動通信機器 
ホームネットワーク機器 
デジタルTV/放送機器 

次世代PC 
知能型ロボット  
テレマティクス機器 

IT SoC 
Embedded ソフトウェア 
デジタルコンテンツ 

HSDPA/W-CDMA 
WiBro 

広帯域融合サービス 
DMB/DTVサービス  
u-Homeサービス 

テレマティクス/位置情報サービス 
RFID/USN活用サービス 

ITサービス 

BcN 
USN 

ソフトインフラウェア 

u-IT839戦略 IT839戦略 

（統合） 

（削除） 

（統合） 

（統合） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

8大新規 
サービス 

3大 
インフラ 

図表2-6-14 IT839戦略からu-IT839戦略へ
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1 国家戦略の推進 ～ユビキタスネット社会の実現に向けた新たな戦略の始まり～

e-Japan戦略 
（2001年1月)

e-Japan戦略Ⅱ 
（2003年7月） 

（重点分野） 
ブロードバンドインフラ 

等の基盤整備 
 

（重点分野） 
IT利活用重視 
(先導7分野) 

 
①医療、②食、③生活 
④中小企業金融、⑤知 
⑥就労・労働 
⑦行政サービス 

e-Japan戦略Ⅱ 
加速化パッケージ 
（2004年2月） 

IT政策パッケージ 
（2005年2月） 

 

IT新改革戦略 
（2006年1月） 

 

◆IT基本法 
◆IT戦略本部設置 
（本部長：内閣総理大臣） 

総務省の情報通信政策 
 

総務省のu-Japan政策 
 

いつでも、どこでも、誰でも 
ITの恩恵を実感できる社会の 

実現 
 

世界最先端の評価・検証 
（評価専門調査会） 

 

2001 2003 2004 2005 2006

「e-Japan重点計画 
-2003」 
（2003/8） 

「e-Japan重点計画 
-2004」 
（2004/6） 

「e-Japan重点計画2002」 
（2002/6） 

「e-Japan重点計画」 
（2001/3） 

ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト 

社
会
の
実
現 

 

～ 

自律的IT社会の実現 
 

世界の世界のICTICT革命を先導する革命を先導する  
フロントランナーフロントランナー  

  

世界のICT革命を先導する 
フロントランナー 

 

図表3-1-1 国家戦略の歩み
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ITによる医療の構造改革 
　◆レセプトの100％オンライン化 
 

ITの構造改革力の追求 
　－ITによって日本社会が抱える課題を解決－ 

IT基盤の整備 
　－ITの構造改革力を支え、ユビキタスネットワーク社会への 
　　基盤を整備－ 
 

ユニバーサルデザイン化されたIT社会 
　◆誰もが安心利用し、恩恵を享受できるIT開発推進 
 
デジタル・ディバイドのないインフラ整備 
　◆いつでも、どこでも使えるユビキタス化 
 
世界一安心できるIT社会 
　◆不正アクセス等サイバー犯罪の撲滅 
 
次世代を見据えた人的基盤づくり 
　◆教員一人1台のパソコン、モラル教育の推進 
 
世界に通用する高度IT人材の育成 
　◆高度IT人材育成機関の設置等 
 
次世代のIT社会の基盤となる研究開発の推進 
　◆中長期的な技術戦略の策定 
 
 

世界への発信 
　－構造改革力追求の世界への発信と国際貢献－ 
 

国際競争社会における日本のプレゼンス向上 
　◆世界の一翼を担う情報ハブ 
 
課題解決モデルの提供による国際貢献 
　◆ITによるアジア諸国等への貢献 
 

ITを駆使した環境配慮型社会 
　◆ITでエネルギーや資源の効率的な利用 

世界に誇れる安全で安心な社会 
　◆地上デジタルによる災害情報提供で被害軽減 

世界一安全な道路交通社会 
　◆ITSを活用し交通事故を未然防止 

世界一便利で効率的な電子行政 
　◆オンライン申請率50％達成 
 

IT経営の確立による企業の競争力強化 
　◆レセプトの100％オンライン化 

生涯を通じた豊かな生活 
　◆テレワーク、eラーニングの活用 
 

図表3-1-2 新戦略の重点政策

2 u-Japan政策
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国民生活にとって必要不可欠な通信と放送は本来シームレスなものであり、近年の急速な技術の進歩を

反映して通信・放送サービスがより便利に、より使いやすくなることを国民は期待している。しかし現実

には、技術的にも、またビジネスとしても実現可能であるにもかかわらず、制度等の制約から提供されて

いないサービスもあると考えられる。

通信・放送について国民が様々な疑問や願望を抱いている中、それらに対して明快な回答を示すととも

に、多様なサービスが国民に速やかに提供されるよう努める必要がある。このため、総務省では、平成18

年1月より総務大臣の下に専門家を集め、「通信・放送の在り方に関する懇談会」を開催している。

検討課題として①国民の視点から見た通信・放送の問題点、②いわゆる通信と放送の融合・連携の実現

に向けた問題点、③それらの問題が生ずる原因、④通信・放送及びいわゆる融合・連携のあるべき姿、⑤

望ましい行政の対応の在り方を掲げ、おおむね半年間開催する予定である。

通信・放送の在り方に関する懇談会

通信・放送の融合・連携C O L U M N
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（1）電気通信分野における競争評価

1 電気通信政策の展開

MVNO（仮想移動体通信事業者：Mobile Virtual Network Operator）とは、携帯電話等の無線通信インフ

ラを他社から借り受けてサービスを提供する事業者のことである。

総務省は、MVNOについて、平成14年6月に「MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用に関するガ

イドライン」を公表しているが、これまでの間、携帯電話事業者の中ではMVNOとの協業を積極的に事業展

開しようとする事業者はごく一部にとどまっている。

一方、平成18年度から新たに第3世代の携帯電話への参入を計画している事業者には、積極的にMVNOと

協業していくことを表明している者があり、既存の事業者の中にも似たような動きが現れ始めている。

MVNOの側にも呼応する動きが顕在化してきている。

このため、平成17年12月に携帯電話事業の環境変化とガイドラインの改正を念頭に置いた政策対応につ

いて検討を開始するに当たり、MVNOの定義やMVNOの参入により予想される変化と課題等の諸点に対し、

関係者から意見を聴くための取組の一環として広く意見募集を行い、その結果について平成18年2月に公表

した。

今後は、意見を踏まえ、ガイドラインの改正等を念頭に置きつつ、平成18年中を目途に、MVNOを中心

とした携帯電話事業の環境変化への政策対応について検討していく。

（http：//www.soumu.go.jp/s-news/2006/060228_12.html）

MVNO登場等の変化への政策対応C O L U M N

関連サイト



SECTION 02

第　節2 情報通信政策の展開

第

章
3

情
報
通
信
政
策
の
動
向

平成18年版　情報通信白書162

（2）IP化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する検討

電話時代 IP時代 

電話会社１社による 
統合した 

サービス提供 

コンテンツ・ 
アプリケーション 
レイヤー 
 
 

コンテンツのデジタル化 
（音声・データ。映像の統合） 

 
 

ナローバンドから 
ブロードバンドへ 
 
 

プラットフォーム 
レイヤー 
 

通信サービス 
レイヤー 

物理網 
レイヤー 

垂
直
的
統
合 

図表3-2-1 レイヤー型競争モデルと垂直統合型ビジ
ネスモデル

 

（1）IP化の進展に伴う競争環境の変化　 　 
①ブロードバンド時代のビジネスモデルに係る分析の枠組み 
レイヤー型競争モデルによる分析 

②IPベースのネットワーク構造に係る移行プロセス 
各通信事業者の次世代ネットワーク構築に向けた取組の方
向性、スケジュール等を念頭に置いて検討 
 

（2）競争政策に関する基本的視点 　 
①サービス競争と設備競争の関係 
②競争中立性と技術中立性の確保 
③垂直統合型のビジネスモデルに対応した公正競争確保の在り方 
④利用者利益の保護　 
　　2010年代初頭においてなおPSTNに依存する利用者層への配慮 
⑤検討に際しての時間軸　 
　　2010年代初頭までの次世代網移行期とそれ以降の課題を区別 

（1）接続政策に関する基本的視点 　 

①これまでの接続ルールの検証 
②市場環境の変化に即した接続ルール
の柔軟な見直し 
③垂直統合型のビジネスモデルにおけ
る市場支配力と公正競争の在り方 

 
（2）指定電気通信設備制度の在り方 　 
　　①指定電気通信設備制度の枠組み 

FMCを念頭に置いた一種指定設備
と二種指定設備の在り方 
一種指定設備に係る加入者回線の
定義（光回線とメタル回線の総計を
とる現行制度の検証） 
接続会計の在り方 
コロケーションルール等の在り方 
二種指定設備の閾値の在り方 

　　②一種指定電気通信設備の範囲 
競争評価と指定設備の範囲の連携
等 
 

（3）接続料算定の在り方 　 
①PSTNの接続料算定の在り方 
②将来原価方式（例：光接続料）の在り
方 
③その他（事後清算制度の在り方、スタ
ックテストの有効性） 
 

（4）指定電気通信設備制度を踏まえた 
公正競争確保要件の在り方 　 
①指定電気通信設備制度に関連する行
為規制の在り方 
②NTTグループに係る公正競争要件の
在り方 
 

（5）接続形態の多様化への対応 　 
①IP化に対応した接続形態（peeringや
transit）の検証 
②MVNOの新規参入促進の在り方 
 

（6）次世代ネットワーク構築に向けた 
環境整備の在り方 

（1）料金政策に関する基本的視点 　 
①これまでの料金政策の検証 
②市場環境の変化に即して見直し（又は維持）
が必要と考えられる事項 

 
（2）プライスキャップ規制の在り方 
 
（3）新しい料金体系への対応 　 
①ビジネスモデルの多様化に対応した料金
政策の必要性 
②その他（市場監視機能の強化に係る検討等） 
 

 
（1）通信網増強のためのコスト負担の在り方 
　 
（2）その他、競争政策との関連において 
検討すべき課題 　 
端末レイヤーの競争促進の在り方 
紛争処理メカニズムの強化 
消費者保護策の充実（ユニバーサルサービス政策の在り方等） 
競争ルールの国際的整合性 

1.　IP化の進展に対応した競争政策の在り方に関する基本的考え方 

2.　今後の接続政策の在り方 3．今後の料金政策の在り方 

4．その他の政策課題 
 

 

 

図表3-2-2 「IP化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会」検討アジェンダ（平成17年12月決定）
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（3）ユニバーサルサービスの確保 ～ユニバーサルサービス制度の見直し～

①加入電話（加入者回線アクセス、特例料金が適用される
離島通信、緊急通報） 
　 
②第一種公衆電話（市内通話、特例料金が適用される離島
通信、緊急通報） 
　 
◆携帯電話とブロードバンドサービスは、依然普及途上に
あることから、現時点では補てん対象外 

①具体的な補てん対象： 
東・西NTTの加入者回線コストの分布において「対数平均
＋標準偏差の2倍」となるコストを閾値とし、それを上回
るコストとなる加入者回線（全体の4.9％）について、当該
費用と全国平均費用の差額を補てん 
　 
②補てん額の算定方法： 
東・西NTTの非効率性を排除するため、長期増分費用モ
デルで算定 

1．ユニバーサルサービスの範囲 

2．補てん額の算定 

3．電気通信番号数ベースの拠出方法 
 
電気通信番号数： 
各事業者の拠出割合の算定において「検証可能性」「簡素性」
を確保 

図表3-2-3 情報通信審議会答申「ユニバーサルサー
ビス基金制度の在り方」の主な内容

（4）携帯電話の番号ポータビリティの導入 ～携帯電話の番号ポータビリティの導入に係る規定の整備～
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（5）事業者間の紛争処理 ～ルール型行政への移行の中で重要性を増す電気通信事業紛争処理委員会～

概要 

　コロケーションについて、第一種指定電気通信設備設置事業者
において、接続事業者からの利用請求の先後だけでなく、コロケ
ーション利用の緊急性も優先度として考慮されるようにすべきこ
とを勧告 
 

コロケーションルールの改善に向けた勧告 
（平成14年2月26日） 

接続における適正な料金設定が行い得る
仕組みの整備の勧告 
（平成14年11月5日） 

　接続における適正な料金設定が行い得る合理的で透明性のある
仕組みを検討し、整備すべきことを勧告 
 

２　総務大臣への勧告 

あっせん　　　　　　　32件 

仲裁　　　　　　　　　　3件 

１　紛争処理等件数 

○「接続の諾否」に関する件（3件） ○「接続に係る費用負担」に関する件（20件） 
○「接続に必要な工作物の利用」に関する件（5件） ○「接続に係る工事」に関する件（1件） 
○「電子通信役務の提供に係る契約の取次ぎ」に関する件（1件）○「設備の運用」に関する件（2件） 

○「接続に係る工事」に関する件（1件）（※他方事業者から申請が行われず、仲裁不実行） 
○「接続に係る費用負担」に関する件（2件）（※他方事業者から申請が行われず、仲裁不実行） 

○業務改善命令（2件） ○料金設定権に関する裁定（1件） 
○土地等の使用に関する認可（1件） ○接続に関する協議再開命令（1件） 

諮問に対する答申　　　　5件 

勧告 

　 

図表3-2-4 電気通信事業紛争処理委員会による紛争処理状況（平成13年11月30日～平成17年12月31日）

関連サイト



1 放送分野における個人情報保護

2 放送局の外資規制の見直し

3 マスメディア集中排除原則1の改正
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2 放送政策の展開 ～放送政策全般・トピック～

１マスメディア集中排除原則
放送メディアの寡占化を排し、表現の自由と言論の多様性を確保するために設けられている規定
同原則によれば、同じ都道府県にある複数の地上放送局（テレビ局・ラジオ局）について、同じ者が同時に10％以上の株式（株主議決権）を保有
してはならず、別の都道府県にある複数の放送局について、同時に20％以上の株式を保有してはならない



1 電波開放戦略の推進

2 周波数割当ての見直し（携帯電話用周波数の利
用拡大）
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3 電波の有効利用政策の促進 ～電波政策全般・トピック～

電波の有効利用方策への取組 
「電波政策ビジョン」 の提言　－　情報通信審議会 答申（平成15年7月）　－ 

目標：世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境の構築 
 

今後のニーズの高まりに迅速に対応 

電波開放戦略 

1. 周波数割当て 
の見直し 

3. 電波利用料制度 
の見直し 

4. ワイヤレスブロード 
バンドの推進 

2. 周波数の迅速な 
再配分・利用制度 

の整備 
 

「電波の利用状況調査・公表
制度」の導入 

「周波数の再編方針」の策定
及びその段階的実施 

 

［平成16年電波法改正］ 

迅速な電波再配分のための
「給付金制度」の導入 

電波ビジネスの自由な事業展
開推進のための無線局の「登
録制度」の導入 

［平成17年電波法改正］ 

電波の経済的価値に係る要素
を考慮した電波利用料の算定
方法等の導入 

電波資源拡大のための研究開
発及び携帯電話等の利用可能
地域の拡大を推進 

［これからの取組］ 

ワイヤレスブロードバンド推進
研究会（H16.11～H17.12）の提言 
・具体的な利用形態や推進策の
提示 
・「周波数の再編方針」の具体化 

新たな電波利用システム 
ITS※、超高速無線LAN等の開
発・導入の推進 

※ITS：高度道路交通システム 

図表3-2-5 電波開放戦略の推進



3 電波の迅速な再配分に向けた取組

4 電波利用料制度の抜本的な見直し
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【見直し前（平成16年度歳出予算）】　 
約580億円 

【見直し後（平成17年度歳出予算）】 
  約640億円（平成17～19年度の年平均） 

電波利用料の使途の拡充 

電波利用料の算定方式 
の見直し 

携帯電話等の利用可能地域の拡大 

約30億円 
 

約200億円 

約440億円 

技術試験事務 

約85億円 

電波資源拡大のための 

研究開発等 

約170億円 

新たな料額算定方法 
電波の経済的価値等の勘案 

電波のひっ迫の程度、使用帯域幅等や 
地域性等を勘案した算定方式を導入 

電波監視事務 

無線局データベース 

アナログ周波数変更対策　等 

約495億円 

電波監視事務 

無線局データベース 

アナログ周波数変更対策　等 

約440億円 

従来どおりの料額算定方法 
①無線局データベースに要する費用の 
　一部は、データ量比例案分 
②その他の費用は、全無線局で均等負担 

拡
充 

効
率
化 

携帯電話交換局等 
【補助対象】 

有線伝送路（光ファイバ） 

携帯電話基地局 
（鉄塔） 

図表3-2-6 電波利用料制度の見直しの概要



5 ワイヤレスブロードバンドの推進
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人工衛星局 

地球局 地球局 地球局 

ワイヤレスブロードバンド 
推進研究報告書（H17.12）より 

固定マイクロ回線 

人工衛星 

レーダー 
 

Ⅰ　国等の公的機関、公益
企業を含め、抜本的な
周波数割当ての見直し 

Ⅱ　有効に利用されてい
ない不要な周波数の返
還 

Ⅲ　光ファイバ等で代替
可能な周波数は移動通
信等の電波利用が不可
欠な用途に割当て 

Ⅳ　再配分等による新規
電波ニーズへの迅速な
周波数の確保 

世界最先端のワイヤレスブロードバンド環境の中核となる電波利用システムの円滑な導入を図るため周波数割当ての見直しの実施 
 

新たな周波数利用の推進 

大規模な社会システムが使用 
している周波数帯を再編 

生活に密着したシステムへ再配分（主に4分野） 

次世代移動通信システム 
モバイルオフィス、モバイルホーム 
（携帯電話（高度化3G、4G）、 
  WiMAX（IEEE802.16e）、 
  次世代PHS等） 

（WiMAX 
（IEEE802.16-2004）、 
　iBurst等） 

安全・安心ITS （車車間通信システム、 
  路車間通信システム等） 

次世代情報家電、 
ホームネットワーク 
 （無線LAN） 
 

今後の取組 

○ワイヤレスブロードバン
ド分野における我が国の
リーダーシップの確保 
○周波数の有効利用 
○ユーザの利便性向上 

今後のスケジュール 

平成18年～　 
○情報通信審議会における
技術基準の検討 
○電波監理審議会における
制度整備　　　　等 

世
界
最
先
端
の
ワ
イ
ヤ
レ
ス
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
環
境
の
構
築 

新たな 
ワイヤレス産業 

の開拓 
 

新たな 
ライフスタイル 

の創造 
 

有線ブロードバンド 
代替システム 

図表3-2-7 「ワイヤレスブロードバンド推進研究会」における検討結果
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（1）フロントランナーにふさわしい高度なインフラの整備

1 ネットワークインフラの整備・推進

セキュリティメニュー 

（ドア・窓） 
玄関　開 台所　閉 居間　閉 寝室　閉  

照明 ガス 

※　図表中の地名は必ずしも実施主体を示すものではなく、主に実験を実施した地域を示すものである 

IPv6のセキュリティ機能を利用し、遠隔住
民相談システムを構築。運用コストを削減し、
住民サービスを効率化。 

■住民相談サービス（台東区） 
IPv6のもつ複数の接続を同時に制御する機能、IPv6の各種設
定簡素化機能を利用し、防犯対策のための映像情報配信を安
全に行うセキュリティタウン・サービスを実施。 

■セキュリティタウン・サービス（川崎市） 
 

IPv6の特徴である接続の容易性、維持管理のしやす
さを活用し、画像による定点観測や携帯端末による
迅速かつ柔軟な情報提供、音声通話等のシステムを
構築。 

■災害対策システム（新冠町） 

IPv6を利用した情報送信を行い、ケア端末を遠隔制御する宅内ケアサー
ビスを実現するとともに、IPv6移動体端末による訪問サービスを実施。 

温湿度の 
制御 

人感センサー 
監視カメラ 

エレベータの 
監視 

外部センター（IPv6） 

IPv6 
ネットワーク 

■在宅ケア支援サービス（旭川市） 
 

IPv6を利用した情報送信を行い、住民向け
情報提供サービスを構築。 

Push型 
配信サーバー 

自治体 

監視カメラを 
街頭に設置 

住民 

■住民向けPush型情報提供サービス 
　（大阪市近郊） 
 

複数の文化施設等において豊富なIPv6アドレ
スを利用することにより、遠隔で空調やエレ
ベータを一括管理し、ビルファシリティの効
率的運用の可能性を検証。 

管理センター・ 
設備ベンダー 

美術館・劇場 

■ビルファシリティー管理（東京都） 

IPv6 
ネットワーク 

IPv6 
ネットワーク 

IPv6 
ネットワーク 

IPv6 
ネットワーク 

ケアセンター 

在宅ケアサーバー 

バイタル 
データ 

状況把握サービス 

健康相談サービス 
遠隔制御サービス 

訪問員 

高齢者宅 保健師 

訪問高齢者宅 

住民相談キオスク端末 市民への災害情報提供 

災害対策本部 
 

監視カメラ 

監視サービス 

セキュリティ会社 一般ユーザ等 メンテナンスセンター 

制御機能 MPMH対応PF

図表3-3-1 平成17年度IPv6移行実証実験の実施事項例



2 IP時代における電気通信番号の在り方に関する
研究会

3 世界最先端のブロードバンドの整備推進
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電気通信基盤充実臨時措置法等による支援策 

低利融資 

利子助成 

債務保証 

税制優遇措置 
 
法人税の特別償却（国税） 
 
固定資産税の課税標準の圧縮（地方税） 
 

・光ファイバ、ADSL等のブロードバンド基盤整備の 
　ための投資に係る資金需要に対する低利融資 

・上記低利融資に係る利子につき、情報通信研究機
構から事業者に対する助成金交付 
  （下限金利につき、過疎地域等優遇あり） 
・助成幅：最大2.0％ 
・助成後下限金利：条件不利地域＊ 当初5年間　1.6％＊＊ 

 6年目以降　2.1％ 
その他の地域 当初5年間　2.0％ 
 6年目以降　2.5％ 

＊：過疎、離島、半島、振興山村、特定農山村及び豪雪地帯のいずれ
かの地域 

＊＊：財投金利が1.6％を下回る場合には、財投金利を適用 

・ブロードバンド整備時の資金借入についての、情
報通信研究機構による債務保証 

図表3-3-2 電気通信基盤充実臨時措置法等による支
援策

１第7節1 地理的ディバイドの是正　参照



1 ICANNの役割

2 我が国におけるIPアドレス・ドメイン名の適切
な運営

3 インターネットガバナンスの在り方に関する議
論について
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（2）IPアドレス・ドメイン名の管理

1 技術基準の見直しの検討

2 次世代IPネットワーク推進フォーラム

（3）ネットワークのオールIP化に向けた対応
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産 

学 官 

関係団体 

事業者 

アプリケーション 
制作者 
 

学識経験者 研究機関 

ITUの標準化活動 
への戦略的取組 

 
 

産官学の連携の下、事業者、ベンダー、学識経験者等が結集し、
相互接続試験・実証実験を総合的に実施するとともに、研究開発・
標準化等を戦略的に推進 

ネットワークのオールIP化の早期実現に向けて、
ネットワーク技術の実証・標準化等を総合的に推
進することが必要 

アナログ電話網からIP網へ 
 2005年 2010年 

今会期 2008年 

2007年末 

事務局　情報通信研究機構（NICT）　平成17年12月16日設立　211社・機関が参加 
 

ベンダー 

技術基準の検討 
（2005.10.31　情報通信審議会諮問） 

ネットワークのIP化に対応した 
技術基準の見直し 

総　務　省 

次世代IPネットワーク推進フォーラム （会長：東京大学名誉教授　齊藤忠夫） 

相互接続試験 

実証実験 

研究開発・標準化 

普及促進・情報交換 
戦略的に推進 

図表3-3-3 次世代IPネットワーク推進フォーラム

1 第3世代携帯電話システムの高度化

2 第4世代移動通信システムの研究開発・国際標
準化

3 イリジウムシステムに係る携帯移動地球局等に
関する規定の整備

（4）移動通信システム
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衛星軌道及び衛星数 6軌道上に各11機を配置（予備13機） 
軌道高度 約780km 
寸　法 高さ約4.5m×幅約8.25m（展開時） 
重　量 約700kg（打上げ時） 
寿　命 ～2014年 
周回周期 約100分（秒速6.8km） 
ビーム数 48スポットビーム／衛星（ユーザーリンク） 
 

23GHz帯 23GHz帯 23GHz帯 

端末 

端末 端末 

端末 

トラヒック 
制御端末 

関門 
地球局 

公衆網 

衛星概要 

通信装置収納部 
 
 
 

バス機器収納部 太陽電池パネル 

メインアンテナパネル 
（衛星⇔端末） 

電池、熱放射板 

衛星間リンクアンテナ 
（衛星⇔衛星） 

フィーダリンクアンテナ 
（衛星⇔関門局） 

Lバンド 
Lバンド 

Lバンド 

Lバンド 

Kaバンド 
 

図表3-3-4 イリジウムシステムの概要

UWB無線システムに関する検討

（5）UWB（Ultra Wide Band：超広帯域）無線システム

２伝送距離は短いものの、数百Mbps程度の高速伝送が可能なことから、既存の無線システムでは実現できなかった、パソコン周辺機器間の大容量
データ伝送が短時間で可能となる
３広帯域にわたり低消費電力で数百Mbps規模のデータを伝送できるUWB無線システムの特徴を活かすことにより、壁掛けTVディスプレイに画像を
伝送しながら、ワイヤレススピーカーに音声を伝送することも実現可能となる

プリンタ 
（ホスト） 

 

（クライアント） 
デジタルビデオカメラ 

パソコン 
（ホスト／クライアント） 

デジタルカメラ 
（クライアント） 

 

図表3-3-5 高速ファイル転送の利用イメージ

（ホスト） 
ホームサーバー 

 

（クライアント） 
壁掛けTVディスプレイ 

ワイヤレススピーカー 
（クライアント） 

 

図表3-3-6 ストリーミング伝送の利用イメージ
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UHF帯電子タグシステムの実現

（6）電子タグシステム

 
店舗のバックヤードでの利用例 

 

＜高出力型＞ 

フォークリフト等で搬入する際にゲートに設置した
リーダ／ライタによりパレット／ケースにはり付け
たタグを一括読み取り 

＜低出力型＞ 

 
パレット／ケース等に 

タグちょう付 
 
 

ゲート等 

リーダ／ライタアンテナ 

リーダ／ライタ 

フォークリフト 

荷物、ケース等にタグちょう付 
 

工場や空港のラインでの利用例 
 

単数ないしは少数のタグを個別読取 
 

図表3-3-7 950MHz帯パッシブタグシステムの利用例

無線局登録制度の導入、小電力データ通信システ
ム（5GHz帯無線LAN）の技術基準の策定、構造
改革特区における規制の特例措置の全国展開

（7）無線アクセスシステム ～超高速無線LANの実現～
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1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
4　建物間のアクセス回線等 
無線インターネットアクセス 
 
 
 
1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
公共業務用無線アクセス 
加入者系無線アクセス 
 
 
 
1　無線インターネットアクセス 
2　アクセスポイントへの中継用回線 
3　オフィス等での無線LAN 
4　家庭内ネットワーク 

周波数帯 主な利用形態 

※　通信速度は、ベストエフォート 

2.4GHz 
 
 
 
5GHz 
（4.9～5.0GHz） 
（5.030～5.091GHz） 
 
5.2GHz 
（屋内） 
 
5.3GHz 
（屋内） 
 
18GHz 
22／26／38GHz 
 
 
 
25／27GHz 

54Mbps 
 
 
 
54Mbps 
 
 
 
54Mbps 
 
 
54Mbps 
 
 
156Mbps 
10Mbps 
 （P-MP） 
156Mbps 
（P-P） 
100Mbps 
400Mbps 
（近距離） 

平成14年2月省令改正 
（高度化） 
 
 
平成14年9月省令改正 
平成17年5月省令改正 
（高利得アンテナの利用） 
無線局登録制度の導入 
平成12年3月省令改正 
 
 
平成12年5月省令改正 
 
 
平成15年10月省令改正 
平成10年12月省令改正 
 
 
 
平成14年2月省令改正 
 

伝送速度※ 無線局免許 動　向 

不要 

不要 

不要 

不要 

要 

要 

登録が必要 
（小電力の端末は 
登録不要） 

図表3-3-8 無線アクセスシステムの概要

（8）ITS（高度道路交通システム）の推進
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入口 

出口 

段差が 
あります。 

電子タグで歩行者ITS等 

携帯電話システム（3G、4G） 
によるテレマティクス 

地上デジタル放送のITS応用 

車線変更します 近づき過ぎです 

車車間通信に適した情報通信 

新たなミリ波車載レーダー技術 高速ミリ波伝送 

料金は 
○○円 
です。 

○番が空いています。 
入場時間は○○です。 

スポット情報 

先行車 ミリ波 

側方車両 

高度道路交通情報 

～100m

DSRC

VICS ETC

現在のITS

ユビキタスITS

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
化 

高速
化 

情
報
高
度
化 

安全・安心 

ユビキタス 
ネット社会 

料金は○○円 
です。 

産学官連携、ITS 
関係省庁連携により推進 

図表3-3-9 ユビキタスITSの研究開発



1 地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向
けて行政の果たすべき役割～情報通信審議会中
間答申

2 地上デジタル放送等の円滑な普及のための情報
提供活動の推進
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（1）地上放送のデジタル化の推進

2 放送の高度化の推進

１　中継局整備の全体像の明確化 

本年中に、可能な限り、小規模中継局を含めたすべての地上波デジタル中継局整備のロードマップを策定・公表 

２　IPマルチキャストによる地上波デジタル再送信 

（1）2008年（平成20年）中に、HD品質によって、全国で開始。2008年までに再送信を実施するための仕組みを
確立するため、2006年（平成18年）から、都市難視聴解消上の効果の検証等を含め、SD品質において開始 

（2）上記の時間軸を踏まえ、以下を実施 
①　実証実験による技術・運用面の条件確認　＜年度内＞ 
②　IPマルチキャストによる放送の著作権法上の位置付けの明確化 
③　2006年開始の再送信の在り方について検討、結論を得る＜年度内＞ 

３　衛星の活用 

2007年内に衛星による地上波デジタル再送信の開始が目標 
①　本年8月を目途に技術条件等を確認する実証実験に着手、年度内に結論 
②　対象地域等について検討に着手、2006年内に結論 

４　「コピーワンス」等、著作権保護の運用を見直し 

「コピーワンス」（基本的にダビング不可。）等、デジタル放送の著作権保護の仕組みの運用を見直す方向で、
本年9月に放送事業者、メーカー等関係者で検討に着手、年内目途に結論 

５　アナログ受信機に係る周知 

本年内の開始を目途に、アナログ受信機に、2011年7月24日以降、単独では使用不可となる旨を告知するシール
貼付に着手 

図表3-3-10 情報通信審議会第2次中間答申の骨子～2011年全面移行ミッションの確実な実現に向けて～



3 「地上デジタル推進全国会議」における取組

4 公共分野における地上デジタル放送の高度な利
活用
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平成17年12月1日、地上デジタル推進全国会議で「行動計画（第6次）」※を策定。 
各関係者が具体的に取り組むべき事項について明記。 

各関係者の具体的取組 
 

※参考URL 「地上デジタル推進全国会議」ホームページ　http://www.digital-zenkoku.jp/index.html 
 

■地上テレビ放送事業者 

○中継局ロードマップの策定 
①小規模中継局を含め、可能な限り全ての中継局のロードマップ（視聴可能となる「時期」、「地域」の明示）
を策定・公表。 
②放送事業者は、最大限自助努力を原則として、当該ロードマップの実現に全力で取り組む。国は、その投資
環境整備のため、積極的に協力を行う。 

○地上デジタル放送ならではのサービスの普及促進等 
①ピュアハイビジョン比率の向上 
②携帯端末向け放送等、高度サービスの提供計画の明確化 

■受信機メーカー、販売店等 

○より低廉で多様な受信機の開発・普及の推進 
○携帯端末向け放送、サーバー型放送等高度サービスへの対応 
○すべての視聴者にとって使いやすい受信機等の推進 
○販売店における人材育成等 

■政　府 

○中継局ロードマップを確実に実現するための具体的方策、補完手段に関する目標の実現に向けた、IP、衛星等
補完措置手段の利用に関する諸条件の明確化・公表等、諸課題について、引き続き検討し、可能な限り早期に
結論を得る。 
○視聴者の立場に立って地上デジタル放送受信に係る知識やスケジュールについて、より正確かつわかりやすい
広報を実施する。（アナログ受信機へのシール貼付によるアナログ放送停波告知の開始　参考URL　http://www.soumu.go.jp/s-
news/2005/050930_15.html） 

アナログ停波告知シール 
 
アナログ停波告知ポスター 

図表3-3-11 地上デジタル放送推進の今後の取組



5 放送のデジタル化に伴う諸課題への対応

6 アナログ周波数変更対策の着実な実施

7 地上デジタル放送施設整備の推進
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8 放送のデジタル化に対応した高度放送システム
の研究開発
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1 電気通信役務利用放送法施行規則の一部改正

2 BS第9チャンネルのデジタル化

3 衛星放送の将来像に関する研究会の開催

4 BSアナログ・ハイビジョン放送の終了及び新
たなデジタル放送の開始に係る連絡会の開催

（2）衛星放送を取り巻く環境変化への取組



5 CSデジタル放送高度化委員会
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ＢＳアナログ放送（現行） ＢＳデジタル放送 追加割当周波数 
（ＷＲＣ2000） 

■　ＢＳ第９チャンネルのデジタル化 
・平成17年12月　 
　　新規にデジタルHDTV放送を行う３者を 
　　総務大臣が認定。 
・平成19年12月１日　 
　　放送開始予定。 

■　今後新たに利用可能となるＢＳ用周波数の利用の在り方 
・現在、「衛星放送の将来像に関する研究会」において検討中。 

5ch 7ch 9ch 11ch 1ch 3ch 13ch 15ch 17ch 19ch 21ch 23ch

WOWOW NHK 
（BS1） 

アナログ 
HDTV 
（NHK） 

NHK 
（BS2） 

ビ
ー
エ
ス
朝
日 

ビ
ー
エ
ス
・
ア
イ 

W
O
W
O
W

ビ
ー
・
エ
ス
・
ジ
ャ
パ
ン 

ビ
ー
エ
ス
日
本 

ビ
ー
エ
ス
フ
ジ 

ス
タ
ー
・
チ
ャ
ン
ネ
ル 

NHK 
SD×2 
HD×1

①ＢＳアナログ放送（ＮＨＫ ＢＳ－１・ＢＳ－２、ＷＯＷＯＷ）終了後（平成23年（2011年）まで）の３チャンネル 
②世界無線通信会議で日本に追加割当てされた新４チャンネルについて、その利用の在り方について検討中。 

図表3-3-12 BSアナログ放送終了後の3チャンネル及び追加4チャンネルの利用の在り方

１トランスポンダ当たり 
HDTV１チャンネル程度が限界 

1トランスポンダによるHDTVの 
多チャンネル伝送が可能に 

より高能率な 
圧縮方式 

圧縮 より効率の良い 
伝送方式 

送信装置 

最新技術を導入 通信衛星 

CSデジタル放送 
受信装置 送信アンテナ 

映像 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 
HDTV

技術的条件 

伝送路符号化方式 

現　状 

将来像 
情報源符号化方式 

【システムイメージ】 

図表3-3-13 CSデジタル放送の高度化のイメージ



1 地上放送のデジタル化への対応

2 ケーブルテレビの高度化の推進
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0

（万加入） 

2,000

1,500

1,000

500

2003 04 05 06 07 08 09 2010

1,467

1,650

2,000

1,200
1,100

200

700

2,200

1,750

2,300

3大広域圏開始 ワールドカップ 
ドイツ大会 

北京五輪 アナログ放送停止 

ケーブルテレビ 
全体の加入世帯数 

地上デジタル放送 
視聴可能世帯数 

平成15年12月 
約700万世帯 
〔大幅に前倒し〕 

平成17年12月末 
約1,230万世帯 

○　設定する普及目標（ケーブルテレビによる地上デジタル放送の普及目標）　 
　　・最終普及目標　2011年初頭までに全加入世帯（予測；最大約2,300万世帯） 　 
　　　※　（社）日本ケーブルテレビ連盟「ケーブルテレビにおける円滑な地上デジタル放送の再送信に向けて」（2004年7月改訂）より 
 

図表3-3-14 地上放送のデジタル化への対応

（3）ケーブルテレビの高度化
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条件不利地域に該当する市町村がケーブルテレビ施設整備等の地域の特性に応じた情報通信

基盤を整備する場合は所要経費の1/3を、第３セクターが整備する場合は所要経費の1/4を

国が交付する。 

地域情報通信基盤整備推進交付金

（平成18年度創設） 

ケーブルテレビ施設を整備する際に必要な設備の資金について、日本政策投資銀行等が政策

金利による融資を行う。 
放送型CATVシステム整備事業 

デジタル放送に対応するためのケーブルテレビ事業者間の合併や共同デジタルヘッドエンド

保有会社の設立のために必要となる資金について、日本政策投資銀行等が補完的に出資する。 
CATV広域デジタル化事業 

利子助成 
認定事業者（※）が日本政策投資銀行等から受けた融資について、独立行政法人情報通信研究

機構が利子の助成を行う。 

債務保証 
認定事業者が行う施設の整備に係る資金調達について、独立行政法人情報通信研究機構が債

務の保証を行う。 

ふるさと融資に係る特例措置 ふるさと融資制度の利用に関して、雇用要件について弾力的な取扱いを認める。 

高度有線テレビジョン放送施設に

関する税制 

認定事業者が取得した光ファイバケーブル（幹線）の価額の5％を特別償却する。 

認定事業者が取得した光ファイバケーブル（幹線）、光端局装置の固定資産税の課税標準を取

得後５年度分それぞれ1/5軽減する。 

電気通信システム信頼性高度化促

進税制 

認定事業者が取得した非常用電源装置の固定資産税の課税標準を取得後５年度分1/6軽減する。 

中小企業等基盤強化税制 
中小企業者等が事業基盤強化のための設備を取得した場合、30％の特別償却又は7％の税額

控除を行う。 

施策名 

財政 
支援 

金融 
支援 

税制 
支援 

概　要 

※　認定事業者…電気通信基盤充実臨時措置法に基づく実施計画の認定を受けた者 

図表3-3-15 ケーブルテレビに対する主な支援措置

・・・・・ 

従来の主観評価による判定法の他、 
　①スペクトルマスク 
　②客観的画質評価　　による判定法を追加 
 

１　伝送波長等を規定 ３　性能規定点の追加 

放送信号伝送用光波長として1,500nm帯を規定 　一定以上の線路性能を有する戸建て・集合住宅では、 
現行の受信者端子に加えV-ONU入出力などでも性能規 
定が可能 

放送 

通信 

光送信機 

影響 

放送信号 

（インターネットサービス等） 
光送信機 

下り 上り 

波長 

分岐 

光増幅器 

光ファイバ 

波長多重など クロージャ 

WDM
V-ONU

通信ONU

テレビ受信機 

通信端末 

光成端箱 

MDF室等 
増幅器 

各戸 

V-ONU

受信者端子 棟内同軸配線 

集合住宅 

CN比45dB以上 

分
配
器

 

WDM

局舎内(ヘッドエンド） 
２　放送への影響の評価方法を追加 

図表3-3-16 FTTH等によるケーブルテレビネットワークのための省令改正
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１　目的等 

　ケーブルテレビを取り巻く環境は、ICT分野の急速な技術革新を背景とした、放送のデジタル化、ブロードバンド
化の進展による通信事業者等との競争の激化のほか、市町村合併の進展など、昨今著しく変化している。 
　こうした状況を踏まえ、2010年以降を見据えたケーブルテレビのあり方、今後の課題の整理及びケーブルテレビの
発展に向けた総合的方策について議論を行うことを目的として本研究会を開催する。平成18年2月から開催し、おお
むね1年開催予定。 

２　検討項目　 

（1）ケーブルテレビの現状 
（2）ケーブルテレビを取り巻く国内外の動向 
（3）ケーブルテレビを巡る諸課題 
（4）2010年代におけるケーブルテレビの役割 
（5）ケーブルテレビの発展に向けた総合的方策 

３　構成員 

○学識者 
多賀谷一照　　千葉大学 法経学部教授（座長） 
音　　好宏　　上智大学 文学部新聞学科助教授 
後藤　滋樹　　早稲田大学 理工学部教授（座長代理） 
山下　東子　　明海大学 経済学部教授 
山本　隆司　　東京大学 法学部教授 

 
○ケーブルテレビ関連団体 
石橋　庸敏　　（社）日本ケーブルテレビ連盟 理事長代行・専務理事 
大塚　隆史　　（社）日本CATV技術協会 常任副理事長 
中村　正孝　　日本ケーブルテレビラボ 所長 

○放送関連団体、通信関連団体 
望月　雅文　日本放送協会 総合企画室〔経営計画〕局長 
森　　忠久　（社）日本民間放送連盟 常務理事 
竹岡　哲朗　（社）衛星放送協会 副会長 
森田　圭　　KDDI（株）ブロードバンド事業推進本部長 
清水　俊彦　東京電力（株）情報通信事業部長 

 
○地方公共団体 
寺坂　和利　鳥取県 企画部情報政策課長  
山口　博續　福島県西会津町 町長 
 

図表3-3-17 2010年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会について



1 プロバイダ責任制限法及び関係ガイドライン

2 インターネット上の違法・有害情報への対応に
関する研究会
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（1）インターネット上の違法・有害情報対策

1 電気通信サービスに関する消費者行政
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3 モバイルフィルタリング技術の研究開発

1 迷惑メール対策

（2）迷惑メール・フィッシング対策

１．送信者情報を偽った電子メール送信の禁止及び 
　刑罰（直罰）規定（※）の整備 

２．架空アドレスあてのメール送信を禁止する範囲の 
　拡大及び罰則の見直し 
 

３．特定電子メールの範囲の拡大 
４．電気通信事業者による役務提供拒否事由の拡大 

５．指定法人による指導・助言等の業務の登録機関に 
　よる実施への移行 
 

表示義務違反等 
（措置命令） 

個人が私的に利用 
しているメールア 

ドレス 
 

表示義務違反等 
（措置命令） 

広告・宣伝 
メール 

指定法人による 
指導・助言等の業務 

登録機関による 
指導・助言等の業務 

送信に用いたメール
アドレス等の送信者
情報を偽った送信 
（措置命令＋刑罰） 

※　100万円以下の罰金又は１年以下の懲役 

※　省令改正でＳＭＳも対象に追加 

広告・宣伝 
メール 

営利目的で送信され
る空メール、友人を
装ったメール等も含
む 
（措置命令違反に対
する罰則の強化） 

個人が私的に利用 
しているメールア 

ドレス 

企業等の事業用 
メールアドレス 

架空アドレスあ
てに大量送信さ
れ設備に著しい
障害のおそれ 

架空アドレスあてに
大量送信され設備に
著しい障害のおそれ 

メール配信が大幅に遅延
するおそれがある場合等
の正当な理由がある場合 

図表3-4-1 「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律の一部を改正する法律」の概要（平成17年5月13日
成立、同年11月1日施行）
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2 フィッシング対策

25番ポート規制をしてい 
るISP Aのネットワーク 

一般ユーザー 
ISP Aのインターネット 
接続サービス利用者 

送信者が自営で設置 
するメールサーバー 

ISP Aのメールサーバー 
 

受信側メールサーバー 
 

ゾンビパソコン 

25
番 

ポ 

ー 

ト
の 

制 

限
（
※
） 

 

ISP Aによる、外部の25番 
ポートへのアクセス制限 

ISP Aのメールサーバーを利 
用したメールのみ送信可能 

インターネット 

ＩＳＰ Bの送信 
メールサーバー 

別に契約しているISP Bや 
勤務先等の送信メールサー 
バーの利用はできない 

メールを送信す
る際には、メール
サーバーの25番
ポートにアクセ
スすることが標
準となっている 

※　動的IPアドレスに限定する場合が通例 

25番ポート規制をしているISP A
の加入者は、直接外部のメール
サーバーへアクセスできない 

（出典）総務省「フィッシングの現状及びISPによるフィッシング対策の方向性」 

図表3-4-2 25番ポートブロックのイメージ

１一定期間ごとに変更されるなど一つに固定されていないIPアドレス。通常のインターネット接続サービスは動的IPアドレスを割り振る形態となっ
ている
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携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等
及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関す
る法律

（3）振り込め詐欺等対策

目　的 

契約時・譲渡時の本人確認 

譲渡・貸与等の制限 
 

携帯電話（PHSを含む。）の事業者に対して携帯電話の契約締結時及び譲渡時の本人
確認を義務付けたり、携帯電話の不正な譲渡・貸与行為等を処罰することで、携帯
電話の不正な利用を防止する。 

○携帯電話事業者や代理店は、契約締
結時、携帯電話の譲渡時に、運転免
許証の提示を受けるなどの方法によ
り、契約者の氏名・住居・生年月日
を確認しなければならない。 

○契約者は氏名、住居及び生年月日を
偽って申告してはならない。 

○自己名義の携帯電話を携帯電話事業者
に無断で譲渡してはならない。 

○他人名義の携帯電話を譲
渡したり、譲り受けては
ならない。 

○携帯電話のレンタル行為を業として行う者
は、借りる人の氏名や連絡先を確認しなけ
ればならない。 

警察からの通知に基づく確認 
 

○警察署長が、犯罪に
利用されていると判
断した携帯電話につ
いて、携帯電話事業
者が契約者の確認を
行い、確認できない
ときは利用停止等が
できる。 

図表3-4-3 携帯電話不正利用防止法の概要（平成18年4月1日全面施行）
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（1）政府全体での情報セキュリティ対策

2 情報セキュリティ及びプライバシー保護対策の推進

情報セキュリティ政策会議 内閣官房情報セキュリティセンター（NISC） 

①情報セキュリティ政策に関する基本戦略の立案 

②政府機関の総合対策促進 

④重要インフラの情報セキュリティ対策 
 

個人 企業 重要インフラ 政府機関 
（各省庁） 

重要インフラ所管省庁 情報セキュリティ関係省庁 

◆諸外国との情報交換・連携の一元化 
◆国際的な信頼醸成 ③政府機関の事案対処支援 

IT戦略本部 

警
察
庁 

防
衛
庁 

総
務
省 

経
済
産
業
省 

金
融
庁 

総
務
省 

国
土
交
通
省 

厚
生
労
働
省 

経
済
産
業
省 

情報セキュリティ基本 
戦略等、根幹となる事 
項を決定 
 

官民から 
専門家を集約 

図表3-4-4 政府全体の情報セキュリティ推進体制



1 第1次情報セキュリティ基本計画

2 政府機関統一基準 3 重要インフラの情報セキュリティ対策に係る行
動計画
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政府機関・地方公共団体 
 

重要インフラ 企業 個人 

今
後
３
年
間
の 

主
な
重
点
政
策
① 

（
４
領
域
） 

役
割 

IT社会の担い手 
としての意識の向上 

情報セキュリティ対策の 
「ベストプラクティス」へ 

国民生活・社会経済活動の 
基盤としての安定供給の確保 

市場に評価される 
情報セキュリティ対策の実施 

○全主体が適切な役割分担を果たす「新しい官民連携モデル」の構築に向けて、今後3年間、政府は「第1次情報セキュリティ基本計
画」に基づき、各種対策を強化。 

今
後
３
年
間
の 

主
な
重
点
政
策
② 

（
４
領
域
） 

◆政府機関統一基準に基づ
く各省庁の評価 
◆サイバー攻撃等への緊急
対応能力の強化 

◆情報共有・分析機能の整備 
◆重要インフラ連絡協議会の
設置 
◆分野横断的な演習、相互依
存性解析の実施 

◆政府調達における入札条件の整備 
◆情報セキュリティ監査等第三
者評価制度の活用推進 
◆コンピュータウイルス等への
対応体制の強化 

◆情報セキュリティ教育の推進 
◆「情報セキュリティの日」
の創設等広報啓発の強化 
◆ユーザーフレンドリーなサー
ビスの提供等の環境整備 

◆政府が活用することを前提とした技術開発実施 
◆「グランドチャレンジ型」技術開発の推進 
 

◆多面的・総合的能力を有する実務家の育成 
◆情報セキュリティの資格制度を体系化 
 

◆国際的な安全・安心の基盤づくりへの貢献 
◆我が国発の国際貢献 
 

◆サイバー犯罪の取締り強化及び関連基盤整備 
◆サイバー空間の安全性向上のための技術開発 
 

犯罪の取締り、権利利益の保護救済 国際連携・協調の推進 

情報セキュリティ人材の育成確保 情報セキュリティ技術戦略の推進 

図表3-4-5 第1次情報セキュリティ基本計画－今後3年間の重点政策－
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1 ネットワークの強化・信頼性の確保

2 人的能力の向上

（2）インターネットの安心・安全な利用環境の実現



3 ネットワークに繋がるモノの多様化への対応
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1 重要通信の確保

2 電気通信事業における緊急通報機能等の高度化
方策

（3）電気通信サービスにおける重要通信の確保

○サイバー攻撃対策 
　・乗っ取った多数のパソコン（ボットネット）を悪用した一斉攻撃の対策 
　・攻撃元を特定可能とするトレースバック技術確立 
　・インターネット通信経路のハイジャック防止技術の確立 

・最適なセキュリティ対策を選択可能とするため、長所・短所 
　を判断する基準策定 
 

「ネットワーク」、「人」、「モノ」という三つの面から情報セキュリティ強化の政策を 
推進することにより、社会インフラたる情報通信の「安心・安全」を実現 

 
●犯罪行為・迷惑行為 
 

●事業者間情報共有の推進 
 

●トラヒック急増への対応 
 

●災害への備え 
 

・データ交換地点の最適化により、年々倍増するトラヒック 
　の安定制御を可能とする次世代バックボーン開発 
 

・災害時用予備機器等の導入促進 
 

Ⅱ　人的能力の向上 

●サイバー攻撃演習実施 
 

●セキュリティマネジメント確立 
 

●個人向けの教育・啓発活動強化 
 

・電気通信事業分野におけるサイバー攻撃対応演習 
 

・電気通信事業者の指針を策定し、国際ルール化を目指す 
 

・児童・生徒の保護者及び教職員に対する啓発活動（e-ネット 
　キャラバン）を実施 
・子供のICTメディアリテラシー育成手法の開発 
・情報通信セキュリティ人材育成センター開設支援事業の実施 
 

Ⅲ　ネットワークに繋がる 
　　モノの多様化への対応 

●多様な機器のネットワーク接続に伴うセキュリティ確保 
 

●電子政府で利用するOSに関する評価尺度策定 
 

・IPv6によるユビキタス環境の構築に向け、多様な機器のネッ 
　トワーク化に必要なセキュリティ対策を実証実験により検証 
 

情報通信の安心・安全 
 

Ⅰ　ネットワークの強化・信頼性確保 
 

図表3-4-6 情報通信の安心・安全確保に向けた取組の概要
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（5）情報通信分野における個人情報の保護

（4）暗号技術の安全性評価と高度化の推進

①暗号モジュール評価基準 
　及び試験基準の作成 
  
②暗号実装関連技術を主な 
　対象とする調査・検討 

暗号技術検討会 

（事務局：総務省、経済産業省） 

（事務局：NICT、IPA） 

暗号技術監視委員会 

①電子政府推奨暗号の監視 
  
②暗号アルゴリム等を主な対 
　象とする調査・検討 
  
③電子政府推奨暗号リストの 
　改訂に関する調査・検討 

暗号技術調査WG

暗号モジュール委員会 

NICT：独立行政法人情報通信研究機構 
IPA：独立行政法人情報処理推進機構 
 

図表3-4-8 CRYPTRECの体制図

携帯電話事業者ネットワーク 音声通話接続 
指令台 

ISDN回線 

位置情報通知 

GPS測位 

移動機 

基地局 加入者 
交換機 

パケット交換 
ネットワーク 

通報サーバー 測位サーバー 
※網掛け：位置情報提供用汎用プラットフォーム 

※1　GPS測位方式に限定せず、同等の測位精度等を有する他の衛星測位方式も想定 
※2　複数基地局測位方式：3基以上の基地局からの同期信号をもとに位置を算出 
　　  セルベース測位方式：移動機が接続している基地局のセルの情報から位置を算出 

④  測位方式 
・要求条件（精度15m）を満たすため「GPS方 
　式」を基本方式（※1） 
・併せて、「複数基地局測位方式」、「セルベース 
　測位方式」のうち一つ以上を具備（※2） 

⑤  利用者の意思確認の方法 
・緊急通報は位置情報を原則通知 
・184番を付加した場合のみ位置情報を非通知 

①  ネットワーク構成 
・音声通話と位置情報通知は、別々の 
　ネットワークで同時並行的に行う ③  位置情報の構成 

・緯度、経度、精度情報 
・電話番号（指令台における位置情 
　報との結びつけのため） 

②  測位・通知のタイミング等 
・音声通話の発呼を契機に測位を起動し、発呼から 
　指令台への位置情報通知完了まで15秒以内 
　（GPS測位がスムーズに行われた場合） 
・音声通話が接続された指令台に位置情報を送信 
・携帯電話事業者等によらず、共通の送信方式 
　（MLP：Mobile Location Protocol） 

音声通話チャネル 
第3世代携帯電話 
から実現 位置情報通知チャネル 

位置情報取得 

関門 
交換機 

東・西NTTの公衆    
電話交換網（PSTN） 

広域イーサネット 
緊急通報受理機 
関ごとの閉域網 

音声回線 
ネットワーク 

位置情報 
受信装置 

指令台側の操作により 
位置情報を取得 
 

図表3-4-7 携帯電話からの緊急通報における発信者位置情報通知機能
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1 電子署名・認証の普及促進

2 タイムビジネスの利用促進

3 電子データの信頼性確保に資する取組

２安心・安全インターネット推進協議会（http://www.scat.or.jp/stnf/）



1 電波の人体に対する影響に関する基準の策定及
び研究の推進

3 文書の電子保存における電子署名・タイムスタ
ンプの利用
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（1）電波の与える影響からの人体の防護等

4 電波利用環境の整備

12

6

3

111

57

210

48

9

＜時刻配信事業者＞ 

時
刻
配
信
業
務 

＜時刻認証事業者＞ 

コールセンター ネットゲーム 

時刻配信＋時刻監査 時刻配信＋時刻監査 時刻配信 

高精度な時計 

電子商取引 知的財産保護 

・タイムスタンプ付与サーバー 
・タイムスタンプ検証サーバー 

・時刻配信サーバー 

＜
 　
　
　
　
　
　
＞
 

時
刻
認
証
業
務 

＜
 　
　
　
　
　
　
＞
 

図表3-4-9 タイムビジネスのイメージ
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1 無線妨害波に関する規格の策定

é

é

é

2 高速電力線搬送通信に関する検討

（2）不要電波対策

2 電波の医用機器等に与える影響の防止

1 正しい無線局運用の徹底

（3）適切な電波の監視・監理

３「各種電波利用機器の電波が植込み型医用機器へ及ぼす影響を防止するための指針」（http://www.soumu.go.jp/s-news/2005/pdf/050811_2_1.pdf）
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1 ユビキタスネットワーク時代に向けたマルチコ
ンテンツ利用技術の開発・実証

2 次世代型映像コンテンツ制作・流通支援技術の
研究開発

コンテンツ 
コンテンツ コンテンツ 

コンテンツ 

コンテンツ コンテンツ 
コンテンツ 

コンテンツ 

コンテンツ 

コンテンツ制作者 

コンテンツ 
アグリゲーター 

コンテンツ 
加工者 

家庭内 
ネットワーク 

家庭周辺 
ネットワーク 

（
マ
ル
チ
コ
ン
テ
ン
ツ
利
用
連
携
技
術
） 

　
利
　
　
　
用
　
　
　
者
　 

配信事業者 

パーソナル通信ネットワーク 

ブロードバンド 

配信事業者 

図表3-5-1 マルチコンテンツ利用技術の開発・実証

5第 節
コンテンツ流通の促進と情報通信ベンチャー
の創業・成長を促進するための取組

SECTION 05

（1）ブロードバンドコンテンツの制作・流通の促進 ～コンテンツ利用における利便性の確保と権利の適切な保護の両立等を実現～

1 コンテンツの制作・流通・保存の促進
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1 ウェブ情報のアーカイブ化の促進

2 アーカイブコンテンツのネットワーク利活用の
促進

行政情報 
ウェブ 

学術情報 
ウェブ 

各種情報 
ウェブ 

企業情報 
ウェブ 

個人 
ウェブ 

効率的な収集・保存の仕組みの確立 

国会図書館による 
アーカイブ 

NPO・地方公共団体等によるアーカイブ 

・・・ 

・・・ 

メタデータ：コンテンツを効率よく利用するた
めに、コンテンツに対し付与され
る所在・内容・ 権利条件等の記述
を含むデータ 

汎用的なメタデータ 
等の確立 

横断検索、統一されたユーザー 
インターフェースでの閲覧 

図表3-5-2 ウェブ情報等のデジタルアーカイブ化とその利活用の促進

（2）デジタルアーカイブの高度利活用の促進 ～デジタルアーカイブを通じたコンテンツの拡大再創造サイクルの確立～
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1 インターネット上の違法・有害コンテンツ対策

2 ネットワークを利用した不正な映像コンテンツ
流通防止に関する調査研究

3 放送番組制作委託の公正性・透明性の一層の向
上に向けた取組

4 地域に根ざしたデジタルコンテンツの制作・流
通促進に向けた取組

（3）良質なコンテンツの制作・流通の促進に向けた取組 ～安心・安全・公正なコンテンツの制作・流通体制の実現に向けた取組～

民間の第三者機関 コンテンツ事業者 利　用　者 申請 
（セルフレイ 
ティング） 

認定 サイトA
12才 
以下推奨 

認定事業者のサイト 

サイト閲覧 

安心・安全な 
サイトの提供 

・マーク表示により、ウェブサ
イトの安心・安全性を容易に
判断 
・アクセス制御システムを併用
すること等
により、ウ
ェブサイト
を安心・安
全に利用 

・マーク制度の審査基準に沿っ
たウェブサイト運営 

安心!

・審査基準の策定 
・ウェブサイト開設者を審査・認
定し、マークを付与 

図表3-5-3 「コンテンツアドバイスマーク」（仮称）のイメージ
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1 情報通信ベンチャーと他の企業との連携の促進

2 情報通信ベンチャーからの政府調達の拡大

3 ICTベンチャー支援のための連携施策の実施

4 情報フロンティア研究会

5 情報通信ベンチャー企業をサポートする主な施策
―助成金・出資・融資・債務保証・税制、法律

2 情報通信ベンチャーの創業・成長を促進するための環境整備

地域における交流
イベントの充実 

独立行政法人情報通信研究機構において情
報通信ベンチャーによるビジネスプラン発
表会や企業経営に関するセミナー等を東京
以外の地域にも拡大して開催 

情報通信ベンチャ
ーに関する情報提
供の充実 

独立行政法人情報通信研究機構において情
報通信ベンチャーの決算状況、事業概要、
政府調達実績、公的機関からの助成金交付
実績等のデータベースを一般に公開 
（URL：http://www.venture.nict.go.jp/directory） 

１基盤技術研究円滑化法に基づく制度で、広く民間企業等から研究開発課題を公募し、その中から優れた案件を選び出して委託契約を結び、研究開
発の委託を行うもの
２詳細は資料編データ19「主な情報通信ベンチャー支援施策」を参照



1 行政の情報化の総合的・計画的推進

6第 節 行政・公共分野の情報化に資する取組

SECTION 06
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（1）電子政府の実現 ～利用者本位の、簡素で効率的な政府の実現～

1 行政・公共分野の情報化の推進

これまでの主な取組 「IT新改革戦略」における主な取組 

世界一便利で効率的な電子行政 
－オンライン申請率50%達成や小さくて効率的な政府の実現－ 

国民の利便性・サービスの向上 

○申請・届出等手続をオンライン
で安全・確実に行うことができ
るシステムや政府ポータルサイ
ト等、インフラの整備は完了 

ITを活用した業務改革 

○業務・システムの無駄をなくし、
最適化を行うための計画＝「最
適化計画」を2005年度末まで
に策定 

（注）36レガシーシステムを含む業務・
システムの最適化対象83分野（府省共
通23分野、個別60分野）を選定 

利用者の視点に立って、オンライン利用率50%以上を 
2010年度までに達成 

　平成17年度末までに策定するアクション・プランにおいて、手
続ごとに利用率の目標と改善措置（本人確認手続の簡素化、添
付書類の電子化、廃止、手続そのものの廃止、インセンティブ
の付与等の手続の見直し）を明らかにして推進 

予算、業務・システムの一層の効率化・合理化のため、 
政府全体の最適化を推進 

　各府省の情報システムは、費用対効果を明確化し、信頼性・安
全性の確保のために行うものなど真に必要性を有するものを除
き、①行財政改革に資するもの、②最適化計画に基づくもの、
③利便性向上に寄与するもののみ整備 

○手続のオンライン化
の基盤は整備したも
のの、その利用率は
低調 

○最適化計画を踏ま
え、レガシーシステ
ム等の情報システム
の最適化を推進中 

現状と課題 
 

図表3-6-1 電子政府の取組について



2 調達手続の電子化

3 消防防災分野におけるICT化の推進
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電子入札システム（各府省） 

電子認証局、タイムスタンプ局 
 

電子モール※2 
 

電子証明書管理業務 

認証管理業務 

利用者管理業務 

予算執行等管理システム 

新会計事務システム 
（仮称） 

政府認証基盤 

霞が関 
WAN

新会計検査システム 
（仮称） 

各府省 

文書管理 
システム 発注者 

（会計課・原課等） 電子契約システム 

政府 

契約書原本 
保管サービス 

（事業者・第三者による 
　サービス提供を想定） 

サーバーアクセス 
サービス※1

カタログ調達 
サービス※1 個別業務管理 

（物品管理簿作成等） 

決裁文書保存 

予算執行情報管理 

予算執行（電子決裁） 
 

契約基本サービス 

民
間
事
業
者 

調
達
管
理
Ｄ
Ｂ 

ポータライズサービス 
（シングルサインオン） 

物
品
分
類
管
理
Ｄ
Ｂ 

カ
タ
ロ
グ
管
理
Ｄ
Ｂ 

統
計
情
報
Ｄ
Ｂ 

利
用
者
管
理
Ｄ
Ｂ 

契
約
書
管
理
Ｄ
Ｂ 

調達総合情報システム 
（拡張要） 

参加資格申請業務 情報閲覧業務 

情報公開サービス（設計のみ実施） 
 

 

 

 

調達支援業務 

契約締結支援業務 

検査・検収支援業務 

請求・支払支援業務 

会計検査院報告支援業務 

状況照会業務 

マスタ管理業務 

統計管理業務 

契約変更・解除業務 

 

 

 

 

霞が関 
WAN

インター 
ネット 

※1

※1　サーバーアクセスサービス及びカタログ調達サービスについては、中長期的な課題として引き続き検討 
※2　電子モール等との連携の詳細については、担当府省と今後検討 
 

図表3-6-2 電子契約システムの将来モデル
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地域衛星通信ネットワーク 

首相官邸 
中央防災無線網 

消防庁 

消防・救急無線 

市役所等 

市町村防災行政無線 

同報系無線 
（住民連絡用） 

移動系無線 

地域防災無線 
（地域相互通信用） 

消防本部と消防救急隊員ある 
いは消防救急隊員同士の連絡 

衛星通信により映像情報が、国、 
都道府県、市町村に伝達される 

首相官邸、関係省庁等 

気象庁との 
気象情報等の共有 

相互連絡 

災害情報の提供 
災害情報の提供 

災
害
現
場
の
状
況
を
高
所
監
視 

カ
メ
ラ
や
ヘ
リ
テ
レ
で
撮
影 

気象庁 

電話 
FAX

計測震度計 

災害現場 

気象情報 

専用回線 
気象情報 
システム 

都道府県庁 

防災情報 
システム 

コミュニティ 

都道府県 
防災行政無線 

被
害
状
況 

の
収
集 

消防防災無線 

病院 

画像伝送システム 

ヘリコプターテレビ 
電送システム 

ヘリテレ 
高
所
監
視
カ
メ
ラ 

防災情報 
システム 

消防本部 

消防防災無線、衛星通信、
防災情報システム等によ 
る情報の伝達 

自衛隊、指定地方行政機関、輸送機関、
通信事業者、電気・ガス会社等との連絡 

 中
央
防
災
無
線
等
に
よ
る 

情
報
の
伝
達 

携帯情報端末 

地震防災 
情報システム 

デジタル 
カメラ 

住民 

戸別受信機 

内閣府 

図表3-6-3 消防防災通信ネットワークの概要図

1 電子自治体の進捗状況

2 電子自治体システムの構築

（2）電子自治体の実現
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（出典）総務省「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」（平成17年4月時点） 

0
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19～ 18平成17済み 
0
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19～ 18平成17済み 

0

20
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60
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19～ 18平成17済み 
0

20
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80

100

19～ 18平成17済み 

（年度） 

（年度） 

（年度） 

（年度） 

（％） 

（％） 

（％） 

（％） 

＜汎用受付システム導入スケジュール＞ 

＜電子入札の実施スケジュール＞ 

＜手数料・地方税の電子納付実施スケジュール＞ 

＜公共施設予約のオンライン化実施スケジュール＞ 

100.0
95.7

89.4

78.7

70.2

34.0

25.5

10.6 
 
 
 

70.270.2
66.0

61.7

95.7

83.083.0

63.8

76.6

51.1
44.7

21.3

公共事業 物品調達（非公共事業） 

図表3-6-4 都道府県における電子自治体の推進状況

3 情報セキュリティ対策と個人情報保護の徹底



4 住民基本台帳ネットワークシステムの活用

5 公的個人認証サービス
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ネットワーク基盤 
 
○住民基本台帳ネットワークシステム 
・住民基本台帳をネットワーク化し、全国共通の本人確認
を可能とするシステム 

○総合行政ネットワーク（LGWAN） 
・すべての地方公共団体を相互に接続する行政専用のネッ
トワーク 

情報システム 

○共同アウトソーシング 
・複数の地方公共団体が、電子自治体システムの構築・運
用を共通のデータセンターにおいて共同で民間委託 

○自治体EA（エンタープライズ・アーキテクチャ） 
・組織全体を通じた業務プロセスや情報システムの最適化
を図る設計手法を導入。データの標準化も推進 

○地方公共団体に対する調査・照会業務システム 
・地方公共団体に対する調査・照会業務最適化計画を踏まえ、
国から地方公共団体に対する調査・照会業務について、
霞が関WAN、LGWANを活用した汎用的に利用可能なシ
ステムを構築 

○個人情報保護・情報セキュリティ対策 
・個人情報保護強化技術の実装システムの開発実証を行う
とともに、地方公共団体間で情報セキュリティに関する
情報共有を図るための仕組み（自治体ISAC）の創設を推進 

制度設計・運用 

○個人情報保護条例・情報セキュリティポリシー・情
報セキュリティ監査 
・個人情報保護法の施行等を踏まえ、個人情報保護条例及
び情報セキュリティポリシーは全都道府県及びほとんど
の市町村で制定済み。今後、市町村における情報セキュ
リティ監査を促進 

○人材育成 
・高度情報セキュリティ研修・e-ラーニングを行い、地方
自治体における情報セキュリティ対策の中核を担う人材
を計画的に育成 

認証基盤 

○公的個人認証サービス（JPKI） 
・成りすまし、改ざん、送信否認などを防ぎ、オンライン
による行政手続等において、確かな本人確認ができるよ
う都道府県知事が電子証明書を発行 

○地方公共団体組織認証基盤（LGPKI） 
・地方公共団体がオンラインで通知等を発信したことを確
認できるシステム 

①住民サービスの向上 
②行政の効率化 
③地域IT産業の振興 

三つの目標 
 

図表3-6-5 電子自治体の推進
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異動等情報 
の提供 

電子申請等 

申請書等 
（平文） 

電子署名 
（申請書等を住民の 
秘密鍵で署名） 

電子証明書 
（住民の　　 
　　公開鍵付） 

＋ ＋ 

全国サーバー／ 
都道府県サーバー 

都道府県知事 
（証明書発行・失効情報管理機関） 

行政機関等 
（国・地方公共団体の機関等） 

民間認証事業者 

市町村長 
（本人確認機関） 既存住基システム 

コミュニケーション 
サーバー（CS） 

本人確認情報の通知 

公的個人認証 
サービス端末への 
4情報の提供 

電子証明書の有効性確認 
（失効リストへの問い合わせ） 失

効
リ
ス
ト 

総合行政ネットワーク 
（LGWAN） 

総合行政ネットワーク 
（LGWAN）等 

インターネット 

（住民の本人確認に活用） 

指定認証機関への委任が可能 
→委任先： 
財団法人自治体衛星通信機構 
（LASCOM） 

電子証明書発行申請 
（基本4情報＋公開鍵） 

電子証明書交付 

住民 

市町村窓口 

住民基本台帳 
カード等への秘密鍵・ 
電子証明書の記録 

住民基本台帳 
ネットワークシステム 都道府県単位認証局 

署名検証者 

図表3-6-6 公的個人認証サービス
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国（11府省庁） 
・自動車検査登録（自動車保有関係
手続ワンストップサービス） 
・国税の電子申告 
・社会保険関係手続 
・国民年金及び厚生年金の年金加入 
　状況・年金見込額の提供 
・商業・法人登記申請 
・不動産登記申請 
・動産譲渡登記申請 
・電子入札 
・恩給関連の申請 
・無線局、無線従事者の免許 
・航空従事者技能証明の申請等 
・公認会計士試験の受験願書の提出 
・たばこ小売販売業の許可 
・特定非営利活動法人の事業報告書
の提出 

都道府県（45団体） 
・自動車税・自動車取得税申告（自動車
保有関係手続ワンストップサービス） 
・旅券関係手続 
・都道府県税の電子申告 
・道路占用許可申請 
・高圧ガス保安法関係手続 
・調理師免許関係手続 
・特定非営利法人関係手続 

市町村（24都道府県内の市町村） 
・住民票の写しの交付申請 
・各種証明書（印鑑登録証明書、納税証
明書、所得証明書等）の申請 
・市町村税の電子申告 
・介護保険関係手続 
・児童手当関係手続 
・国民健康保険関係手続 
・医薬品販売業関係手続 
・浄化槽使用関係手続 

※　都道府県、市町村の対象手続は、地方公共団体ごとに異なる 
 

今後、国の機関の手続・各地方公共 
団体の手続が順次追加される見込み 

公的個人認証サービスの主な対象手続 

図表3-6-7 公的個人認証サービスの対象手続

1 地域情報化推進のための支援施策

（3）地域の情報化の推進

施策名 概　要 

地域情報通信基盤整備推
進交付金 

地域イントラネット 
基盤施設整備事業 

地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図ることを目的として、学校、図書館、公民館、

市役所等を高速・超高速で接続する地域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体を支援 

（交付決定数：808事業） 

地方単独事業 
情報通信技術を活用して、社会の変化に対応した活力ある地域社会の形成、質の高い公共サービスや

行政情報の提供及び地域間格差の是正を図るため、地方公共団体が地方単独事業として実施する公共

施設等を接続する大容量で高速なネットワーク等地域の情報通信基盤等の整備に対する支援 

地域の特性に応じた情報通信基盤の整備を支援し、地域間の情報格差（デジタル・ディバイド）を是

正することにより、地域住民の生活の向上及び地域経済の活性化を図る 

※　（　）内は平成17年度末までの交付決定数 

図表3-6-8 総務省の主な地域情報化支援施策の概要
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2 地域における情報化の推進に関する検討会

3 ICTによる沖縄振興

●  新たな全国公共ネットワークの必要性を検討するため、JGNⅡ等を利用した実証事業を行う。 
　　・映像等大容量で秘匿性の高いデータを高い信頼度で流通させるネットワーク　⇒　行政用途専用のブロードバンドネットワーク 
　　・組織別や用途別ではなく、全府省庁・全分野共通の公共機能を備えた全国規模の広帯域専用ネットワーク 
●  情報ハイウェイ：府県の関係施設等を高速・超高速で接続したネットワーク。地域公共ネットワークとの相互接続が進みつつある 
●  地域公共ネットワーク：市町村で役所や学校、図書館等、公共施設を高速・超高速で接続しているネットワーク 

プライマリ 
データセンター 
（全国iDC） 

都道府県 
iDC 
 

消防署 

a市 b町 

A県 

B県 

インターネット 

市町村地域公共 
ネットワーク 

都道府県情報 
ハイウェイ 

全国 
ネットワーク 

都道府県情報 
ハイウェイ 

災害 

監視 
カメラ 

市町村地域公共 
ネットワーク 

 

各種データ 
公共ASP 
システム 

学校 病院 

バックアップ 
データセンター 

公共ネットワークのめざすべき姿 

公共アプリケーションの具体像 関係機関、官邸 

遠隔カンファレンス等 
遠隔医療の実現 

防災情報の共有 

教育コンテンツの 
共有 

防災分野 
・災害現場の画像情報 
・被害速報 
・被害者の安否情報 
・警報等の一斉同報　等 

医療分野 
・遠隔病理診断 
・遠隔画像診断 
・遠隔カンファレンス 
　等の検討 

教育分野 
・教育コンテンツ流通の検討 

図表3-6-9 全国的な公共ブロードバンド・ネットワークのイメージ

（4）テレワークの推進 ～テレワークによる多様な働き方の実現～
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国家公務員によるテレワークの実施 

「テレワーク推進フォーラム」の設立 

産学官一体となったテレワーク推進体制 
（平成17年11月10日設立） 

産学官の連携の下、テレワークの円滑な導入に資する 
調査研究や普及活動を行うことにより、 
テレワークの一層の普及促進に寄与  

 

①平成17年1月4日から2月末日まで、国家公務 
　員初（一般会計）のテレワークの試行を実施 

①我が国初のテレワークセキュリティ 
　ガイドラインの作成（平成16年度） 

②関係省庁が連携し、企業、労働者双方に 
　配慮した統一的なテレワーク導入・運用 
　　　ガイドブックを作成（平成17年8月） 

　　③テレワークの円滑導入に資する 
　　　調査研究の実施 
 

②期間の延長（約４か月）及び複数課室（18名） 
　の参加によって、拡大試行を実施 
　（平成17年10月末～平成18年2月末） 

テレワークの 
推進 

2010年「テレワーカーが就業人口の２割（IT新改革戦略）」を目指す 
 

民間企業のテレワーク導入環境の整備 

図表3-6-10 総務省におけるテレワークの推進のための施策

1 「テレワーク推進フォーラム」の設立

2 民間企業のテレワーク導入環境の整備

3 国家公務員によるテレワークの実施

１テレワーク推進フォーラム（http://www.telework-forum.jp）
２企業のためのテレワーク導入・運用ガイドブック：テレワーク推進フォーラムホームページ（http://www.telework-forum.jp）で閲覧可能
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その他の 
企画立案 
　　20%

上司や同僚 
との連絡・ 
調整 
　　　15%

調査研究業務 
13％ 資料や 

情報の収集 
11％ 

白書その他出版物等の 
原稿・論文執筆・編集 

11％　 

データの入力・ 
計算・処理・加工 

10％　 

省外との 
連絡・調整 

9％　 

その他（許認可等の事務、 
法令･通達等の検討、作成等） 

11％　 

 （参考）テレワーク拡大試行に参加した職員の感想等を掲載した「テレワー
ク拡大試行日記」を公開中。 
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/telework/pdf/telework_kakudai_diary.pdf

図表3-6-11 テレワークで実施した事務内容

テレワークでは、必要な業務処理を行うこと
ができましたか 

計画以上にできた 

計画通りにできた 

概ねできた 

あまりできなかった 

全くできなかった 

割合 
 

6％ 

22％ 

72％ 

0％ 

0％ 

生産性が向上する事はありましたか 
（前問で計画以上にできた、計画通りできた
を回答した者のみ回答） 

定型的な業務を行う際の処理時間が短縮した 

創造的な業務を行う際の業務の内容や質が向上した 

通常勤務と変わらなかった 

通常勤務より低下した 

 
割合 
 

27％ 

27％ 

37％ 

9％ 

図表3-6-12 テレワークによる生産性の向上

テレワーク勤務日の余暇時間は増えましたか 

大幅に増えた 

やや増えた 

変わらなかった 

やや減った 

大幅に減った 

割合 

33％ 

61％ 

6％ 

0％ 

0％ 

図表3-6-13 テレワーク勤務日の余暇時間

少子高齢社会の到来を迎えた我が国では、医療が果たす社会的役割はますます大きくなると予想される

が、医療をめぐる社会的状況は、医療費の増大、医療の安全性や効率性の向上等の様々な課題が指摘され

ている。

医療の実施現場においては、患者ニーズの多様化、医療の高度化・専門化等が進み、患者中心で質が高

く効率的な医療サービスを提供する環境整備等を図ることが期待されている。

ICTは、こうした医療分野が抱える課題解決に貢献できると期待されていながら、現状では期待されるほ

ど利活用が進んでおらず、限定的な範囲での利活用にとどまっている。

そのため、総務省では、医療分野におけるICTの利活用を促進するため、医療分野でのICTの利活用の可

能性等を多角的に検討することとし、平成17年10月から平成18年3月までの間、有識者、医療従事者、医療

情報システムベンダー等で構成される「医療分野におけるICTの利活用に関する検討会」を開催し、報告書

として取りまとめた。

本報告書では、ICTを広範囲に活用することにより、安心安全な医療を実現するユビキタスネット時代の

新しい医療の将来像を「ユビキタス健康医療」と呼び、ユビキタス健康医療を実現するフィールドを医療

機関内、日常生活圏、地域医療連携、災害・救急医療にわけて電子タグ等を活用した具体的なICTの利活用

策を提示した。

医療分野の課題解決に向けたICTの利活用
～ユビキタスネット時代の新しい医療の姿を提示～

医療分野におけるユビキタスネット技術の利活用C O L U M N
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医療の質の向上 
 

◆最新の医学情報の入手、患者自身の疾患への理解向上・治療計画への参加、医療の個別化が実現。 
（例）根拠に基づく医療（EBM手法に基づく診療ガイドライン）、最適な治療計画（クリニカルパス）、バーチャル

リアリティ手術、テーラメイド医療　等 

業務負担軽減・効率化 

◆施設内での業務や地域内での医療における「省力化」、「業務連携」及び「コスト削減」の実現。 
（例）業務フローの改善、医薬品等の在庫・消費状況の自動把握・自動発注、医療従事者や患者の状態所在等の自

動把握、地域内患者の診療連携　等 

医療の安全性・信頼性向上 

◆医療従事者間のリアルタイムかつ正確な情報伝達・共有を実現して「ヒューマンエラーの防止」を
実現し、また、医療の実施行為等のサポートや常時モニタリングによる「医療過誤の防止」を実現。 

（例）人や医薬品等の取り違えなどの自動チェック、与薬ミス等処方や実施行為の自動チェック、機器の安全管理　等 

患者中心の医療サービス 

◆患者の精神的、肉体的な負担を軽減させ、かつ、患者にとって最適な医療を実現。 
（例）通院負担や重複検査などの削減、待ち時間の短縮、自己の診療情報等の開示、インフォームド・コンセント、

セカンドオピニオン、予防医療、家庭への早期復帰　等 

医療分野の課題解決のためにICTに期待される役割は以下のとおり。 
 

図表1 医療分野におけるICTに対する期待

災害地 
 

専門病院 

薬局 

病院 

医療ICTの将来像 
 

ユビキタス健康医療 
＝ 

生涯電子健康記録 

データマイニング 

医療機関内 

地域医療連携 

日常生活圏 

災害・救急 

●医療情報システムの高度化及び統合化が実現。 
●実施空間を電子タグ等で包摂することにより、施設内の有線系のシス
テムとシームレスに統合。 

●医療機関を離れて自宅等でも患者が日常生活を送りながら安心して
医療を受け、患者の精神的、肉体的負担の少ない医療を実現。 
●蓄積した自己の健康情報を活用した健康管理や予防医療を実現。 

●専門医療を提供する医療機関と、日常的な疾病治療等を提供する診
療所等が役割分担して医療資源の効率的運用を実現。 
●患者自身の診療情報等の閲覧、医療機関間の患者診療情報の共有等
を実現。 
●疫学研究や健康管理・予防医療が実現。 

●災害等に備え、患者情報や専門医情報、医薬品の在庫情報、等を地
域単位でデータベース化し、迅速で適切な医療機関への早期搬送や
患者への適切な対処を実現。 

情報共有 

与薬ミス防止 
取り違え防止 

健康管理 

患者モニタリング 

被災情報等共有 

迅速搬送 
患者容態監視 

手術支援 

疫学研究 待ち時間短縮 重複検査削減 

ユビキタスネット時代の新たな医療の将来像　ーユビキタス健康医療の全体像ー 

ユビキタスネットワークを通じて、誰でも、いつでも、どこでも最適な医療サービスを受けることができ、また健康管
理や予防医療が以下の四つのフィールドで実現される。 

図表2 ユビキタス健康医療の全体像

参考URL http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/iryou_ict/index.html
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1 地理的ディバイドの是正

○　事業計画（投資計画、サービ
ス提供計画等）の策定 

○　整備の推進 
○　加入促進キャンペーンの実施 
○　需要喚起活動 

○　公正競争条件の整備 
○　民間事業者に対する投資インセ
ンティブの付与 

○　地方公共団体に対する支援措置 
○　需要喚起 
○　技術開発の推進 
○　情報提供　等 

（都道府県） 
○　ビジョンの策定（整備目的・目標
等） 

○　市町村に対する財政的支援 
○　市町村に対する人材、情報面での
支援 

（市町村） 
○　住民ニーズ調査等実態の把握 
○　都道府県、事業者、地域社会との
連携による整備推進 

今後のブロードバンド整備においては、事業者・国・地方公共団体の連携による取組が重要 

事業者 

地方公共団体 国 

◇　競争政策の策定 
　・　コロケーション・ルール 
　・　アンバンドルルール　等 
 
◇　基盤法に係る措置 
　（投資インセンティブの付与） 
　・　低利融資、利子助成 
　・　税制優遇措置（国税、地方税） 
　・　債務保証 
 
◇　技術開発の促進 

◇　電気通信事業法に基
づく報告、その他情
報提供 

◇　サービス提供地
域等に関する情
報提供 

◇　光ファイバ貸与
の申込みや連携
方策の提言 

◇　地域のニーズに係
る情報提供 

◇　域内のブロードバ
ンド整備状況に関
する情報提供 

◇　交付金、地方財政措置等の財政支援 
◇　全国的なブロードバンド整備状況、
導入事例等に係る情報提供 

◇　人材育成支援 

◇　地方単独事業による支援措置 
　  （補助金等） 
◇　自己設置光ファイバ網等の開放 
◇　需要喚起活動（コンテンツの開
発、イベント実施、加入促進活
動への支援等） 

一般利用者 
地域住民 

協議の場 

図表3-7-1 事業者・国・地方公共団体等の連携によるブロードバンド整備の推進
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地域情報通信基盤整備推進交付金 市区町村（合併市町村又は連携主体を含む。）
等が地域の特性に応じた情報通信基盤を整
備する際の経費の1／3を補助（第3セクター
が整備する場合は1／4を補助） 

過疎、辺地、離島（奄美及び小笠原を
含む。）、半島、山村、豪雪及び沖縄県
のこれらに類する地域 

電気通信基盤充実臨時措置法利子助成制 
度 

施設整備に必要な資金の借入れに係る利払
いに充てる費用の一部につき、情報通信研
究機構が利子助成金を交付 
【助成幅】最大2.0％ 
【助成後下限金利】 
過疎地域等条件不利地域　当初5年間 
1.6％※　6年目以降2.1％ 
その他の地域　　　　　　当初5年間 
2.0％　6年目以降2.5％ 
※財投金利が1.6％を下回る場合は財投金利
を適用 

ブロードバンド基盤整備を行う民間事
業者 

移動通信用鉄塔施設整備事業 市町村による移動通信用鉄塔の設置に要す
る経費の1／2を補助 

過疎、辺地、離島（小笠原、奄美及び
沖縄を含む。）、半島、山村、特定農
山村、豪雪地帯 

無線システム普及支援事業 公益法人による有線伝送路の貸与に要する
費用の1／2又は2／3を補助 

過疎、辺地、離島（小笠原、奄美及び
沖縄を含む。）、半島、山村、特定農
山村、豪雪地帯 

民放テレビ放送 
難視聴解消施設整備事業 
（平成3年度～） 

市町村が整備する共同受信施設及び中継施
設の設置に要する経費の1／3を補助 
（過疎地等以外の市町村が中継施設を設置
する場合は1／4を補助） 

地上系民放テレビ放送が1波も良好に
受信できない地域 

衛星放送受信設備設置助成制度 
（平成2年度～） 

個人又は団体が、NHKの衛星放送受信設備
の設置に要する経費の1／4を補助 

地形等（建造物を除く）によるNHKの
テレビジョン（地上）放送の難視聴地
域において、衛星放送を受信するため
の設備を設置した者 

事　業　名  対象地域又は対象者  事　業　の　概　要 

図表3-7-2 地理的ディバイドの克服に向けた各事業の概要

１第6節1（3）地域の情報化の推進　参照



1 利用環境のユニバーサル化

2 高齢者・障害者の個別ニーズに合わせたICT利
活用支援

3 字幕番組・解説番組等の充実に向けた取組
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２「みんなの公共サイト運用モデル」の詳細は以下を参照（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/w_access/index.html）

2 情報バリアフリー化の促進 ～年齢的・身体的な条件に基づくICT利用格差の是正～
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1 ウェブアクセシビリティの重要性

情報通信技術の進歩により、様々なサービスがインターネットを通じて提供されるようになってきてい

るが、これらは高齢者や障害者にとっても様々な恩恵をもたらすものとして期待されている。例えば、以

前は印刷物での情報提供しかなかったものが、ホームページでの情報提供が行われるようになったことで、

全盲の視覚障害者でも画面読み上げソフト等を利用することにより、他人の力を借りずに情報を入手でき

るようになっている。また、今後電子申請が一般的になれば、移動が不自由な高齢者や障害者が自宅にい

ながら様々な行政手続を行うことが可能となる。

しかしながら、ICTを活用して提供されるサービスが充実すればするほど、それらのサービスが利用でき

ない場合の不利益も深刻となり、障害者や高齢者も含めたあらゆる人々がそれらのサービスを利用するこ

とができること、すなわちアクセシビリティの確保が重要な課題となっている。

総務省では、ウェブアクセシビリティの重要性への理解を促すため、障害者のウェブ利用の様子を紹介

するビデオ映像や、実際の取組の際に有用な手順書・ワークシート等をホームページにおいて公開してい

る。
2 ウェブアクセシビリティの例

高齢者や障害者がICTを活用して提供されるサービスを利用できるかどうかは、ホームページ等の設計者

や運用者が、多様な利用者を想定し、アクセシビリティの確保について、きちんとした対応を取っている

かどうかに依存している。

ウェブアクセシビリティの例をいくつか挙げると、まず全盲の視覚障害者の場合、ホームページ等の内

容を、画面の内容（文字）を音声で読み上げるソフト（スクリーンリーダ）等を使って理解している。し

たがって、写真などの画像情報については、そのままでは内容を把握できないので、「代替テキスト」を設

定し、画像が示す内容を読み上げさせなければならない（図表1）。また、色覚障害者や白内障の高齢者な

ど色の識別が難しい人たちへの配慮としては、色だけで情報を示さず、文字なども併用する工夫が必要と

なる（図表2）。上肢障害のために細かなマウス操作が困難な人のためには、小さな部分を選択させるので

はなく、なるべく大きな部分を選択できるような配慮が必要である（図表3）。

ウェブアクセシビリティの確保C O L U M N

A校 
B校 
C校 
D校 

A校 

B校 

C校 
D校 

色だけで円グラフの領域を表現 引き出し線をつけ領域の違いを表現 

代替テキストを設定
することで目が見え
ない人でも画像が示
す内容が理解できる 

（配慮なし） 

（配慮あり） 

（配慮なし） （配慮あり） 

ラジオボタンしかクリックできない 

テキスト部分もクリックできる 

図表１ 

図表２ 

図表３ 

参考URL http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/w_access/index.html
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3 人材育成
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1 情報通信分野の研究開発政策の展開 ～ユビキタスネット社会の実現に向けた新たな研究開発戦略～

Ubiquitous Network Society

戦略プログラム　 

Universal Communications
＜知的創発プログラム＞ 

ユニバーサル・コミュニケーション技術戦略 

Security and Safety
＜安心安全プログラム＞ 
ICT安心・安全技術戦略 

New　Generation Networks
＜国際先導プログラム＞ 
新世代ネットワーク技術戦略 

＜新世代ネットワークアーキテクチャ＞ 

「光」を武器にnonIPまでを見越した
新たなコンセプトのネットワークをつ
くる 

＜ユビキタスモビリティ＞ 

「モバイル」を核に、宇宙から地上のすみ
ずみまでをシームレスにカバーするスーパ
ーブロードバンド環境をつくる 

＜新ICTパラダイム創出＞ 

光・量子通信基盤技術、ナノICT
技術といった、20年後の日本の糧
となるICTの「種」をつくる 

＜ユビキタスプラットフォーム＞ 

ネット上で自在に認証、課金、流通、サー
ビス統合などが出来るプラットフォームを
つくる 

＜セキュアネットワーク＞ 

壊されても、壊れても、すぐ使える
世界最強のネットワーク・ライフラ
インをつくる 

＜センシング・ユビキタス時空基盤＞ 

環境問題や災害対策に貢献する
高精度な計測、時空間、測位の
基盤をつくる 

＜ユビキタス＆ユニバーサルタウン＞ 

センサーネットワークやロボット等
により、高齢者・障害者をはじめ人
に優しく地球に優しいユビキタスネ
ット環境をつくる 

＜高度コンテンツ創造流通＞ 

誰でもが自在にコンテンツを創り、
情報の信頼を確保しつつ、使える環
境をつくる 

＜スーパーコミュニケーション＞ 

言語、知識、文化の「壁」を感じさせ 
ない超越コミュニケーションをつくる 

＜超臨場感コミュニケーション＞ 

世界初の立体・臨場感 
テレビ・コミュニケーションをつくる 

図表3-8-1 UNS戦略プログラム
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1 次世代バックボーンに関する研究開発

2 ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発

3 超高速フォトニック・ネットワーク技術に関す
る研究開発、テラビット級スーパーネットワー
クの開発

（1）国際競争力の維持・強化を目指す「次世代ネットワーク技術戦略」

2 情報通信分野の研究開発の重点的・戦略的な推進

超小型チップ 

ブランド品 

服 

書籍 書類 福祉 小包 

有価証券 
・小切手 
・商品券 

100億の超小型チップの接続制御 

100億規模の様々なものが接続する基盤技術 
本人を瞬時に認証、どんな 
端末でも高速設定できる基盤技術 

どこでもシームレスに 
ネットワークを接続できる技術 

様々なものに 
チップが貼付 

超小型チップネットワーキング技術 

セキュリティメニュー 
（ドア・窓） 
玄関　開 
台所　閉 
居間　閉 
寝室　閉 
 

照明 
ガス 
水道 

電子マネー 
ICカード 

様々な大量 
の情報 

様々な大量の情報 

どこでも社内と 
同じ情報 

認証サーバー 

ネットワークを通じ 
認証サーバーに確認 

どこでもどんな端末でも 
いつもの私の端末設定に 

社内 

本人確認！設定情報を送る 

○○さん 
認証します。 

ユビキタスネットワーク認証･エージェント技術 

セキュリティメニュー 
（ドア・窓） 
玄関　開 
台所　閉 
居間　閉 
寝室　閉 
 

照明 
ガス 
水道 

ユビキタスネットワーク制御･管理技術 

ユビキタスネットワーク 
 

いつでもどこでも何でも意識 
せずにつながるユビキタスネットワーク 
複雑な制御管理技術の開発が必須 

図表3-8-2 ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発の概要
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4 情報家電の高度利活用技術の研究開発

5 超高速インターネット衛星の研究開発

6 技術試験衛星Ⅷ型の研究開発

テラビット級 
アクセス系 
接続技術 

制御プレーン 

転送プレーン 

インターネットノード 
全光化技術 
～ノード（分岐点） 
で高速通信を 
実現～ 

幹線系フォトニック 
ネットワーク技術 
～超高速・大容量・ 
長距離通信の実現～ 

～多くの信号を一度に～ 

アクセス系フォトニック 
ネットワーク技術 
～電気信号変換のない 
光通信の実現～ 

テラビット級 
ネットワーク 
制御・管理技術 

e-Japan重点計画 
2004

① 10Tbpsの光ルーター 
② 光ファイバ１芯あたり 
　 1000波の多重化 
③ 電気信号変換のない 
　 光による情報伝送 
④ テラビット級ネット 
　 ワーク技術の実現 

テラビット級スーパーネットワークの開発 
研究開発期間 ： 平成14年度～平成17年度（4年間） 
種々のシステムと接続可能な大規模ネットワークにおける 
制御・管理技術 

主な成果 

超高速フォトニック・ネットワーク技術に関する研究開発 
研究開発期間 ： 平成13年度～平成17年度（5年間） 
光ファイバ１芯当たり1000波の多重化 
10Tbpsの光ルーターの実現 

テストベッドを用いた実験で以下のような成果 
■10Tbps級光ルーターの実現を可能とする波長群光スイッチ 
　ング技術を実証 
■世界で初めて1000波長の光を光ファイバ１芯に多重化して 
　伝送（128km） 
■微小ミラーによる高速光スイッチを用い、光のまま高速 
　（20ミリ秒）に経路変更・制御できることを実証 
■4000万世帯を収容してテラビット級の転送性能を実現する 
　IPネットワーク向け動的光パス制御技術を実現　等 

超高密度波長分割多重技術 

経路変更を迅速に処理 

図表3-8-3 超高速フォトニック・ネットワーク技術に関する研究開発等の概要

1 ユビキタスセンサーネットワークの研究開発

（2）安心・安全な社会の確立を目指す「ICT安心・安全技術戦略」



2 ユビキタスネット技術を用いた子供の安心確保
システムへの対応

3 電子タグの高度利活用
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運搬 
 

製造 
 

加工 消費者 二次利用 破棄 卸 

運搬 
 

運搬 
 

1.　目的 
2.　対象範囲 
 
3.　表示等 
  
4.　読み取りに関する消費者の選択権 
 
5.　社会的利益等に関する情報提供 
 
6.　データベース等と連携して用いる場合 
 
7.　情報収集及び利用の制限 
 
8.　情報の正確性の確保 
 
 
9.　情報管理者の設置 
10.　消費者への説明及び情報提供 

電子タグの利活用、円滑な社会受容、消費者利益の確保 
消費者への物品手交後、電子タグを装着しておく場合、事業者が対応すべ
き規則（対象は医療等広範な分野） 
消費者に対して、装着されている事実、装着箇所、記録情報等を説明・掲
示等するよう努める 
電子タグの読み取りを不可能とする手段等を消費者が選択できるよう説 
明・掲示等に努める（全部又は一部消去） 
消費者が電子タグの読み取りを不可能とすることで社会的利益が損なわれ
る場合には、そのことを消費者に説明等するよう努める 
データベース等と電子タグ内に記録された情報を容易に連携することで、
個人を特定できる場合は個人情報保護法の適用を受ける 
電子タグ内に個人情報を記録して取扱う場合は、利用目的の本人への通知
等に努める。目的以外利用の場合は本人の同意を得るよう努める 
電子タグ内に個人情報を記録して取扱う場合は、電子タグ内の情報を①正
確かつ最新の内容に保ち、②消費者本人の求めに応じて訂正等し、③改ざ
ん等を防止するよう努める 
情報の適正管理等のため情報管理者を設置する必要がある 
事業者・政府機関等は消費者が正しい知識を持てるよう説明及び情報提供
を行うよう努める 

項　目 
 

概　要 
 

店舗 

消費者に対するプライバシー問題無し プライバシー問題の境目 
消費者への説明と 
同意が必要 

  

倉庫 店頭 

図表3-8-4 電子タグに関するプライバシー保護ガイドライン



4 準天頂衛星システムの研究開発

5 次世代GISの実用化に向けた情報通信技術の研
究開発

6 次世代の高機能ネットワーク基盤に向けた研究
開発

7 ロボットとユビキタスネットワークの融合
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・次世代ネットワークを始め、今世紀の高機能・革新的なネットワークの構築に必要な基盤技術を確立するため、分野間の連携効果の
活用も図り、総合的かつ戦略的な取組を行う。 
・人材育成、研究交流の促進、国際的な協調の推進及び研究開発拠点の整備を行うとともに、これらを総合的に推進するため産学官連
携による一体的な推進体制を確立する。 

・21世紀ネットワーク基盤に係
る萌芽技術への支援 
・若手研究者への支援 
・次世代の重要研究開発プロジ
ェクトへの展開 

競争的研究資金の活用 

・実証実験や要素技術開発を効率的な体制で実施できる
オープンな環境を提供 
・基盤技術分野における学際的交流、デバイスとシステ
ム等分野横断的な技術交流を図るとともに、広い視野
を持った人材を育成 
・研究拠点における研究員ポストの確保、研究コーディ
ネーター、専門技術者を活用 

開放型研究開発拠点の整備＆人材育成 

重点研究開発課題 

産学官連携による一体的な推進体制の確立 

・欧、米、アジア諸国との研究
開発・国際標準化等の連携 
・国際シンポジウムの開催等を
通した海外研究者との交流促
進 
・ITU、IETF等における標準化
活動へ積極的に寄与 

国際的協調・連携の推進 

超大容量フォトニックプラットフォーム 量子ICT・ネットワーク 

テラヘルツICT 世界最先端ナノICT

21世紀ネットワーク基盤技術を確立するため、以下の課題を柱として、 
強力な産学官連携の下で研究開発を積極的に推進 

・フォーラム等による技術基準整備、標準化等の推進 
・ナノITや未利用周波数帯の開拓等において、省庁横断的な研究開発を実施 

図表3-8-5 21世紀ネットワーク基盤技術確立に向けた総合推進方策
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8 情報セキュリティ技術に関する研究開発

現在のロボット 

防犯指令！ 
検知！ 

応援 

水と薬を 
あげろ！ 

生存者確認！ 

OK！ 

インターネット 

発見！ 

S O S

将来のネットワークロボット 

多機能・高機能ロボット 
防犯ロボットの例 生活支援ロボットの例 

単機能ロボット 

様々なロボット相互間の接続、ネット 
ワークを利用したソフトウェアの変更・ 
機能拡充を可能とするため、ロボット 
の共通システム技術や管理技術を確立 

遠隔地から、様々なタイプのロボット 
を連続して協調・連携し、制御を行う 
ため、リアルタイム制御技術や高度セ 
ンシング技術を確立 

見守り、留守番、健康管 
理等、生活支援を可能と 
するため、行動認識技術 
や高度対話技術を確立 

①  ネットワークロボットの連携技術 

②  ロボット協調制御技術 

 ③  人に優しいコミュニケーション技術 

図表3-8-6 ネットワークロボットに関する研究開発の概要

ネットワークを流通する情報（コンテンツ）自身の真正性を保証する技術や、無断コピー・改ざん等の違法使用を防止する技術 

3．流通情報（コンテンツ）系セキュリティ技術 

暗号技術等のセキュリティ共通要素技術や、セキュリティ評価･検証技術 

4．セキュリティ共通要素技術／評価・検証技術 
 

　サービス不能化（DoS）攻撃、ウイルス攻撃等、複数ネットワークに及ぶよ
うな大規模なセキュリティ脅威からネットワークを守るべく、ネットワークが
協調・連携し、制御・運用・管理する技術 
 

1．ネットワーク系セキュリティ技術 
 

　モバイル端末内部の情報保護に必要な技術や、携帯電話において電気通信事
業者によらず統一的な認証を実現する技術 
 

2.アクセス系セキュリティ技術 

情報（コンテンツ） 

アクセス ネットワーク 

サーバ－ 

ルータ－ 

図表3-8-7 情報セキュリティ技術に関する研究開発の概要
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1 ユニバーサル・コミュニケーション技術に関す
る調査研究会

2 ネットワーク・ヒューマン・インターフェース
の研究開発

携帯電話等を用いた多言語の自動翻訳システム 映像が生体に与える悪影響を防止する技術 

ネットワークを介した多言語音声／会話文処理が可能な技術の開発 

Hello

Bonjour…こんにちは… 
…Hello… 

こんにちは こん…に… 

ユーザーオリエンテッドな高機能端末技術の開発 

Hello こんにちは 
Bonjour

生体に悪影響 

【現在】 【実現目標】 
生体に悪影響のあるコンテンツ 
を自動回避処理することにより、 
安心してネットワーク上のコン 
テンツを利用できる環境を実現 

流通するコンテンツを 
そのままの状態で配信 

変 
換 

影響を及ぼす映像等 安心・安全な映像等 

図表3-8-8 ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発の概要

（3） 知的活力の発現を目指す「ユニバーサル・コミュニケーション技術戦略」



1 競争的研究資金による研究開発推進

2 最先端の研究開発テストベッドネットワーク
（JGNⅡ）の構築
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（4） UNS戦略プログラムを推進するための研究開発環境の整備 ～競争的研究資金の拡充とテストベッドネットワークの構築～

１広く一般の研究者等を対象に研究開発課題を募り、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づき採択された課題を実施するための研究資金を
配分する制度
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Ⅰ  目標（2010年） 
① すべての人々がブロードバンドへアクセス 
③ IPv6への移行、ICTでアジアが世界をリード 
⑤ 文化的財産等のデジタル・アーカイブ化 
⑦ 情報通信分野の技術者・研究者を大幅に増加 

② アジア・北米・欧州間の情報流通量を均衡化 
④ 人々が安心して情報通信技術を利用できる環境の整備 
⑥ 主要言語間の機械翻訳技術の開発・実用化 

アジア域内の情報流通が活性化し、アジアが世界の情報拠点（ハブ）になることを目指す 

Ⅱ  「アジア・ブロードバンド計画」の推進　＜これまでの取組例＞ 
 1　アジア・ブロードバンド計画推進等に関する各国との協力取決め等 
（1）二国間協力関係の構築 

・インドネシア、ベトナム、タイ、マレーシア、カンボジア、フィリピン、中国、韓国、インドの情報通信主管大臣等との間で、共同声
明等を採択 
・インドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン、マレーシア、モンゴル、カンボジアとの間で、具体的協力内容について政策対話を実施 

（2）多国間協力関係の構築 
・日中韓の情報通信主管大臣の間で、ICT 9分野の協力に合意。それぞれの分野ごとにワーキンググループ等を開催 
・APT、APEC、ASEAN＋3等の国際会議において、アジア・ブロードバンド計画に基づく協力の働きかけを実施 

2　アジア・ブロードバンド計画に基づくプロジェクト 
（1）ネットワーク・インフラ整備（ODA） 

ベトナム・南北光海底ケーブルの敷設、イラク・南北マイクロ基幹網整備計画、カンボジア・中部光ファイバ基幹通信網整備計画 
（2）アプリケーション・コンテンツ・基盤技術開発 

・アジア・ブロードバンド・プラットフォームの構築（光ファイバ等によるテストベッドを活用したアプリケーションの開発・実証等） 
・NICTアジア研究連携センター（タイ自然言語ラボラトリー、シンガポール無線通信ラボラトリー） 

（3）人材育成 
・総務省、JICA、APT等によりICT分野の人材育成を実施。参加者　約767人（2005年度） 
・技術協力プロジェクト：ベトナム第三国研修（電気通信）、インドネシア政府職員に対するICT能力向上計画、マレーシア・マルチメ
ディア・ネットワーク教育プロジェクト 
・専門家派遣：　2005年度　9名 

（4）防災のための情報通信システムの構築支援 
国際会議、政策対話等の機会を捉え、防災行政無線、津波警報等の放送システム等防災におけるICTの重要性・必要性について啓発 
 

図表3-9-1 アジア・ブロードバンド計画（概要）

9第 節 国際戦略の推進
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（1）アジア・ブロードバンド計画の推進　

1 国際政策の推進
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（2）二国間・多国間での取組



2 多国間での主な取組
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（3）日中韓における協力・協調

○ 国際協力 
　　本協力枠組みの円滑な実施の支援、日中韓情報通信大臣会合の開催準備等に関する協力を行うためのワーキンググルー
プ設置 

 
○ 3G及び次世代移動通信 
　　無線インターネットサービス、移動通信の国際ローミング、移動通信技術及びサービスに関する共同研究開発等に関す
る協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ 次世代インターネット（IPv6）及び電子タグ／センサーネットワーク 
　　IPv6普及のための情報交換、電子タグ及びセンサーネットワーク技術に関する情報交換、ユビキタスネットワークに関
する情報交換等の協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ デジタルテレビ及びデジタル放送 
　　デジタル放送政策に関する情報交換、デジタル放送技術及びサービスに関する研究開発及び技術に関するセミナー開催
等に関する協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ ネットワーク・情報セキュリティ 
　　ネットワーク・情報セキュリティに関する政策及び制度、ハッキング、ウイルスを含むサイバー攻撃に対する共同対応、
オンライン上のプライバシー保護に関する協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ オープンソースソフトウェア 
　　オープンソースソフトウェアのアプリケーションに関する評価、共同開発研究等に関する協力を行うための北東アジアオー
プンソースソフトウェア推進フォーラムの設置 

 
○ 電気通信サービス政策 
　　テレコムサービス政策に関する研究、相互接続に係る政策に関する情報、電気通信事業者間の紛争処理に関する情報交
換等を行うための政策フォーラムの設置 

 
○ 2008年北京オリンピック大会 
　　通信ネットワーク、ネットワーク・情報セキュリティ、電子政府の構築及び高度化に関する協力を行うための連絡体制
の設置 

図表3-9-2 第3回日中韓情報通信大臣会合「改正協力取決め」（概要）



1 世界情報社会サミットの概要

2 WSIS第2フェーズ
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（4）世界情報社会サミット（WSIS） ～国連主催による初の情報通信関係のサミット～

チュニスアジェンダ（要旨） 

１　前文 
２　資金支援メカニズム 
デジタル連帯基金について、「義務的でない性格を持
ち、既存のメカニズムを補完するものとして歓迎する」
という文言で合意 

３　インターネットガバナンス 
インターネット管理に関する課題について議論するフ
ォーラム（IGF)を設置、2006年第2四半期までに第１
回会合を開催 

４　実施とフォローアップ 
ジュネーブ行動計画の具体的な実施方法に関し、行動
計画のテーマごとに、ITU、UNESCO、UNDP等の国
際機関をモデレーターとして指名 

チュニスコミットメント（要旨） 

我が国の主な主張 

１　ジュネーブ基本宣言、行動計画に対する明
確な支持 

 
２　ジュネーブ行動計画等の着実な実施とフォ
ローアップの重要性 

 
３　デジタル・ディバイドを克服し、ミレニア
ム開発目標等の目標の達成を目指す 

 
４　政府、民間セクター、市民社会等のすべて
のマルチステークホルダーによる協調の必
要性 

○ユビキタスネット社会実現に向けた取組の重要性 
→チュニスコミットメント、チュニスアジェンダに記載 

図表3-9-3 チュニスコミットメント・チュニスアジェンダの概要
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※　総務省所管の情報通信分野に関連する案件の代表例を掲載    
※　無償資金協力、円借款は閣議決定ベース 

アンゴラ 
【無償資金協力】 
第２次ルアンダ市電話網 
整備計画 
9.01億円（13年度） 
9.75億円（14年度） 

 ラオス 
【無償資金協力】 
国際電話交換設備改善計画 
2.19億円（15年度） インドネシア 

【無償資金協力】 
インドネシア・テレビ公社（TVRI） 
ジャカルタ局報道部放送設備整備計画 
5.39億円（14年度） 
マルチメディア訓練センター訓練機材整備計画 
5.90億円（14年度） 
インドネシア国営テレビ（TVRI） 
マカッサル局放送設備整備計画 
4.59億円（15年度） 

アフガニスタン 
【無償資金協力】 
カブール・テレビ放送局 
機材整備計画 
23.48億円（14年度） 
  7.94億円（15年度） 

キルギス 
【無償資金協力】 
国営放送局番組制作 
機材整備計画 
6.81億円（16年度） 

セネガル 
【無償資金協力】 
国営放送局（RTS） 
TV放送機材整備計画 
7.26億円（17年度） 

エチオピア 
【無償資金協力】 
遠隔地教育拡充計画 
2.36億円（13年度） 
第２次遠隔地教育機材整備計画 
1.96億円（15年度） 

イラク 
【無償資金協力】 
南北基幹通信網整備計画 
71.54億円（16年度） 
市外電話交換機整備計画 
35.98億円（16年度） 

中国 
【円借款】 
放送施設整備計画 
202.02億円（15年度） 

ベトナム 
【円借款】 
南北海底ケーブル整備計画 
134.97億円（14年度） 
 

カンボジア 
【円借款】 
メコン地域通信基幹ネットワーク整備計画 
30.29億円（16年度） 

パプアニューギニア 
【無償資金協力】 
国立ラジオ放送局機材整備計画 
 8.20億円（15年度） 

ブルキナ・ファソ 
【無償資金協力】 
国営ラジオ放送局 
機材整備計画 
2.29億円（13年度） 
2.58億円（14年度） 

モンゴル 
【無償資金協力】 
短波ラジオ放送網整備計画 
11.27億円（14年度） 

図表3-9-4 過去5年間の資金協力の状況（平成13～17年度）

※　総務省所管情報通信分野に関連する案件のみを集計 
※　（　）内は前年度実績 
※　研修員受入、開発調査については、総務省ODA予算による研修、調査を含む 

研修員受入（人） 

専門家派遣（人） 

プロジェクト方式 
技術協力（件） 

開発調査（件） 

 電気通信関係 放送関係 合計 
 355 56 411 
 （512） （73） （585） 
 39 10 49 
 （23） （17） （40） 
 9 1 10 
 （10） （1） （11） 
 1 0 1 
 （0） （0） （0） 
 

図表3-9-5 JICAを通じた技術協力等の実施状況（平成17年度）

2 国際協力の推進
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1 ITU-Tにおける取組

2 ITU-Rにおける取組

Other 
accesses

アプリケーション・サーバー等 
コンテンツ 
配信 …… 

 

テレビ 
電話 

セッション 
制御 

認証・ 
セキュリティ 課金管理 

Core node

Edge node

xDSL Optical 
access

Wireless 
LAN

プラットフォーム／ 
サービス基盤 

（サービス付与機能） 

ネットワーク基盤 
（トランスポート層） 

固定電話　パソコン　情報家電　PC　携帯電話 

コア網 

アクセス網 

図表3-9-6 次世代ネットワーク（NGN：Next Generation Network）の基本構成イメージ

3 国際標準化活動の推進
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1 日本郵政公社の概要及び郵政民営化について 2 郵便における競争を促進する施策についての検
討

30cm

重量 
250g以下 

3cm

○○便 

送達 

原則 
3日以内 

一般信書便役務とは、長さ、幅及び厚さがそれぞれ40cm、
30cm及び3cm以下であり、重量が250g以下の信書を国内
において差し出された日から原則3日以内に送達する役務 

一般信書便役務を全国提供する条件ですべての信書の送達が
可能となる「全国全面参入型」の事業である 

40cm

図表3-10-1 一般信書便事業

送達 

3時間 
以内 

差
出
人 

受
取
人 

次に掲げる特定のサービスを提供する「特定サービス型」の事業で
ある 

特定信書便役務とは、 
1．長さ、幅及び厚さの合計が90cm
を超え、又は重量が4kgを超える
信書便物を送達する役務 

3．国内において、その料
金の額が1,000円を超え
る信書便物を送達する
役務※ 

2．信書便物が差し出された時から、 
3時間以内に当該信書便物を送達
する役務 

一定料金超 

大きいもの 
重いもの 

※引受地及び配達地のいずれかが外国にある信書便の
役務の料金の額は重量及び配達地に応じて異なる 

図表3-10-2 特定信書便事業

10第 節 郵政行政の展開

SECTION 10
1 「日本郵政公社」の取組等


